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国際生命科学協会（InternationalLife Sciences Institute. ILSI）は、 1978年I;-

アメリ力で設立された非宮利の団体下、寸n

ILSIは、健康－栄養－安全性－環境に関わG問題U）酔次り示。止レい坦月半佐目指9

: は支援し、その成果を会合や出版物を通じて公表し、啓蒙に役立てています。その

活動の内容は世界の各方面から高く評価されています。

また、 ILSIは、非政府機関（NGO）のーっとして、世界保健機関（WHO）とも密接な

関係にあり、国連食糧農業機関（FAO)Iこ対しては特別アドバイザーの立場にありま

す。アメリ力、ヨーロッパをはじめ台国で、国際協調を目指した政策を決定する際

には、科学的データの提供者としても国際的に高い信頼を得ています。

1981年に設立されました。ILSIの一員として世界的な活動の一翼を担うとともに、

日本独自の問題にも積極的に取り組んでいます。
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リスクコミュニケーションについて

リスクコミュニケーションについて

JsummaryJ 

農林水産省

消費者政策宮

岡島敦子

η1e way the Japanese Government deals with food safety issues will change dramatically. The final draft of the Food 

Safety Basic Law was submitted to the National Diet in February. Draft Amendments of other laws related to food 

safety were also submitted to the Diet. 

The Basic Law declares that: 

-priority shall be on出eprotection of the human health; 

-necessarγmeasures shall be implemented to ensure food safety throughout the food chain; and 

-risk analysis shall be incorporated in decision-making of the Government in relation to food safety. 

τbe Food Safety Committee will be established on the basis of the Food Safety Basic Law. It will be responsible for 

risk assessment related to food safety and will monitor risk management administered by the Ministries of Health, 

Labour and Welfare, and of Agriculture, Forestry and Fisheries. 

悶skcommunication is one of three essential elements of risk analysis. It is the interactive exchange of information 

and opinions concerning risk and risk-related factors among government, consumers, industry and other interested 

parties. 

Consumers are important participants of risk communication in which they are expected to present their concerns 

and/ or opinions related to health risks. But some consumers, especially of younger generations, have little concern or 

knowledge on food, food safety or diet itself. The Government has paid efforts to disseminate information on 

appropriate diets and foods to citizens although it has proved insufficient. The Government shall put more resources 

into出eso-called "Food Education" for citizens wi出anemphasis on education for children. 

Food producers and manufacturers play an important role in risk communication, too. However, some of them seem 

reluctant to present their views and opinions wi白afear that doing so might cause an adverse effect on the sales of出eir

products or on their business. 

The new food safety legislation will take effect soon. The risk communication will be the crucial element of the new 

system. We shall promote effective risk communication, as it is quite new for the Japanese administration. 

Risk Communication ATSUKO OKAJIMA 

Senior Counseller for Consumer Policy 

The Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 

of Japan 

!LSI No.74- 1 



リスクコミュニケ ションについて

1991年のコーデックス委員会の第四回総会で規格作

成にリスク分析を取り入れることを決議し、以来、用語

の定義やリスク管理の枠組み、リスクコミュニケーショ

ンなどについて、専門家会議を含め多くの議論が行われ

てきました。 1999年のコーデックス委員会の第23回総会

では、「リスクコミュニケーション、特に食品の品質や

安全性に関して分かりやすく伝えようとする場合には、

消費者や産業界との協力関係を構築するべきであるJ「各

国政府は、食品安全に関する法規を制定、改正する際に、

リスク分析の原則を取り入れることを奨励するjことが

提言されました。

西ヨーロッパ諸国、 EUでは、 BSE牛の発生・確認を

契機に行政組織の改革が行われ、リスク分析手法を取り

入れた食品安全行政が始まっています。

我が国でも、 2001年10月のBSE牛の確認以降、産地

表示の偽装、輸入野菜からの残留農薬の検出、国内にお

ける無登録農薬の使用など食品の安全性に関わる問題が

続出しました。食品の安全性に関わる制度や行政の対応、

生産者や食品産業事業者のモラルなどについての反省と

批判から、 2002年6月の「食品安全行政に関する関係閣

僚会議jにより、消費者の健康保護を最優先に、食品安

全行政にリスク分析手法を導入すること、食品安全委員

会を新たに設置すること、食品安全基本法を制定するこ

とが決定しました。 2003年2月に食品安全基本法案をは

じめとして農薬、肥料などの生産資材に関する法律の改

正や食品衛生法の改正など関係の法案が国会に提出され

ています。法案が国会で成立後、公布され、若干の準備

期聞を経た上で、新しい食品安全行政がスタートするこ

ととなります。

「リスク分析J手法は、人の健康に及ぼす影響について

科学的な評価を行い（リスク評価）、科学者、消費者、生

産者、事業者、行政などの関係者が互いに情報や意見の

交換を行いながら（リスクコミュニケーション）、行政が

これら関係者との協力により、健康に重大な影響が生じ

ないようにリスクを抑える対策を実施する（リスク管理）

ものです。

このうちのリスクコミュニケーションについては、食

品安全行政を的確に進めていくためばかりではなく、食

品安全行政や食品の安全性に対する国民の「安心」「信頼J

を回復するためにも重要なものであると考えています。

リスクコミュニケーションのキーワードは、情報提供・

開示、情報・意見の交換、施策への反映の3点だと考え

2一一ILSINo.74 

ています。このため、施策づくりの段階から、正確でわ

かりやすい資料づくりや説明を行い、消費者、食品産業

事業者、生産者などの関係者に様々な情報を提供する必

要があります。施策づくりの過程ではいくつかの選択肢

を示しながら、関係者との情報や意見交換を進め、その

意見を施策に反映させることが重要と考えています。ま

た、施策を実施する段階においても、生産者や食品産業

事業者の取組み状況や施策の評価などの情報を提供し、

関係者の対話を進めることにより、より適切な施策の実

施や見直しを進める必要があると考えています。

リスクコミュニケーションは、我が国では決して蓄積

のある分野ではありません。情報公開法が2001年4月か

ら施行され、情報開示は進んできましたし、パブリック

コメントの募集により広く意見を聞く手法も広がってき

ました。でもまだまだ手探りの部分が多く、様々な課題

がありますが、それは行政だけの問題ではありません。

まず、消費者についてです。当然ながらすべての人が

消費者であり、非常に見識の高い消費者、高度な専門知

識を持つ消費者もいる一方、基本的な食品に関する知識

さえも持っていない消費者も最近は多くなっています。

従来家庭の中で伝えられ、自らの食体験により身につけ

ていった食品に関する基本的な知識が、食の外部化の進

展や家庭・家族の変化により失われてきています。この

ため、栄養や食生活に関する基礎知識どころか、食品が

腐るということがどういうことなのか知らない、農畜水

産物が天候や土壌、海域などの影響を受けて生産され形

や昧が異なるものであることが理解できない人が若い世

代を中心に増えているようです。食品には絶対の安全は

なく、食べる量や食べ方、食べる人の体質や体調、さら

には食品の保存のしかたにより、食品の安全性や健康へ

の影響が異なるものですので、リスクコミュニケーショ

ンを進めていくためには、一人一人が食について関心を

持ち、日頃から食品の衛生的な取り扱いや食生活の改善

など「食jについて考える習慣をまず身につけることが

必要です。そういう意味で、食に関する教育、啓発、

「食育jが重要になるわけですが、食育を家庭内だけの問

題としてとらえずに、学校や地域、社会における課題と

してとらえ、国民的な運動として進めていくことが必要

となっています。

現在、農林水産省、厚生労働省、文部科学省を中心と

して食育を推進するための様々な取組みを行っています

が、行政だけでなく、地域の特色のある食品や食文化、



稲作をはじめとする地域の農業体験、さらに学校給食で

の地場産品の活用など多様な視点からの取組みが消費者

団体、生産者団体、 NPOなどにより展開されることが

必要です。また、日々消費者と食品を通して接している

食品産業事業者が食育についての取組みを行えば大きな

効果があると思います。

リスクコミュニケーションは、行政と消費者や行政と

食品産業事業者との間で行われるものばかりではなく、

消費者と食品産業事業者の問、消費者と科学者の聞など

pろいろな関係者の聞で行われるべきものです。生産者

や食品産業事業者から、生産・製造の実態、現実に対応

できる範囲、コストの問題、さらには安全性の確保と外

観、日持ち、昧など多くの消費者や流通業者からのニー

ズに対応することとの関係などについての説明や情報提

供があれば、消費者はより深く考えることができるよう

になります。また、生産者や食品産業事業者は消費者の

懸念などをよく知ることにより、消費者の健康を最優先

した生産・製造への取組みの意欲が高まることが期待で

きます。何より、消費者、生産者、食品産業事業者など

の関係者の聞に共通認識が生まれることにより、より適

切な対策・対応を実施していくことが可能となります。

この観点、からみると、生産者や食品産業事業者の声が

小さいような気がしてなりません。開業者の間で話すと

きの声の大きさと消費者を前にしたときの声の大きさで

は違いがあるように思えます。消費者にとって耳障りな

発言をすることが企業のイメージダウンや商品の売れ行

きの減少につながるのではなLEかという懸念があるから

だろうと思います。リスクコミュニケーションを進めて

~ Eくための課題は多いのですが、いろいろな立場の人が

それぞれの意見を主張し、お互いに耳を傾けあうように

するためにも、生産者や食品産業事業者からの積極的な

発言をお願いしたいと思います。

リスクコミュニケーションについて

略歴

岡島敦子（おかじまあっこ）

1977年 東京大学法学部卒業

1977年 農林省（現農林水産省）入省

1994年 農蚕園芸局婦人・生活課長

1997年 食品流通局野菜流通課長

1999年 食糧庁計画流通部業務流通課長

2001年 総合食料局食料政策課長
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ヘルスクレームは、ある食品あるいはその食品が含む栄養素・機能性物質が健康に効果のあることを示すことを

表示したり、あるいは、これらと疾病との関係、疾病の予防・治療のできることを主張したりすることとされてい

る。ここでは、ヘルスクレームにおいて必要な評価が、どのような科学的な手続きによって行われ、その結果はど

のように解釈されるべきであるかを理解するために、ヘルスクレームの正当性を提示したり、理解したりする際に

用いられる科学的評価過程を中心に説明する。特に、個別研究の実施において重要となる疫学の方法論と、結果の

総合評価において大きな役割を果たす系統的レビューに焦点を絞ることにする。

場町 * * * * 4旨* * * * オK********* 

<Summary> 

Health claim is defined as indicating health e笠ectof a certain food/nutrient or functional material contained in the 

food, or insisting, either directly or indirectly, the relationship with diseases or ability of prevention and treatment of出e

diseases. This review describes scientific procedures necessary for health claim, and interpretation methods to 

understand the results. The topic is especially focused on epidemiological methods important for conducting individual 

trials/ studies, and systematic review that plays an important role for over-all judgment of the results 

1. はじめに

健康強調表示（healthclaim) （以下、ヘルスクレームと

呼ぶ）とは、ある食品あるいはその食品が含む栄養素・機

能性物質が健康に効果のあることを示す表示、あるいは、

これらと疾病との関係、疾病の予防・治療のできること

を明確に主張したり、間接的に主張したりすることとさ

れている。ここでは、ヘルスクレームにおいて必要な評

価が、どのような科学的な手続きによって行われ、その

結果はどのように解釈されるべきであるかを理解するた

めに、ヘルスクレームの正当性を提示したり、理解したり

する際に用いられる科学的評価過程を中心に説明する。

Health Function Claims and the Scientific SATOSHI SASAKI, M.D., Ph.D. 

Project Leader of 

”Scientific Evaluation of Dietary Reference Intakes" 
National Institute of Health and Nutrition 

Substantiation -5-
Basic Theories Necessary for Scientific Evaluation 

of “Health Claim” 
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2. ヒト研究の重要性

ある特定の食品や栄養素の健康影響、または、健康へ

の効果を主張する場合に用いることができるデータはヒ

トを用いた研究によって得られる結果である。基本的に

は、ヒト以外を用いて行われた研究（多くは実験動物を

用いる）の成果は直接には引用すべきではない。

ヒト以外を用いた研究の主たる目的は、「メカニズム

の解明Jである。これは多くの場合、新規食品の開発の

過程で有用な情報を提供してくれる。そして、ある食品

成分や栄養素が特定の機能を有する可能性があることが

示唆されると、食品学的研究によって、その食品成分や

栄養素を豊富に含有する食品が同定され、それらを抽出、

濃縮する技術が開発される。こうして、食品学とメカニ

ズムの解明を目的とした研究の成果として、ある特定の

食品や栄養素が特定の健康影響または健康効果をヒトに

与える可能性が示唆されるに至る。

しかし、この段階では、その食品や栄養素を積極的に摂

取することの有用性が証明されたことにはならない。それ

は、期待するだけの効果を得るために、その食品をどの程

度の頻度・量で、どの程度の期間にわたって摂取する必要

があるのか、その場合の効果期待量はどの程度であるかが

明らかにされていなL、からである。この疑問を明らかにす

るためには、ヒトを用いた疫学的なアプローチによる研究

が不可欠となる。ここで大切なことは以下の通りである。

①対象は誰か？ 一一健常者か、疾患保有者か？

②効果判定が測定可能な数値の場合、数値としてどの

程度か？

一一（例）収縮期血圧がlOmmHg程度低下

③ どの程度の摂取期間を設定しているのか？

④ どの程度の摂取量を設定しているのか？（1日当たり、

及び、摂取期間合計量として）

一一一日常的に可能な摂取量を逸脱していないこと

が大切。

⑤効果を期待するのにどの程度の期間を設定している

のか？

一一予防を目的とする場合は、設定期聞は明確に

は特定し得ない。その場合はそれも記述する

ことが望ましい。

これらを明らかにするためのヒト試験が実施され、その

結果が正しく解釈され、公開されていることが大切である。

3. ヒト研究における評価方法

ヒト試験は介入試験(interventionstudies）と観察試験

(observational studies）の2種類に大別される。

介入試験の『黄金基準（goldstandard）』と言えるもの

は無作為割付比較試験（randomizedcontrolled trial、略

称RCT）である。しかし、食品に関する介入試験は薬剤

に関する介入試験と異なる点が数多くあることを理解し

ておかなくてはならない。第一に、介入として食品物質

を使用するために、二次的な混在要因（confounders）の

混入を避けがたい場合がある。また、食品試験ではプラ

セボ（偽薬）を用いた対照群の設置が不可能な場合があ

り、被験者は介入に関して盲検化されないことになる。

これらの問題のために、食品に関する介入試験の結果は

医薬品を扱った介入試験に比して確実性に乏しいデータ

となることが多い。介入試験は、目的とする食品や栄養

素が目的とする健康状態に与える影響を検討する、最も

信頼度の高い試験方法であると一般に認められている

が、信頼度の高い結果を得るために非常にたくさんの人

数をその試験に投入する必要がある場合や、結果が出る

までに時間がかかる（時には数十年の年月を要すると考

えられる場合もある）場合が多いため、次に述べる観察

試験の全体もしくは一部に科学的証拠を求めなければな

らないことも多い。

観察試験を方法によって分類すると表1のようになる。I)

それぞれの試験の重要性を測る普遍的に妥当な方法は存

在しないが、一般的にみて、表の上から下に向かつて説

得力が増すと考えてよいであろう。しかし、実際にはそ

れぞれの試験の実施方法を個別に評価し、その説得力を

評価しなくてはならない。

ところで、食事性の要因が関わる疾病の多くは、長い

期間を経て発現するいわゆる慢性疾患であるため、ある

人が実際に疾病に官されていても、ある特定の病期にお

いて疾病の兆候もしくは症状が発現しないことがある。

その際、疾病の存在もしくはその発症リスクを予測する

ために『バイオマーカー（biomarkers)（中間的なマーカー

もしくはエンドポイントに替わるマーカー）』を特定し、

それを試験に用いることがある。バイオマーカーとは、

疾病と関連する評価項目で、当該疾病の指標もしくは予

知因子として使用し得る計測値である。バイオマーカー

は、疾病それ自身を計測する変数というよりも、疾病の

存在もしくは発症のリスクを示唆できるような変数であ

ILSI No.74-5 



シリーズ「ヘルスクレームの科学的根拠」 -5 ヘルスクレームの科学的評価に必要な基礎理論

表1 方法からみた観察疫学研究の分類
Table 1 Observational epidemiological studies classified by method 

研究方法 概要
研究の 対象単位

短所
単位 の目安

長所

時系列研究 国や地域の集団を対象 集団 1集団～ 比較的簡単に行える。 交絡因子の影響を受け

(time-series study) に、原因と考える要因 数集団 追跡調査が不要。 やすい。集団の結果を

の経時的変化と、結果 個人に適用できるとは

と考えている要因の経 限らない。

時的変化との関連を検

討する。

地域相関（生態学的） 国や地域の集団を対象 集団 数集団～ 比較的簡単に行える。 両者の時間的前後関係

研究（ecologicalstudy) に、原因と考える要因 数十集団 追跡調査が不要。 を明らかにできない。

のばらつきと、結果と 交絡因子の影響を受け

考えている要因のばら やすい。集団の結果を

っきとの関連を検討す 個人に適用できるとは

る。 限らない。

横断（断面）研究 原因と考える要因のば 個人 数百人～ 比較的簡単に行える。 両者の時間的前後関係

(cross-sectional study) らつきと、結果と考え 数千人 追跡調査が不要。 を正しく評価できる。

ている要因のばらつき 交絡因子の影響を完全

との関連を同時に検討 には制御できない。

する。

症例対照 結果と考えている要因 個人 数百人 比較的簡単に行える。 思い出しバイアスの影

（ケース・コントロール） の有無（症例と対照）を 追跡調査が不要。 響を受ける。交絡因子

研究 選び、過去における原 の影響を完全には制御

(case-control study) 固と考えている要因を できない。

比較する。

コホート研究 結果と考えている要因 個人 数千人～ 思い出しバイアスの影 費用と手問、時聞がか

(cohort study) を持たない集団で、原 数十万人 響を受けない。両者の かる。交絡因子の影響

固と考えている要因を 時間的前後関係を正し を完全には制御できな

調査し、その後の結果 く評価できる。 L、。

要因との関連を検討す

る。

坪野吉孝。研究子法からみた事実の価値基準。佐々木敏・等々力英美編著。 EBN入門。 2000;24-31より改変引用c

る。たとえば、食事性脂質摂取を減少させると冠状動脈

心疾患、発症のリスクが低減するかどうかの評価は、心疾

患それ自身の発現より、むしろ血清コレステロール値、

特にLDLコレステロール値の変化を評価した試験で数多

く検討されている。骨組最重症における骨量（bonemass) 

もその一例である。

注意したいことは、介入研究であればよいとか、生態

学的研究の結果の信頼度は低く、コホート研究によるも

6一一ILSINo.74 

のは高い、というような一元的なものではないというこ

とである。そして、ひとつの研究手法でも、実際にはさ

まざまな異なる問題を有している。研究成果を正しく理

解するためには、報告内容（特に方法）を丁寧に読み、

どのような目的のために実施された研究であるのか、ど

の目的にこの結果は使えるのかを充分に考えて、研究成

果の適切な活用を図ることが重要である。
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4. 食品及び食品成分の特定ならびに計測

その食品及び食品成分を特定することはヘルスクレー

ムを承認することにおいて考慮、すべき重要な問題となる。

食事全体もしくは食事中の特定の食品類ではなく、その

食品もしくは食品成分（栄養素ゃある特定の物質）によっ

て有用性がもたらされていることを示す証拠がない限り、

当該食品や食品成分と疾病との関係付けは確立されな

い。食物繊維と心疾患との関係についてのヘルスクレー

ムが評価された時に指摘されたように、多くの試験の目

的が、食物繊維に富む比較的大量の単一の食品もしくは

食物繊維源（例えば調理された豆）の効果を評価すること

を目的としていて、水溶性食物繊維総量としての摂取を

検討するものではなかった。そのため、そこで得られた効

果が食物繊維によるものであると結論するととができな

かった。これは、試験食が食物繊維摂取量を増加させた

ことは明らかであっても、『他の栄養素摂取量は変化しな

かった』という保証を与えることができず、得られた結果

の原因を食物繊維に特定することができなかったという

問題である。そのために、試験食（検討の対象としている

食品や栄養素）を中心に、試験食以外の摂取食品に由来

する栄養素摂取量も測定し、考慮することが必要となる。

このように、摂取量の測定方法を厳密に評価すること

は、重要であるが、同時に、極めて困難である。摂取量

の評価方法としては、食事記録法、 24時間思い出し法、

食事歴法、食物摂取頻度法がある。摂取量の評価方法に

はそれぞれ長所と短所とがあり、全ての目的に適切であ

るような方法は存在しない。短日間の食事記録法や24時

間思い出し法は個人の栄養素もしくはその他食品の通常

摂取を評価する方法としては適切ではないと考えられて

いる。図1は、 2人の女子大学生のカルシウム摂取量につ

いて食事記録法を用いて調べた結果である。2)2人とも摂

取量の日間変動は大きく、 1日間では、もちろん、数日

間の調査を行っても、個人ごとのカルシウム摂取量の把

握は困難で、あることが視覚的に理解できるであろう c 右

下の小さな図は、同じデータを用いて計算した積算平均

摂取量である。この図から、およそ10日間以上の調査を

行うと、摂取量の把握が個人レベルである程度可能にな

ることがわかる。しかし、表2に示すように、調査必要

日数は対象者の特性（特に年齢）によっても、また、栄

養素によっても大きく異なる。そのため、実際には相当

の配慮、が必要である。 2）さらに、エネルギーや三大栄養
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データ提供：長崎シーボルト太学武藤慶子氏

図1 女子大学生2名のカルシウム摂取量で観察された日間変動・各季節4日間、合計16日間の秤量食事記録調査結果より
Figure l Day-to-day variation of calcium intake observed by 2 female college students: data from weighed dietary 

records for l 6-days, 4-days in each season 
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表2 個人（女性）の習慣的1日あたり摂取量を把握する

ために必要芯調査日数についての試算：真値±

20%の範囲に入る摂取量を95%以上の確率で推

定するために必要な調査日数の推定値

Table 2 Numb e「ofdays「equired to estimate 

habitual nutrient intake levels of individuals in women: 

number of days for estimating intakes less than 20% 

difference from true intakes within the possibility of 

5% errors 

高齢者＊ 中年H 大学生＊＊＊

エネルギー（kcal) 3 4 7 

炭水化物（g) 3 5 

たんぱく質（g) 5 5 9 

脂質（g) 11 11 18 

カリウム（mg) 8 8 

鉄（mg) 7 8 

カルシウム（mg) 12 16 

ビタミンC(mg) 20 33 45 

カロテン （μg) 35 64 63 

加＝60、平均年齢＝61.2歳、宮城県農村部、 12日間の

秤量食事記録調査。

Ogawa et al. Eur J Clin Nutr 1999 ; 52 : 781・5をもと

に試算．

*n=42、平均年齢＝49.8歳、東海地方、 16日間の秤量

食事記録調査。

江上いすずら、日本公衛誌、 1999; 46 : 828-37を

もとに試算．

付加＝95、短大生、九州地方、 16日間の秤量食事記録

調査．

武藤慶子ら、第46回日本栄養改善学会講演集、

1999 : 260 （抄録）をもとに試算．

佐々木敏 Evidence-basednu凶tion:EBN栄養調査・

栄養指導の実際．医歯薬出版、 2001より改変引用．

素に比べると、ミネラルやビタミンなどの微量栄養素に

要求される調査必要日数は長いという特徴がある。いわ

ゆる生活習慣病に関連し、ヘルスクレームの検討対象と

なる栄養素は、ほとんどの場合、後者であることは特に

注意したい点である。

一方、食事歴法や食物摂取頻度法で使用される食品摂

取頻度質問票の食品リストに、試験の対象とされる集団

におけるその栄養素の主食品源が含まれていないような

場合、この方法はその栄養素の摂取量を評価する方法と

8一一ILSINo.74 

しては不適切なものとなってしまう。食品摂取頻度質問

票は、もともと、対象者の摂取量を詳細に把握するため

ではなく、ある程度の測定誤差を許したうえで、大規模

な疫学研究で利用することを目的として開発されたもの

がほとんどであるため、そのままではヘルスクレームの

評価試験には必ずしも適当でみないものが多い。

いずれにしても、既存の食事評価法を利用するに当た

っては、利用目的や利用可能性、利用限界について、充

分に検討することが重要である。

日常生活である程度摂取されている栄養素を補足する

目的で用いる補助食品や強化食品の場合は、対象として

いる栄養素を対象者が日常的にどの程度を摂取してお

り、強化することによってどの程度摂取量が増加し、そ

の結果、どの程度の健康影響を期待し得るのかを評価し

なくてはならない。つまり、評価試験中（正しくは、試

験前、試験中、試験後）に、評価対象としている食品か

ら摂取される分だけではなく、それ以外のすべての食品

から摂取される分を評価することが必要となる。したが

って、評価試験において、食事調査・食事評価は今後、

ますます重要になるものと考えられる。

加えて、いずれの方法でも、栄養素摂取量を計算する

ために使用される食品成分データベースが信頼に足るも

のであることが前提となる。食品成分データベースが完

備していない栄養素を対象とするような場合には、これ

は無視できない問題となる。

5. 個別試験の評価基準

個別試験の評価は、試験デザイン・実施・解析・解釈

のそれぞれについてなされる。3)

(1）試験デザインの妥当性及び明瞭性

試験デザインの妥当性及び明瞭性は具体的には次の

ような観点から評価される。

①当該試験で解決すべき疑問点は試験デザイン設定

時に明確に記載されているか？

②試験に適用される方法論が明確に記載され、試験

によって提起される疑問点に答えるのに適切か？

③介入試験では期間もしくは追跡調査期聞が問題の

転婦に関連した効果を検出するのに充分か？

④潜在的な混在要因の特定、評価及びその管理は行

なわれているか？
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⑤被験者脱落（試験完了前に試験を中止する被験者）

は評価され、説明されているか、そしてそれらは

妥当で、あるか？

⑥被験者数は有意な効果を認めるのに充分で、統計

学的検出力が得られる程度か？

⑦被験集団は、ヘルスクレームの対象となる集団

（例えば年齢、性別、人種、経済状態、地理的要因、

家族歴、健康状態及び試験参加動機等）を代表して

いるか？

⑧試験の被験者採用基準及び除外基準は明確に述べ

られ、適切で、あるか？

⑨被験者選択時の偏りを最小限に抑えるような募集

方法が用いられているか？

⑩比較対照介入試験では被験者は無作為に割り付け

されているか？

(2）介入もしくは暴露とその転婦の評価

介入もしくは暴露とその転婦の評価は次の観点から

なされる。

①食事摂取評価の際の解析方法及び質的管理手法は

適切であるか？

②介入試験の場合、問題の食品物質の適切な摂取量

（即ち、有効と仮定する量）が計画され、モニター

され、確保されているか？

③試験物質を添加した基礎食事、あるいは対照及び

介入食事は正しく記述され、計測され、適切か？

④介入の方式及び設定は『実生活』を代表している

か？

⑤試験の結果に影響を与えるような、試験期間中の

食事もしくは健康関連生活習慣（体重減少、運動、

飲酒、禁煙）に随伴する変化が特定され、評価、

管理されているか？

⑥疾病関連転婦の内容は明確化され、適切に計測さ

れているか？ バイオマーカーが計測されている

場合には、疾病転婦との関連性について検証され

ているか？

⑦有用効果と同様に有害効果についても検出しよう

とする努力がなされているか？

(3）統計解析法を評価するポイント

統計解析法を評価するポイントは次のように考える

ことができる。

①データに適用された統計解析方法は適切である

治、？

②『統計学的有意Jの解釈は適切であるか？ （例え

ば、統計学的に有意で、はない差に対しては、「傾

向がある」という表現ではなく、「差は示されなか

った」と表現すべきである）

6. 証拠の総合評価

科学的証拠を包括的に評価し、評価の方向付けを行う

ために、評価対象となった試験の総括表を作成する。証

拠の総合評価は、個々の試験の質のみではなく、全体的

な『グレード』、即ち、試験の数、結果の一貫性及び効果の

程度等を勘案した証拠全体としての評価に基づく。具体

的な原則は以下のように考えることができるであろうJ

なお、このうち②から⑦までと⑨は、ヒト試験における

因果関係を示すために必要な基準、いわゆるHillの基準と

して知られている（ただし、ここにある②と③はHillの基

準では『一致性』としてひとつにまとめられている）。

①証拠の多くが説得性のある試験デザインによって

得られていること。

②関連性を裏付ける試験の数が充分に多いこと。

③状況及び性質が異なる集団聞で結果が一貫してい

ること（関連の一貫性）。

④効果発現の程度の信頼度を示す統計学的有意性が

高いこと。

⑤関連の独立性が保障されること（暴露もしくは介

入以外の他の要素が係わる関連の程度と、試験の

対象とされる暴露もしくは介入が係わる関連の程

度の対比として測られ、前者に比べて後者が係わ

る程度が大きいことをいう）。

⑥用量反応関係が示されていること（食品物質の

暴露が強くなるほど発現する効果も大きくなるこ

とをいう）。

⑦時間的関係が成立していること（転婦の発現に対

して暴露が常に先行していることをいう）。

⑧誘発除去の効果が観察されていること（介入を中

止した被験者において、関連する転帰に反転がみ

られることをいう）。ただし、必須ではなL、G
⑨生物学的信憲性があること（動物試験など、メカ

ニズム研究の結果と整合性があり、生物学に信憲

性が高いことを指す）。これは因果関係があると

推論するための必要条件ではないが、因果関係の

成立の可能性を高めることになる。

ILSI No.74-9 
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上記の過程を経て証拠の総合性の判定がなされ、『有

意な科学的同意の成立』に至る。総合評価は、権数の試

験が存在することが前提となっていることに注意した

い。この場合、どのように複数の試験の存在とその結果

を収集・評価するか、という問題に直面する。そのため

に具体的な方法を与えてくれるものが系統的レビュー

(systematic review）である。

7. 系統的レビューの基本的手法

(1）各個研究の限界とレビューの発想

ヒト研究においては、いくら注意しでも、「偶然」の要素

の混入を避けることができず、結果は微妙に変わってしま

う。図2は、ナトリウム摂取量を制限して収縮期血圧の変

化を観察した56の研究の結果を図にしたものであるが、4)

結果はかなりぱらついており、とても大きな降圧効果を示

した研究や昇圧効果を示した研究もあることがわかる。

ここに、「ひとつの研究結果だけでなく、たくさんの

研究結果を集めてみよう」という発想が生まれる。それ

正常血圧者

5 
回帰直線

が「レビューjである。しかし、どんな研究でもただ集

めればよいというわけではなL、測定方法によって血圧

の値が異なるように（3分間座って休むか、経験ある看護

師が測定するか、など）、研究結果も研究方法の良し悪

しによって異なる。したがって、「00以上の質の方法

を用いた研究」というように具体的な規則をあらかじめ

作っておき、それを満たしたものを選ぶという作業が必

要になる。手元にあった論文から選ぶとか、先輩が紹介

してくれた論文から選ぶというようなことをしでもなら

ない。そして、原則的には「存在するすべての論文jか

ら選ばなくてはならない。このような手続きを経て作ら

れたレビューを「系統的レビューJと呼ぶ。

次に、「得られた結果を平均してみよう」という発想が

生まれる。平均すれば、もっとも信頼できる代表値が得

られるだろうと考えられるからである。このように各個

研究から得られた結果をヒトつのデータとして扱い、そ

れらを数量的に統合してヒトつの代表値を得る作業のこ

とを「メタ分析（メタアナリシス： meta引 ialysis）」と呼ぶ。

1論。
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図2 減塩が血圧降下に与える効果：56の無作為割付比較試験のメタ分析。 Midgleyet al. Effect of reduced 

dietary sodium on blood pressure: a meta-analysis of randomized controlled trials. JAMA 1996: 

275: 1590・7より改変引用。
Figure 2 Effect of salt reduction to change in blood pressure: meta-analysis of 56 randomized controlled trials 
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(3）何について調べるのか

論文を集めるためには、 「何について集めるのかJの疑

問が明確で、あることが大前提である。例えば、 「低グリセ

ミック・インテ）クス（GI)食は糖尿病管理に有効かjとい

う疑問では充分ではなく、どの指標を用いて有効性を評

価するのか（空腹時血糖か、食後血糖か、食事2時間値か、

HbAlcの値か、合併症の発症率か）、どのくらいの期間に

おける効果を検討したいのか（食後2時間か、 1週間か、

1年間か、生准か）、どのような状態の患者について検討

したいのか（インスリン依存型か非依存型か。若年者か

高齢者か、または、健常者か）、どのような研究方法を

用いた研究について検討したいのか（観察研究か介入研

究か。 介入研究なら対照群はあるのか、対照群がある J~

合は無作為割付か）など、どの条件で行われた研究を集

めたいのかをあらかじめ決めておかなくてはならない

系統的レビューで大切なことは「論文の集め方jであ

る。代表的なものは次の3つであろう。

①科学文献データベースを利用して、そこから一定

の規則にしたがって抽出する。

②探したい研究結果が発表されている確率が高い科

学雑誌の目次をすべて目で見てさがす。

③集められた論文の参考論文リストから目で見てさ

がす。

①で使われるデータベースの代表がMED LINE 

(Medline）である。②は面倒そうにみえるが、考慮した

L、方法である。この場合、どの科学雑誌を選ぶかが大切

である。たとえば、「栄養jと名前のついた雑誌だけでな

く、注目している疾患に関する雑誌や、公衆衛生など、

関連領域を扱った雑誌も忘れてはならない。③は、 ①と

②の作業を行い、利用可能な論文が集まった後に、

(2）論文収集の基本手順

表3は、 「炭水化物食代謝の変化に関する高GI食と低

GI食の無作為割付比較試験」の系統的レピ‘ューの結果で

ある。5）ここでは食後数時間以内の短期効果ではなく、数

週間の試験食における中期効果について検討している

この結果から、空腹時血糖にはあまり効果がみられなかっ

たが、平均血糖では低下を観察した研究が多かったこと、

らの論文の参考論文リストを用いて行う。したがって、

これは①と②に対して補足的な意味をもつものと考えて

おくと良いであろう。乙こまでの作業によって、完全で

はないものの、（lぼ完全に近いレベルで必要な論文を集

めることができる。この作業過程を図3に示す。
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1980年代の研究では食物繊維摂取量のコントロールが不

充分で、観察された効果が低GI食によるものか、高食物

繊維食によるものなのかが不明瞭であることなどがわか

る。表3のような形式の表を要約表（summarytable）と呼

ぶ。エビデンス・テーブル（evidencetable）とも呼ばれる。

(4）どの情報を集めるのか

MED LINEでも、探したい研究結果が発表されている

確率が高い科学雑誌でも、検索の対象となるのは「論文」

であり、基本的には「査読制度（peerreview）がある科学

雑誌に掲載された原著論文（originalarticle）」である。必

表3 炭水化物代謝の変化に関する高GI食と低GI食の無作為比較試験の結果に関する要約表

Table 3 Evidence table on the results of randomized clinical trials on carbohydrate metabolisms by high and low 

glycemic index diets 

文献 対象者 群×期間 DF摂取量 GI 空腹時血糖 平均血糖 HbAlc フルクトサミン

発表年 著者 （%差）女 （%差）＊ （%変化）＊＊ （%変化）＊＊ （%変化）＊＊ （%変化）＊

1987 Jenkins et al. 健常者 2× 24 -40 NS -37 ー7

(n=6) 2週間

1987 Jenkins et al. 高脂血症者 3× 6 -11 NS NS 

(n=30) 1か月間

1988 Jenkins et al. NIDDM 2× 21 ・22 -30 ー7 ー7

(n=8) 2週間

1988 Calle-Pascual et al. NIDDMと 2× -6 NS NS 

IDDM 4週間

(n=24) 

1988 Collier et al. 小児IDDM2× -13 NS -27 

(n=7) 6週間

1988 Fontvieille et al. IDDM 2× -14 NS -18 

(n=8) 3週間

1991 Brand etal. NIDDM 2× 。 -13 NS ー14 -11 

(n=16) 12週間

1992 Wolever et al. NIDDM 2× 6 -27 NS -3 

(n=15) 2週間

1992 Wolever et al. NIDDMと 2× 3 -28 NS -8 

過体重者 6週間

(n=6) 

1992 Fontvieille et al. NIDDMと 2× 。 ・26 -11 -13 NS -12 

IDDM 5週間

(n=18) 

1999 Jarvi et al. NIDDM 2× 12 -31 NS ー30 NS -3 

(n=20) 6週間

1992 Luscombe et al. NIDDM 3× 。 -32 NS NS 

(n=21) 4週間

大高GI食に対する低GI食の差。

付高GI食期間後の変化に対する低GI食期間後の変化の差。

DF＝食物繊維、 GI＝グリセミック・インデックス、 NIDDM＝インスリン非依存性糖尿病、 IDDM＝インスリン依存性

糖尿病、 NS＝有意差なし。

佐々木敏.glycemic indexの低い食品は血糖のコントロールに有効か. EBMジャーナル2000;1: 580-7より改変引用。
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表4 水溶性食物繊維摂取が血清コレステロールに与える影響に関するメタ分析の結果
Table 4 Result of meta-analysis on the effect of intake of water-soluble dietary fiber to serum cholesterol level 

研究数 67 

対象とした研究方法 無作為割付比較試験。介入期聞が2週間以上。

総対象者数 2975人

水溶性食物繊維摂取量 平均9.5g／日

解析方法 水溶性食物繊維摂取をlg／日増加させた場合の血清コレステロールの変化として表現。水溶性食

物繊維摂取以外が血清コレステロールに与える影響は、必要に応じて多変量解析を用いて調整。

結果 水溶性食物繊維摂取をlg／日増加させた場合の血清コレステロールの変化＝ーl.lmg/dl

(p<0.05) 

Brown L, et al. Cholesterol-lowering e笠ectsof dietary fiber: a meta-analysis. Am] Clin Nutr 1999; 69: 30-42より改変引用。

要に応じて、「査読制度のない科学雑誌に掲載された論

文」ゃ「学会発表抄録」、「研究報告書」なども補足的に用

いられることがある。

(5）メタ分析

メタ分析とは、系統的レビューによって、集められた情

報を数量的に統合することを指す。表4は水溶性食物繊

維摂取が血清コレステロールに与える影響に関するメタ

分析の結果である。6）質の高い研究だけを注意深く選択

し、結果を統合した研究である。通常の食事から摂取さ

れる水溶性食物繊維が1日あたり3g程度またはそれ未満

であることを考えると、食事の改善によって水溶性食物

繊維摂取量を増加し、それによって高脂血症の改善を期

待できる程度は比較的に小さいことが示されている。こ

こで用いられた解析方法は、個別研究の結果をヒトつの

データとして扱った回帰分析であり、メタ回帰分析

(meta-regression analysis）と呼ばれる方法である。図2で

は、すべての研究をまとめた結果として、どれくらい減塩

したらどれくらい血圧が下がるのかを示す直線（回帰直線）

が引かれており、これもメタ回帰分析の結果である。

メタ分析は、一見、有用な情報を提供してくれそうで

あるが、実際にはたくさんの制約がある。そのヒトつは

「研究方法が同じでないと、数量的統合は困難であるjこ

とである。この制約のために、さまざまな要因が揖雑に

絡み合う食事・食品と健康に関する研究を統合するの

は、実際には非常に難しい。したがって、メタ分析であ

るから良い、というのではなく、メタ分析の結果もまた、

それ自身の作業手順や作業方法の質に大きく左右されて

いるということを理解しておかなければならない。

8. さいごに

ヘルスクレームは、健康・栄養食品の利用者にその効

果の有無や程度、信頼度に関する情報を与える重要なも

のである。したがってその内容は充分に科学的な根拠に

基づいていなければならない。そのためには、必要な科

学的な試験が充分な数で実施され、それが充分に科学的

な手続きを経て評価されていなくてはならない。そのた

め、ここで解説した科学的評価法は、健康・栄養食品の

開発者側及び評価者側のみならず、利用者側も含めた三

者すべてが理解していなくてはならない必須の知識であ

ると考える。つまり、開発者及び評価者が『正しい評価J

を心がけることはもちろん、その食品を利用する側は、

『公開された情報を正しく理解し、正しく利用できるだ

けの充分な知識を持つ必要があるJということである。
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シリーズ「ニュートリゲノミクスの食品機能への応用」

ニュートリゲノミクスへの期待

1. はじめに

どのような食品をとるかは人間の健康に大きく影響す

る。したがって、われわれは食を選んで摂取しなければ

ならない。しかし食を選ぶ基準はどのように決めたら良

いのであろうか。

これまでの食の選択は、タンパク質や脂質、炭水化物、

ビタミン、ミネラルといった栄養素の摂取カロリー補給

や、摂取不足を基準として行われてきた。さらに疫学的

調査により、摂取した食品の種類と疾病の発症率を調べ、

その結果に基づいた基準がつくられてきた。

これらの情報は人間の健康を大いに増進し、寿命の引

き上げに大いに貢献し、更に進んで食品の成分と疾病発

症との関連も明らかにした。たとえば生活習慣病を引き

起こす成分や予防する成分が明らかになり、また免疫系、

内分泌系などに作用し、それらの機能低下や機能異常で

起こる疾病、たとえば感染症や、アレルギーなどを予防

できる食品成分も徐々に見出されるようになった。

2. ゲノムの生命科学

このような食と健康に関する科学の進展と同時にこの

四半世紀の生命科学の進展は驚異的である。まず生命の

根源には遺伝子すなわちDNAがあり、そしてその構造

と遺伝との関連が明らかとされた。われわれは両親から

Applying Nutrigenomics to Food Sciences -1-

Nutrigenomics: Introduction 

日本大学

生物資源学部

上野川 修一

受け継いだ遺伝子を設計図として作り上げられているこ

とが明白となったのである。

そしてその設計図は個人個人で少しずつ異なることも

明らかとなってきた。そしてその違いが、われわれの休

の機能に関係する重要な遺伝子の部分にある場合には疾

病の発症と関係することまで明らかとなってきたのであ

る、すなわち多くの疾病は遺伝子型と関係することが明

らかとなってきたのである。

3. ニュートリゲノミクス

以上のような科学上の進展を背景にして生まれたの

が、ニュー卜リゲノミクスである。このニュートリゲノミ

クスは、個人の遺伝的特質（たとえば特定の病気になり

やすL、）すなわち遺伝情報をもとにそれに対応した食 i1ll11

の機能情報（栄養情報）のある食品をt摂取することによ
り、疾病の発症を防ぎそしてより健全な生活を送ること

のできるための生命科学、特に先端遺伝学と食品、科学、

栄養科学が融合した新しい学問槙域ということができる

このニュー卜リゲノミクスには最近開発された新しい

研究手段が活躍している。これを図1に示した

本稿ではこの研究手段について解説をしたいュ

またこのような方法は、その汎用性も広く、特に現在世

界的な規模で開発が進められている新しい機能性食品の

開発においてきわめて重要な役割を果たすことになろう

SHUICHI KAMINOGAWA, Ph.D. 

Nihon University, 

College of Bioresorces Science 
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図1 ニュートリゲノミクスで用いられる研究方法
Figure l Methods in Nut「igenomics

4. 個人の遺伝情報：ゲノム解析

個人の遺伝的特質（フェノタイプ）、特に特定の疾病を

発症しやすい程度を明確に知るには、 DNAシークエン

スの決定すなわちゲノム解析が必要である（図1）。1980

年代末期にヒトを中心とした生物種のゲノム配列をすべ

て解読しようとする「ヒトゲノムプロジェクトJがスタ ー

卜した。そして1999年末にはヒトの21番目、 2000年に

は22番目の染色体のすべての配列が決定された。

さらにこれらゲノムの比較によってその個人的な遣い

(SNP）が明らかになりそれと特定の疾病に羅患しやすさ

との問に関係のあることが明らかになりつつある。自分

のDNAを知ることにより病気になりやすさを知ること

ができるようになったのである。

5. 食品の機能に関する情報

次に食品のもつ生体への作用、すなわち食品の機能は、

動物およびヒトにおける加vitroで、の試験、 動物における

in vivoて、の試験、ヒトでのinvivoの試験で明らかにする

ことができる。これを行うのに様々な方法があるが、最

近になって、食品の生体への作用の結果生じる生体を構

成する遺伝子やタンパク質の変化を調べることが有効で

あることが明らかとなってきた。これらの遺伝子やたん

ぱく質の変化は食品の機能を反映するからである。

そしてこれら試験においては、遺伝子の変化を調べる

方法としてDNAマイクロアレイ（図2）、および生体タン

パク質の変化を知る方法としてプロテオーム解析法が用

いられている（図1）。これらの方法は食品成分を動物や

ヒトに摂取させて、そこから細胞を取り出し、その変化

卵白食を投与した DOI1.10 
マウス由来のIEL

コントロール食を投与した
0011.10マウス由来のIEL

定一 日…
宇J竺!J~弘首S 宇J空手品弘首S

tえば、
d’ 

・食餌抗原摂取により発現
がI曹加した遺伝子

・ 食餌抗原俊取により発
現が低下した遺伝子

0両方に間程度発現してい
る遺伝子

・ 両方に発現していない
遺伝子

図2 ONAマイクロアレイ法の概要
Figure 2 DNA microarray 

を調べるものである。食品の機能と特定の遺伝 fおよび

タンパク質の変動との聞に相聞が成立すれば、食品の機

能を明確に評価することが可能である。

6. DNAマイク口アレイ

DNAマイクロアレイとはDNAをスライドガラスの上に

貼り付けたものの総称である。試料中のDNA、RNA分一f

を定量的もしくは定性的に解析することが可能である 4

この方法を用いれば多数の遺伝子の変化を一度に検索

できる（図2）。発生、分化の過程における遺伝子発現の

解析や病態に伴って、発現発動する遺伝子群の同定、あ

るいはシグナル伝達系や転写制御に関与する新しい遺伝

子の発見などに利用することができ、農学、院学、薬学

など幅広い研究分野で注目されている。いうまでもなく 、

食品の摂取による生態側の遺伝子発現を調べることによ

り食品の機能の評価にも非常に有効である。

7. プロテオーム解析

ゲノムの塩基配列の解説によって我々は生命現象の全

体像の設計図を手に入れることが可能となった しかし、

16一一ILSINo.74 
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現在の技術ではゲノムの境基配列からタンパク質が実際

にどのような翻訳後修飾を受け機能しているのか予測す

ることは困難である。このようなゲノム情報を基盤にし

た研究の中核として最も注目されているのがプロテオー

ム解析である。プロテオームという言葉は、「タンパク

質； proteinJとラテン語の「すべて； ome」をあわせた発

現しているタンパク質すべてを意味する造語で、遺伝子

情報が網羅されているゲノム（genome）に対する言葉と

して造られた。すなわち、生命が織りなすあらゆる現象

がプロテオームのダイナミックな変動によって担われて

いると考え、 プロテオーム研究は一つのゲノムが持っす

べてのタンパク質の包括的な解析を目標としている。

ここ数年でプロテオーム解析が飛躍的な発展を遂げる

こととなった要因として、その基盤技術の2次元電気泳

動と質量分析法の発達がある。
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〈
0.. 
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1 
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図3 2次元電気泳動
Figure 3 Two dementional electrophoresis 

2次元電気泳動は、 タンパク質の示す2つの性質である

等電点と分子量を軸として展開する方法で、 フ内ロテオー

ム解析において細胞内に発現しているタンハク質をう｝

離、視覚化する手段として最もよく用いられる（図3)u 

現在では容易に1,000以上のタンパク質が明瞭なスポッ

トとして再現性良く分離できるようになり、 f91Jえばある

刺激を行った細胞と行っていない細胞を2次元電気泳動

で比較することでタンパク質スポットの変化を検出する

ことも可能となってきた。

質量分析法では、測定したい分子を電荷を持ったイオ

ンにすることで測定が可能となるが、従来タンパク質な

どの高分子はイオン化することができず質量分析ができ

なかった。しかし1980年代末期に、タンパク質やへフチ

ドなどの高分子物質をイオン化するという革新的な方法

が相次いで、開発された。実際にこの方法によるタンハク

質の同定を図4に示した。

而＜I

図4 トリブシン消化のたんぱく質の質量分析計による

同定

Figure 4 Identification of protein by mass 

spect「oscopy

このような質量分析計における技術革新と、タンパク

質のアミノ酸配列のデータベースの急速な集積により、

2次元電気泳動したゲル上に分離されたタンパク質のス

ポットの同定作業は、 これまでになく大規模かつ迅速に

行えるようになってきたc

8. 食品タンパク質の経口摂取による免疫細

胞内のDNAマイク口アレイとプロテオーム

解析

ニュートリゲノミクス研究の例としてわれわれが行っ

ている研究例を2つほど紹介し、 その内容を知っていた

だきたいと思う。

われわれが食品を摂取するとそれらは体内の免疫系と

反応する。まず最初に接するのが腸管免疫系である 目場

!LSI o.74-17 
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管免疫系には独特の免疫系があり、経口的に投与された

食品タンパク質がこの腸管免疫系によってどのように認

識されるのか、 DNAマイクロアレイによる例を紹介す

る。次に経口的に食品タンパク質を摂取するとこのタン

パク質によって生ずる免疫過敏反応すなわち食品アレル

ギーを抑える免疫反応すなわち経口免疫寛容が誘導され

る。この現象のプロテオーム解析を示す。

9. 揚管免疫反応のDNAマイクロアレイに

よる解析

食餌抗原摂取による腸管上皮間リンパ球(IEL)の遺伝

子発現の変化を解析した。マウスに卵白食を自由摂取さ

せ、遺伝子発現の変化を解析した。卵白食摂取によりタ

ンパク分解酵素グランザイムの発現の増加が認められ、

細胞障害活性が増強することが示された。

しかしこのDNAマイクロアレイによる解析結果では、

得られる情報も限定されていたため、約12,000種のプロー

ブDNAが含まれているGeneChipを用いて同様の解析を

行った。その結果、卵白食摂取によりIELにおいて有意

に発現が上昇した遺伝子が約170個、発現が減少したも

のは約80個検出された。これらのなかで免疫機能に関わ

る遺伝子発現の変化が数多く認められたことに加え、シ

グナル伝達、アポトーシス、代謝、転写に関わる遺伝子

で発現の変化が確認された。特に細胞増殖および細胞周

期に関わる遺伝子の発現が大きく増加していた。

このような研究により、食品中のタンパク抗原が腸管

免疫系によって認識され、身体に影響を及ぼす一連のメ

カニズムの解明につながると考えられる。

10.経口免疫寛容のプロテオーム解析

筆者らの研究室において、卵白オボアルブミン（OVA)

特異的なT細胞レセプター（TCR）を発現するトランスジェ

ニックマウス（OVA23-3マウス）に長期的に卵白食を摂取

させると、 T細胞が寛容状態になることが明らかにして

いる。そこで、このようにして誘導された免疫寛容の状

態のT細胞の細胞特性を、プロテオーム解析した。

まず変化が起こる前のT細胞に対するプロテオームマ

ップを作製した。

1,300以上のスポットを確認できた。それぞれのスホ。ツ

トを切り出し、 トリプシン消化により生じたタンパク質

18一一ILSINo.74 

特異的なペプチドの分子量をマトリックス支援レーザー

脱離イオン化／飛行時間型質量分析計（MALDl-TOFMS) 

を用いて測定した。そしてこれまでに300以上のスポッ

トを同定した。

次にOVA23-3マウスに抗原として卵白を自由摂取さ

せ、次に牌臓のT細胞に寛容を誘導した。この経口免疫

寛容状態のT細胞の特性を明らかにするため、経口免疫

寛容状態と対照のT細胞を、 2次元電気泳動を用いて発

現タンパク質の比較を行い検討した。その結果、コント

ロール食摂取群由来のT細胞と比較して、卵白食摂取群

由来のT細胞では、有意に発現が上昇しているスホPツト

を26個、減少しているスポットを16個見出し、これらを

同定した。これら同定したタンパク質の中ではアポトー

シスの関係のあるプロテアーゼCaspase-3が大きく免疫寛

容状態で誘導されており、その基質となるアクチンなど

のタンパク質の減少が確認された。さらにこの現象を詳

しく解析した結果、免疫寛容状態のT細胞は非アポトー

シス状態を保ったまま、 Caspase-3の、活’性を上昇させ、

タンパク質を切断することで、「免疫寛容Jという特別な

不応答状態を維持していることを明らかにしたυ

以上のようにプロテオーム解析は食品の摂取により起

こる。これまで見出しにくかった生態の変化を明らかに

することができるのである。

11.おわりに

前にも述べたが、すでに人間には染色体が全部で26あ

るがそのうちの第1染色体の遺伝子の塩基配列が全部明

らかとなった。それと同時に、どのような遺伝子がどの

ような病気と関係するか、たとえばどういう遺伝子が高

血圧とかアルツハイマーに関係するか、自己免疫疾患に

関係する遺伝子がどこにあるか、生活習慣病とか免疫系

の病気と関連する遺伝子はどうかということが明らかと

なってきた。

そのうち食と関係ある遺伝子を表1に示した。たとえ

ば、肥満は立派な生活習慣病である。これにはレプチン

といわれるやせ物質があって、このレプチンの遺伝子が

少し変化し、その働きが弱まったため肥満になってしま

うのである。アルコール非耐性とは下戸のことで、アル

デヒド脱水素酵素の遺伝子が変異したり発現しないとア

ルコールが飲めなくなってしまう。日本人には一般にこ

ういう人が多い。乳糖不耐症というのは牛乳が飲めない
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表l 疾病と遺伝子

Table 1 Diseases and genomes 

疾病 遺伝子の変異

肥満 レプチン（やせ物質）遺伝子の変異

アルコーJレ非耐性 アルデヒド脱水素酵素遺伝子の変異

乳糖不耐症 乳糖分解酵素遺伝子の変異

アレルギー 免疫調節物質（インターロイキン4）などの変異

ガン ガン抑制因子などの変異

高血圧 アンジオテンシンノーゲン遺伝子などの変異

糖尿症 インシュリン受容体遺伝子などの変異

人で、これもやはり遺伝子に変異があるとされている。

ヨーロッパ系の人は牛乳は大丈夫で、、アジア系の人に牛

乳を飲むと下痢をする人が多いのはラクターゼという酵

素のはたらきがアジア系の人の場合低いためである。ア

レルギーについてもやはり特定の遺伝子が変異している

だろうと考えられる。ガンについてはガン抑制遺伝子、

高血圧についてはアンジオテンシンノーゲン遺伝子（そ

の他多数）、糖尿病はインシュリン受容体などいろいろ

なものの変異が考えられる。

以上のように現実にわれわれの遺伝形質、そのなかで

いわゆる体質といわれるものはこのように急激に明らか

になっているのである。

前に述べたように食の機能はDNAマイクロアレイあ

るいはプロテオーム解析などにより正確に評価ができる

ようになっている。これらを充分に利用し、食の機能を

明確にし、その食品を、ゲノム解析で明らかになってい

る疾病感受性遺伝子を持つ人や、すでに疾病を起こしつ

つある人に摂取させるようにすれば、われわれはより健

康な生活を送れるようになるのは間違いのないことであ

ろう（図5）。

食の生体に対する
円件、繍.，•• ，.，吋置 ＋ 

（個以時子）＋ゲノム附

図5 最適の食生活設計
Figure 5 High quality of life is achieved by 
analysis of food functionality and genome 
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サントリー株式会社

田中隆治

日本を含むアジアの国々では歴史的に、食品成分と東洋医学で用いてきた薬剤の成分はその機能、効能において

変わりはないという医食同源の世界観を作り上げてきた。この世界観においては、多くの混じりあった食物成分が

健康を維持する効果、疾病の予防効果を示すものであると考えてきた。特に中国漢方の疾病の治療効果ii、混在す

る数多くの成分の機能的な組み合わせによりその効果を発揮するものと考えられている。一方、西洋医学観に基つ

く医薬品の開発は、植物種からの単離、あるいは化学合成による特定化合物を見出し、薬理学的、生理学的評価に

より、その効能を科学的、合理的に解明し、説明してきた。機能性食品を開発するときには、その中に混在する成

分の個々の機能、さらには相乗的な生理学的機能性を。従来の実験動物を用いた評価法では的確に評価することは

容易ではなかった。そこで、我々は機能性を発揮している食品成分を分離し、その成分を加えることによりより多

くの機能性食品を開発してきた。しかし、我々は、歴史的に地域的に食品の機能に関するアイディアや資源を多く

持ちながら、この伝統的な機能性食品のもつ複雑系を、十分な科学的根拠をもって評価し、世界に情報を発信して

いく事を大変難しい問題として考えてきたが、近年のバイオテクノロジーの目覚しい進展、特にマイクロアレーを

利用した解析方法がこの難解な問題を解決しつつある。

この2,3年の聞に確立されようとしているニュートリゲノミクス ・サイ エンスの世界は食品成分と遺伝 f発現、

タンパク質生合成過程、代謝システムでの作用機構、それらの制御機構の解明を通して健康維持、疾病予防につい

て、今まで我々が知りえなかった科学情報を明らかにしてくれると同時に、消費者のニーズに叶った新しい機能性

食品開発の扉を開いてくれるものと期待されている。

<Summary> 

In China, Japan and other Asian countries, there is a firm belief that foods and medicine come from the same source 

and serve the same pu中ose,and that medicine and food are isogenic, traditionally. We have also thought that出e

functionality and potentials related to state of health and reduction of risk of disease should be found in whole 

components from natural medicines and foods ra出erthan in their individual components. Especially, It has been 

recognized that Chinese medicine showed major e缶caciesin all states of health by possible interaction and reactions 

Functional Foods in Future 
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among specific dietary components. On the other hands, for development of many modern medicines, we have isolated 

出ebioactive fractions企omnatural resources or synthesized chemicals, and then, their chemicals have been evaluated 

by pharmacological experiments including in vitro and in vivo tests and the efficacy have been leaded scientifically. 

Foods contain a variety of dietary components and occur the complex interaction among nu仕ients.官ierefore,it is very 

di血cultto evaluate the efficacies that nutrient and bioactive food components can influence for decreasing the risk of 

several diseases or having a ability to prevent some disorders by these physical or pharmacological test manner using in 

development of medicine. We have already isolated bioactive components from natural resources and evaluated the 

effectiveness of nutrients used for intervention strategies with selected food components. We have also made its 

subsequent research proceed towards nu仕itionalscience and have many ideas, experience and resources in order to 

develop a physiologically functional foods. Recently, the expand of modern biotechnology, especially, evaluation system 

of functionality of foods using a micro array systems will be possible to provide a new benefits for development of 

functional foods. In a few years, genomic and nutrogenomic technologies will be highlighted as having great potential 

for understanding the effect of functional food to state of health and well being, or reduction of risk of disease through 

possible interaction between dietary components and specific genetic pathways. We also expect that this 

nutrogenomic technologies will open the window for development of new functional foods to trust their safety and 

promises about be抗erhealth. 

日本を含むアジアの国々では歴史的に食物と医薬は同

じ自然の産物から得ることができ、時には食物とし、時

には健康維持、あるいは疾病の治療薬として用いたこと

より医食同源という世界観が出来上がってきた。特に漢

方、和漢の世界では植物や動物、鉱物中の単一の成分が

その機能、効果を示すというよりも様々な成分が寄り集

まることにより重要な生理作用を引き出すという考え方

は、新しい機能性食品開発を行う上で一つの重要な指針

である。この思想背景においては、疾病治療においても、

まず、体内の細胞、組織、器官、臓器を強くすることが

病を治すことであるという予防医学的な概念が強く、近

年の機能性食品開発の求める方向性とよく一致した考え

方である。

機能性食品という新しいカテゴリーの考え方は1980年

代初期に、東京大学農学部荒井綜一教授（当時）により

初めて提案され、その考えを基に世界に先駆けて、日本

において特定保健用食品（Foodfor Specific Health Use, 

FOSHU）の認定制度が確立された。その制度の下で食品

の成分機能が生理学的、薬理学的な裏付けにより保証さ

れ、また消費者の健康ニーズにあった健康志向型商品が

積極的に開発されるようになってきた。一方では高齢化

社会を迎える中で、個人の健康維持は豊かな人生設計を

構築するうえで最も重要な留意点であることが社会的に

認識され、新しく開発される機能性食品には購買者の健

康を維持し、疾病を予防するという客観的で明確な科学

的データの必要性が求められてきていることは言うまで

もないことである。

ヨーロッパで、は疫学的な科学手法をもとに疾病のリス

ク軽減という立場から、伝統的な食物繊維やヨーグル卜、

乳製品の機能を基盤に、まったく医薬とは異なった疾病

予防の考え方を基本にした機能性食品開発へのアプロー

チが成されて発展し、 1990年代には、食物繊維、プロバ

イオティクス、プレバイオティクスの分野と同時に、抗

酸化物質、ビタミン類、カロチノイド類そして植物性ス

テロール、植物エストゲンの素材の活用へとその利用範

囲が広がり、ヨーロッパの歴史的食文化とつながりを思

わせる新しい機能性食品、ハーブ・サプルメント類が生

み出されてきている。

そこで拡大する欧米市場において明確にされているの

が、これら機能性食品と医薬とは標的とされる市場がま

ったく異なるという点にある。しかし、いずれにしても

機能性食品の開発にあたって重要な点は、その開発され

た食品の安全性、健康、栄養科学に裏付けられた機能、

効果、そして消費者のニーズと理解ではないかと考える。

医薬品開発に見られるように植物種、微生物発酵産物

からの特定の化合物の単離、あるいは化学合成による特

定化合物による実験動物を用いた薬理学的、生理学的評

価は、その効能を科学的に解析し、説明することにおい
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ては客観的であり、合理的でもある。しかし動物とヒト

との種差、あるいはヒト個々における効能の個体差との

関係を明らかにするために、ヒト臨床試験において、動

物を用いた前臨床試験で確認された効能を実証し、医薬

品創製につなげていく一連の開発方法が確立し、世界的

な法整備も成されてきた。機能性食品の機能、効能評価

については、その中に混在する成分の個々の機能、さら

には相乗的な生理学的機能性を考慮、しなければならず、

機能性食品の作用機構を科学的に実証するには、従来の

実験動物を用いた評価法だけでは十分な解析、評価をす

ることは容易ではなかった。

国内食品企業は、機能性食品を開発するアイディアや

資源を多く持ちながら、この複雑系を客観性を踏まえた

十分な科学的根拠をもって評価し、世界に情報を発信し、

消費者のニーズを強く捉えた商品に仕上げていくにはま

だまだ大変難しい解決しなければならない問題が多く存

在すると考えてきたが、今日の目覚しいバイオテクノロ

ジーの進歩、特にマイクロアレーを利用したこれら機能

の解析方法がこの難解な問題を解決してくれるのではな

L、かと？主目しだしている。このマイクロアレーを用いた

解析方法は、食品の成分が生体内ホルモン、ホルモンに

よる伝達機構への影響、さらには生体内の機能制御を行

っている酵素反応に直接、あるいは間接的に影響を示し

ていることを明らかにしてきた。近年、さらに食品成分

が直接的、あるいは間接的に遺伝子やタンパク質合成系

に作用し、遺伝子レベル、転写レベル、 m-RNAのプロッ

セシング、翻訳、あるいはタンパク質の構造形成レベル

をも制御することを明らかにされてきている。

遺伝子の発現制御機構、タンパク質の発現動態、そし

て遺伝子発現と代謝調節機構の相互関係が明らかにされ

ることにより、より詳細にそれら食品成分の作用機構が

理解できるようになってきた。これらの解析、さらには

これらの解析結果より得られた情報の集積は、疾病を引

き起こす重要なバイオマーカーを検索し得ると同時に、

今まで困難であり、解析し切れなかったこれら食品の混

合した成分の複雑な機能を明らかにし、治療医学とは異

なる予防医学、健康維持、ひいてはQOLを満足させる

食物、あるいは食物成分が見出される可能性が高くなっ

てきた。また一方では、食品や医薬品の安全性の問題に

ついては主に実験動物を用いて調べてきていたが、ヒト

と動物による種差の問題は残されたままであり、ヒトに

対する真の安全性の保証については一部の問題を残しな
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がら進められており、時には重要な問題を引き起こして

きたことは多くの事例が示す通りである。このバイオ技

術の手法は短時間で経費が少なく、しかも詳細に分析が

でき、安全性問題に明快な説明を与えることが出来る手

法としても期待されてきている。

昨年、ヨーロッノtで提案されたニュートリゲノミクスと

いうバイオ技術と栄養科学を組み合わせた新しい科学分

野の概念は、今後、高齢社会化に伴う重要な疾患である、

心疾患、癌細胞の代謝機構、ホルモン・バランス、細胞

情報システム、免疫機構の働きと食物成分との係わりを

明らかにしてくれるものと多くの期待がもたれている。

その結果として健康維持、疾病予防に大きく関与する食

品が提案され、また個々人の健康維持を目的としたテー

ラーメイド食品開発の可能性と新しい市場の展開と拡大

につながる重要な技術分野と考える。数年後にはニュー

トリゲノミクスという技術が評価法として世界的に認知

され、これらの評価法を基盤にした食品成分の新規機能

の発見とそれに伴う機能性食品開発の提案がなされ、ま

すますニュートリゲノミクスによる研究開発手段は世界

的レベルで確立され、多くの研究情報を提供し、安全性、

機能性評価指標の基盤的技術になり得るであろうと予測

されている。マイクロアレー技術の進歩は従来の細胞、

組織、あるいは動物を使用した薬理学的評価法に加え、

ますます重要な評価手法の一つへと発展していくであろ

う。現在においては、このマイクロアレー技術、特にプ

ロテインチプや抗体チップにより食品のヒトでの効能を

ヒト血液、血液細胞を用いて直接、解析、評価するまで

には至っておらず、従来の動物試験、あるいはヒ卜介入

試験の研究が重要で、あることは言うまでもない。しかし、

機能性食品を開発するための膨大な研究開発費、特定保

健用食品の認可に必要な安全性試験、ヒトでの介入効果

試験への研究投資を考えると開発投資額、投入時間の節

約、さらには精度と詳細な作用機構の解析情報を容易に

入手しえる可能性を考えると機能性食品の商品開発にと

って発展するこのマイクロアレーの技術は今後大変期待

の出来る技術である。

そこで、 ILSI Japanで、は東京農業大学教授荒井綜ー

先生の指導の下に、東京大学農学部生命科学研究室の阿

部啓子教授と協同し、食品あるいは食品成分の機能、効

能を遺伝子レベルで網羅的に解析し、食品素材あるいは

機能性食品の開発にどのようにつながり、活用していけ

るかを明らかにする目的で東京大学にILSI冠講座を設置
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することを計画している。この冠講座を通して、我々が

すでに研究成果として蓄えてきたさまざまな食品由来の

生理活性成分や、培養細胞や実験動物を用いて明らかに

してきた機能評価を遺伝子レベルあるし、はタンパク質生

合性レベル、そしてより複雑な生体内代謝機構レベルで

より詳細に解析し、開発商品の安全性、機能性をより科

学的に実証していけるものと期待する。またこのDNA

チップスによる網羅的な解析手法は新しいバイオマー

カ一、新しい食品の機能を見出す可能性が高く、今後の

機能性食品開発の拡大につながっていくものと確信す

る。もちろん食品の生理作用、安全性はラットとヒトで

大きく異なる点も示唆されており、ラットのDNAチッ

プを用いた研究にはある程度の限界があるにしても、今

まで開発してきた機能性食品の効能の確認、安全性の確

認を行いながら、やがてヒトのプロテインチップ、抗体

チップの開発が進み、さらにはポストゲノム、進化する

オーム技術の新しい知見がより正確でより客観的な評価

結果を段階的に導き出していくであろうと期待してい

る。従来から行っている、動物実験による評価、ヒト介

入試験方法の重要性を考えての話ではあるが、新しい技

術が新しい可能性を生み出すことも歴史的に間違いのな

L、事実である。この新しい技術がどの程度のスケールの

ビジネスを生み出すのかは今後に期待するところが大き

い。しかし、しっかりと時代を捕らえていかなければ、

チャンスを引き込めないのも事実だと考える。

最後に私たちの最近得た結果として、セサミン（ゴマ

の生理機能を有するゴマリグナン）の肝臓機能におよぼ

す効果について、東京大学農学部阿部啓子教授との共

同研究について述べる。図lに示すように、セサミンを混

ぜた飼料で飼育したラットと通常食で飼育した後のラ ッ

トの肝臓を摘出し、 m-RNA抽出後、 DNAチップを用い

て肝臓の遺伝子の発現量、発現している遺伝子種を解析

した。セサミンを摂取した動物がその肝臓で特異的な遺

伝子発現に関与していない場合には、発現するm-RNA

の量、質と通常食を摂取したラットのm-RNA発現量と

が変わらないために図1の直線上に乗ってくる。しかし

結果として、セサミンを摂取しないラットに比べ、セサ

ミンを摂取したラットの肝臓で発現量の高い遺伝子群が

見られた。この発現量の上昇している肝臓の遺伝子群を

解析していくと、各種アセトアルデヒドゲナーゼ酵素

（図2）であった。この結果は、既に明らかにしてきたセ

サミンを服用すると飲酒後のアルコール分解が早いこ

sesamin vs control 

C

－Z』咽
凶

U
的

00 

図1 セサミンの遺伝子発現への影響

ONAマイクロアレイ結果

と、さらにはアルコール飲用後による様々な不快感が解

消する結果を生化学的に理解することが出来き、セサミ

ンの作用機構と効用の一つが科学的に証明された つま

りセサミンはアルコールを分解するアルコールデヒドロ

ゲナーゼ酵素の遺伝子発現量の調節には関与せず、アル

コールデヒドロゲナーゼにより生成したアセトアルデヒ

ドを分解する酵素アセトアルデヒドゲナーゼの遺伝子発

現量を増強する作用により、ヒトで、あるいは実験動物

で検証されてきたアセ卜アルデヒドによる障害を緩和す

る作用を示すことが明らかにされた

Accession 

G開 e num国 r Control Se坦 min -Fold 
a回 holdehydr。9官官揖（ADH) M15327 4488.5 4876.6 NC 1 .1 

ale。holdehydrogenas class IV X987崎 42.9 93.4 NC 1.5 

ale。holdehvdr。。enaseoroteln X鈎710 37.3 40.3 NC 1.4 

aldehyde出 hydr旬開酪e仏LOH) M23995 330.9 1380.1 I 4.2 

aldehyde dehydrog目、a随 M23995 2鈎 5 742.5 I 2.7 

aldehyde dehydr。genase AF001898 869.9 1鈎4.2 NC 1.5 

al出hydedehydr。g凹 a開 M73714 制3.4 ns.9 NC -1.2 

aid曲 vdedehvdr。。目、a曽 us剖l63 ・2.5 ・1.6 NC -1.2 
aid剖wder剖 ucta時 010854 1447.4 1268 NC -1.1 

CYP2E1 AF056333 3157.4 3800.3 NC 1.1 

548325 4454.9 4489.2 NC 

M20131 6516.6 6393.6 NC 

図2 セサミンのアルコ ル代謝

関連遺伝子への影響
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機能性食晶の安全性評価

フレスコ ジャパン代表
ILSI Japanサイ工ンティフィック アドバイザー

農学博士 清水俊雄

Safety is essential for functional foods or supplements that consumers eat to maintain or improve their health. Both 

in vivo and in vitro studies should be carried out to obtain preliminary data confirming safe intake by humans 

Considering the information of eating experiences that the effective component has been consumed as food by a 

reasonable number of people during a certain period, safety data for humans should be conducted. The safety data for 

humans should be required for at least three times the minimum effective dosage for FOSHU application. The 

literature regarding related functional components should be reviewed. If the related literature suggests an especially 

undesirable or adverse health effect, the report should be included as a reference with the scientific explanation or the 

human study that connrms safety to humans. 

1. 機能性食品とは

健康機能を持つ、または持つと言われる食品にはいろ

いろな呼び方がある。健康食品、栄養補助食品、サプリ

メント、機能性食品、特定保健用食品、これに2001年に

は栄養機能食品、保健機能食品が新しく加わった。栄養

補助食品というのはアメリカのダイエタリーサプリメン

トの翻訳で、カプセル、錠剤などの形態の食品を言い、

健康食品とは一般に健康に良いといわれる食品全体を言

うと考えられる。機能性食品も健康食品と同じような意

味で使われることがあるが、元々は、 1984年にスタート

した文部省特定研究で定義された言葉で、体調を調節す

る機能を持った食品を指す。健康食品や栄養補助食品、

機能性食品は、法律上で定義されたものではない。一方、

Safety Assessment Il・3
Safety Assessment of Functional Foods 

個別審査型の特定保健用食品と規格基準型の栄養機能食

品、それらを合わせた保健機能食品は厚生労働省が定め

た制度に基づいて健康表示が許可されている食品である。

本稿で機能性食品とは、 「健康の維持・増進に役立つ

食品成分を含有する食品Jとする。この定義では、厚生

労働省の定めた制度に基づく食品も、その他のサプリメ

ント・健康食品も含めることになる。

健康の維持 ・増進を目的に摂取する機能性食品の大前

提として、健康を害さず、安全であることが要求される。

例えば、脂の乗った分厚いステーキや塩味の平IJL、た沢庵

を食べて、高血圧になったとしても製造企業に文句は言

えないが、健康のために取る機能性食品で身体を害する

ことは許されないことである。

Dr. TOSHIO SHIMIZU 

Fresco Japan 
Scientific Adviser to ILSI Japan 
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2. 食経験

一般に、機能性食品が医薬品と異なることとして、食

経験から安全性が確保されていることが考えられる。特

定保健用食品として要求される安全性試験も、「食経験が

長く、安全性に関する知見が多いもの又は食経験或いは

許可素材の体内動態などの類似性から、安全性が説明で

きるものは、急性毒性、亜急性毒性、亜慢性毒性および変

異原性試験は省略できる。」とある。しかしながら、「食経

験Jの定義は明確でない。小さな島の住民が、飢謹の時だ

けまたは、病気の時だけ食べる物を食経験があると言っ

て良いのか、摂取量が極僅かな量であったり、成分含有

量が季節によって大きく変動するものの摂取量をどう考

えるかなど問題が多い。もちろん、天然に存在するだけで

は安全性を証明したことにはならない。日常の食生活の

中で、その成分が同様の形態や量で摂取されており、そ

の摂取量の範囲内で成分の有効性が確認されれば食経験

があるとの根拠として論じる意味があるとされている。一

般には、 1万人の人が30年食べ続けていることが確認さ

れれば食経験としての一つの目安となると考えられてい

る。有効成分の構造や摂取量が通常食されているものと

大きく異なる場合には、食経験はないと考えられるので上

記の全ての安全性試験が必要であると考えるべきである。

3. 体調の変化（副作用）

広辞苑によれば、副作用とは「医薬の一定の作用を利

用して治療しようとする時、それに伴って、治療の目的

にそわないか、または生体に不都合な作用が起こること。

または、その作用。鎮痛などのためにモルヒネ剤を注射

して吐き気を起こす類。」とあるように、副作用とは医薬

品に用いる言葉であり、食品に用いることは適切でない。

また、元来、健康の維持・増進を目的に摂取する機能性

食品に、医薬品のような副作用は許されないものである。

よって、ここでは、食品には不適切な「副作用jに代え

て、「体調の変化jという言葉を用いることとする。

一方、塩や脂肪など殆どの食品は長期にEり過剰に摂

取すれば、体調の変化または体調の不調を呈する。機能

性食品を摂取する時に、安全性の確保される最大量が最

大無作用量である。オリゴ糖に関しては、下痢を誘発し

ない最大の摂取量を最大無作用量として試験を行うこと

が可能であるが、一般には、どのような体調の変化が起

26-ILSI No.74 

きるか分からない段階で、体調を害するまで、摂取量を

増やした試験をすることは困難である。そのため、特定

保健用食品のヒト試験としては、効果を有する摂取量の

3～5倍の過剰量での安全性を確認する必要があるとして

いる。摂取する一般の健康食品についても、最大無作用

量のデータがない場合には、この考え方を適用すべきで

ある。しかしながら、通常の食生活から考えて、その食

品を有効量の3～5倍量摂取することが過大な容量であ

るなどの理由で困難である場合は、 2倍量程度の安全性

試験を検討すべきである。

安全性の評価をするに当たっては、データベース調査、

ヒト介入試験、ヒト実証試験、動物試験、インピトロ試

験を含む全ての科学的データに関する情報を網羅して、

評価を行わなければならない。特に、体調の変化に相当

する事象についての事実が存在した場合には、そのこと

に関する解析を行ない、通常の摂取法であれば人に対し

て安全性であることを確認する必要がある。

4. 安全性試験

1999年4月に「医薬品の範囲基準の見直しに関する検

討会」が設置され、 2000年8月末にワーキンググループ

の報告書が公表され、パブリックコメントが求められた。

筆者はILSIJapanの健康表示分科会長として、分科会の

意見をまとめコメントを提出した。下記に安全性に関す

る経緯をまとめた。

( 1）報告書内容：

「専ら医薬品と使用される成分本質（原材料）は、（イ）

専ら医薬品としての使用実態のあるもの、および（ロ）

①毒性・劇性の強いもの、②麻薬、覚躍剤様作用が有る

もの、③薬理作用が明確であるもの。Jとされた。

(2) ILSI分科会パブリックコメント：

報告書には、「毒性・劇性の強いものJの例として、①急

性毒性（LD50値）経口投与の場合、 300mg以下の値を示す

もの、②臨床上蓄積性が強いもの、③臨床上薬用量におい

て薬理作用が激いものなどが挙げられているが、これらは

食品の成分に適用するのは下記の理由から合理的でない。

① LD50値に関しては、既にこの範囲に入る食品成

分である微量栄養成分が多数存在する。

② 「臨床上」の言葉が本来、食品の範囲を判定する用

語として適切でない。また蓄積性が要求される栄

養成分も存在する。



③ 医薬品が有する生理作用を意味する「薬理作用JとLミ

う言葉を食品を排除する定義に使用するのは不適切である。

「毒性・劇性」の言葉は、学問的にも、社会通念上でも

定義が不明確、不明瞭な用語であり、誤解を招く可能性

があり、上記の判定基準では不明確、不明瞭となり、運

用次第では規制緩和、情報開示に逆行することとなる。

よって、「毒性・劇性の強いものjは食品の判定より削

除すべきであり、用語としては「薬理作用Jは「生理作用」

に、「毒性」は「安全性」とすべきである。

(3) 2001年3月27日医薬局長通知の内容：

上記の「専ら医薬品と使用される成分本質（原材料）J

の第2項は、基本的に削除され、具体的な物質またはそ

のカテゴリーを定めるに留めることになった。

以上のことより、機能性食品の安全性は単なるLD50

の絶対値や蓄積性、ましてや薬理作用と呼ばれる作用に

よって判定されるものではなく、機能を有する成分の有

効摂取量と最大無作用量、または安全摂取量から判断さ

れることになっている。
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カプセル、錠剤などの保健機能食品となる成分の安全

性試験としては、表1の試験項目に示す項目が挙げられ

ている。しかしながら、通常の食品に存在する成分（食

品常在成分）または消化管内で分解して食品常在成分に

なることが明らかにできる場合は省略することができる

とされている。

機能性食品の健康強調表示またその有効性と安全性に

関する議論が、 Codexの食品表示部会と栄養・特別用途食

品部会、 EUのPASSCLAIM(Process for the Assessment 

of Scientific Support for Claims on Food）プロジェクト

FDAのQualifiedHealth Claim検討委員会などで行われて

pる。

機能性食品の定義づけ、研究開発、表示制度について

世界に先駆けて来た日本が、国民の健康の根幹に関わる

安全性評価のグローパルスタンダード策定の段階で後れ

を取ることがないよう、科学的根拠に基づきかっ実用的

な評価指針の作成が望まれる。

表1 保健機能食品であってカプセル、錠剤等通常の食品形態ではない食晶の成分となる物質の指定又は使用基準改正

の要請書に添付すべき資料

(Information or data which are necessary fo「capsule-o「tablet-typeFood with Health Claim ) 

資料の種類（informationor data for application) 必要性（necessity)

1）毒性に関する資料（Toxicologicaldata) 

ア単回投与毒性試験（Singledoze trial) 。
イ 28日間反復投与毒性試験（28-dayrepeated dose study) 。
ウ 90日間反復投与毒性試験（90-dayrepeated dose study) 。
エ1年間反復投与毒性試験（1・yearrepeated dose study) 。
オ繁殖試験（reproductivetoxicity study) 。
カ催奇形試験（teratogenicitystudy) 。
キ発がん性試験（carcinogenicitystudy) 。
ク 1年間反復投与毒性／発がん性併合試験 。
(Parallel study forl-year repeated dose study I carcinogenicity study) 

ケ抗原性試験（antigenicitystudy) 。
コ変異原性試験（mutagenicitystudy) 。
タ一般薬理試験（generalpharmacological data) 。
チその他の参考となる試験（Miscellanies) 。
2）体内動態に関する資料（pharmacodynamicdata) 。
3）ヒトにおける安全性に関する資料（informationof humane safety) 。
4) 1日摂取量に関する資料(informationof daily intake) 。
。： Essential
0 : Not essential with a reasonable reason 
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安全性評価ミニ講座（8)

ヒトにおける疫学データの安全性評価への活用

(Application of Human Epidemiology Data to Safety Assessment) 

: 今回シリーズ安全性評価II-3では、機能性食品の安全性評価を取り上げました。これまでにご紹介した化学物質の；

i安全性評価と機能性食品の安全性評価の大きな違いとして、「食経験」から安全性が確保されていることが挙げられ！

； ます。人類の長い歴史の中で人々が食物として摂取してきたものについて、私たちは経験的に安全かどうかを知っ；
l ています。また、食べ過ぎると下痢をしやすい食物、反対にお腹の調子を整える食物といったように、食物の体調 i

｜ に及ぼす影響についてもある程度、経験的な知識を持っており、その知識を日常的に利用しています。しかし、特 i

i定の健康表示を掲げる機能性食品について、その安全性を確認するのに十分な「食経験」を科学的に定義することは；

l たやすいことではありません。「1万人のヒトが30年食べ続けていること」がひとつの目安として考えられていますが、

； ある特定の食品または食品成分について、それだけの人数を含む人間の集団における摂取を長期間にわたって摂取；

｜ 量を含むデータとして収集している例は殆どないのが現実ではないでしょうか。

I ヒトにおけるデータを系統的に集め、分析する方法として疫学研究があります。疫学は、「人間の集団について、：

（疾病の頻度分布を研究し、そして何によってそのような分布が生じるのか、その原因を究明する研究Jと定義され、：

i 方法論的には、下図l)のように大きく記述疫学と分析疫学に分けることが出来ます。 ： 

記述疫学的方法 「横断研究

： 伽 cripti叫 p伽帥gy) I (Cros凶 ectionalStu骨） i 

｜ 「患者一対照研究 i「うしろ向き研究

分析疫学的方法

(Analytical Epidemiology) 

(Case-Control S伽dy) Lー--l(Retrospective Study) 

要因一対照研究

(Factor-Control Study) 

うしろ向きコホー卜研究

(Re仕ospectiveCohort Study) 

横断研究

(Cross-Sectional Study) 

うしろ向き研究

(Re仕ospectiveStudy) 

前向き研究

(Prospective Study) 

前向きコホート研究

(Prospective Cohort Study) 

記述疫学では、集団における疾病分布の特徴を見つけ出し、人間の集団を性、年齢や特定の物質に対する暴露量

の違いといった要因に分けて分布を研究し、病因に関する仮説を立てます。分析疫学では立てられた仮説に基づき、

患者一対照研究、コホート研究などを実施し、仮説を検定し、要因を決定します。
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人間の集団を対象とした研究は、動物実験と遣い、条件を規定することにかなり限界があり、いろいろな要素が

複雑に関わりあっているため、真の要因を突き止めるのは容易ではありませんし、また、要因の決定にはかなりの

人数の集団を対象とした長い年月にわたる研究が必要です。しかし、化学物質、食品成分どちらの場合も、ヒトへ

の安全性を確認する上で、ヒトにおける研究データが持つ意義は大きく、疫学研究の成果がこれまで以上に安全性

評価に活用されることに期待したいと思います。

参考文献

1）山口誠哉、環境疫学一考え方とその応用、技報堂出版、 1989年。

(ILSI]apanサイエンティフィック・アドバイザー 武居綾子）
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ワークショップ幸R告

食品アミノ酸の適正摂取の評価に関する

第2回ワークショップ

1. ワークショップの目的

昨年、国際アミノ酸科学協会(ICAAS）の支援により東

京にて開催された食品アミノ酸の適正摂取の評価に関す

るワークショップに引き続き、今回の組織委員会にはヨー

ロツノfからL.A.Cynober博士（仏）が加わり、第2回ワー

クショップがハワイにて開催された。前回のワークショ

ップで浮き彫りにされたことは、アミノ酸・タンパク質

の過剰摂取については、特にヒ卜での有害性に関する明

確な科学的な知見がこれまで報告されず、またそのよう

な状況が幸いにも起こってこなかったこともあり、その

最大許容量や機序に関してほとんど研究がなされてこな

かったことが確認された。

今回の目的は前回の討議に基づき、さらに一歩を進め、

このような過剰量を意識した適正摂取とはという問題意

識をもとに、ポストゲノム時代の生命科学における各種

先端技術及び知識の進歩が、いかにしてアミノ酸の安全

The Second Workshop on the Assessment of 

Adequate Intake of Dietary Amino Acids 

新潟大学農学部栄養生化学教授

門脇 基二

元国立医薬品食品衛生研究所

安全性生物試験研究センタ一長

林 裕造

性に関連する生理的もしくは病理的機構を理解し、ヒト

のアミノ酸摂取変動に応答する能力を予測する助けとな

るかに焦点、を絞ったものである。

2. ワークショッフ。の日干呈

2002年10月31日、 11月1日に米国ハワイ・オアフ島に

おいて、表1に示された順序に従って15名のスヒーカー

と8名の討論者により会議が進められた

3. ワークショップの成果

セッション1：リスク評価の背景と枠組み

まず、ワークショ ップ全体の導入として、 Young博十

より第1回会議の要約と今回の目僚が参加者全員にポさ

れた。ヒトが摂取する食事中のアミノ酸組成は成長・維

持に必要なアミノ酸組成とは一般に異なるが、それによ

Motoni Kadowaki, Ph.D. 

Professor of Nutritional Biochemistry, Faculty of 

Agriculture, Niigata University 

Yuzo Hayashi M.D., Ph.D. 

Ex-Director, Biological Safety Research Center, 

National Institute of Health Sciences 

ILSI No.74 - Jl 



ワークショッブ報告食品アミノ酸の適正摂取の評価lこ関する第2回ワークショッブ

る不都合は一般には見られない。けれども、食事中の

個々のアミノ酸の不足や過剰に有害性のあることは長年

の動物試験で知られてきた。従って、この一連の食品ア

ミノ酸の適正摂取の評価に関するワークショッフ。（AAAW)

の最終ゴールは、人種や性など異なるヒトが様々な条件

でアミノ酸を摂取したときに起こることを正確に予測す

る科学的枠組みを作ることである。まだ我々は決まった

アミノ酸摂取評価のパラダイムを持っていない。近年米

国で導入された食事摂取基準（DRis）、とくに許容上限

摂取量（UL)設定の手法はアミノ酸を含むマクロ栄養素

には適用できないことが明らかになってきた。

次いで、林裕造博士はアミノ酸のリスクアセスメント

の基本的考え方について講演した。アミノ酸をサプリメ

ントとして利用する際のリスクアセスメントとはULま

たは安全限界量（safetymar必n）の設定を意味し、そのた

めの科学的考え方を確立し、科学的情報を収集すること

が重要である。現在食品添加物や農薬に使われている動

物実験でのNOAELを100の安全係数（Uncertainty

Factors ; UFs）で割る方法をそのまま適用すれば、 ULの

値は一般にサプリメントとして期待する使用量よりも低

L、数値になる。したがって、 UFsを求める新しい原則の

確立が必要である。 NOAEL設定のためには理想的には

長期毒性試験が必要だが、その他短期試験、薬物動態学

(Pharmacokinetics）、薬物動力学（Pharmacodynamics)

などから長期影響を推測する考え方とヒトを対象とする

試験を含めた総括的な安全性評価の戦略を持つことも重

要であると述べた。 Rodricks博士は、同様の問題意識の

解説の後、アミノ酸の代謝・生理作用については多く知

られているが、リスクアセスメントへの応用に向けて統

合化はまだなされていない。これらの疑問に科学者が答

えなければ、行政側はアミノ酸に対し、生体異物に適用

した方法を最終的には適用する事になるだろう。アミノ

酸のリスクマネージメントの枠組みは、その健康上の有

用性が重要で、あることから、単に生体異物の基準で捉え

るのではなく、有用性と危険性の両面から評価されるべ

きであろうと主張した。

セッション1のまとめとして、今回都合により参加で

きなかったRenwick博士（英国、サザンプトン大学）のコ

メントがYoung博士により披露された。アミノ酸のリス

クアセスメントで重要な点は、十分な安全レベルの設定

である。動物試験からヒトへの外挿を行う際に、栄養素

であるアミノ酸に対しては、いわゆるNOAELから通常
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の安全係数（UFs)100を適用できないことは明らかであ

る。ある有害性と高い相関’性を持つバイオマーカーの選

択が適切になされれば、動物試験からヒトの安全レベル

設定への外挿の際、バイオマーカーの利用により有害影

響をエンドポイントとしたヒトでの試験（倫理的に不可

能）を回避することが出来る。その際、血中や尿中のア

ミノ酸やその代謝物などの利用を探っていくことになろ

うが、それが不可能な場合、関連する未知のバイオマー

カーを探索する方法として、近年導入され始めたメタボ

ロミクス（metabolomics）が極めて有効で、あろう。

セッション2：アミノ酸の薬物動態学、機能および代謝

まず、アミノ酸の薬物動態学に関してBier博士により

講演があった。アミノ酸の安全性を探る上で、バイオマー

カーとしての血中・尿中アミノ酸の挙動を解析する際の

薬物動態学の注意点が述べられた。通常、生体内の代謝

プールは直接的な解析が困難(inaccessiblepool)であり、

逆に血液や尿といった測定可能なプール（accessiblepool) 

は量的に大変小さく、また、遥かに速やかなターンオーバー

をしている。また、［I:icJロイシンのような直接的デー

タと［13C]KICのような代謝物のデータとでは、｛走者の

場合さらに代謝モデルによる誤差を受けやすいという点

でデータの質的遣いに注意すべきである、という指摘が

なされた。

次いで、こうしたバイオマーカーあるいは代理マーカー

(surrogate marker）を探る試みの一環として、近年爆発

的に進み出した調節因子としてのアミノ酸の様々な制御

機構に関する最新の知見が、各分野の先端の研究者によ

り紹介された。まず、アミノ酸による遺伝子転写調節の議

論がFafoumoux博士により紹介された。酵母でのいくつ

かの例の紹介と共に、動物細胞でもアミノ酸欠乏による

C/EBP homologous protein (CHOP) mRNA. asparagine 

synthetase (AS) mRNAの調節がホルモンと同様、アミノ

酸応答配列（AARE）というプロモーター領域を介してい

ることが報告された。続いて、遺伝子調節の中でも特に

話題となっているmRNAの翻訳調節、タンパク質合成に

関わるアミノ酸の作用分子機構についてJefferson博士が

概説した。現在、以下のように少なくとも3種類の調節

機構が働いている。 1)protein kinase GCN2を介するも

の：これはアミノ酸合成や関連代謝系に関与する遺伝子

を活性化する仕組scriptionalfactor GCN4をeIF2のリン酸

化で調節する。 2)protein kinase mTORを介するもの：
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これはアミノ酸、特にロイシンなどがタンパク質翻訳に

関わるeIF4E-BP1やp70S6kのリン酸化をmTOR経由で、

調節する。 3）まだ詳細は不明で、あるが、 mTORを介さ

ないシグナリング経路があるらしい。

さらに、タンパク質合成に劣らず生体内で重要な機能

を持つタンパク質分解に関して、門脇基二博士による紹

介があった。タンパク質分解も多様で複雑な機構である

が、生体内でアミノ酸による調節を受けるのはオートファ

ジー（自食作用）という経路のみである。この経路の調節

もmTORを介すると報告されているが、インスリンなど

のホルモンはこの経路を介するが、アミノ酸の調節作用

はこれとは別の未知の経路によりなされていることが示

され、細胞内シグナリングのさらなる複雑さを印象づけ

ることとなった。アミノ酸はこれら高分子の合成と分解

の調節ばかりではなく、体内ではさらに多様な反応にお

いても調節作用が知られている。 Meijer博士は長年にわ

たる窒素代謝の研究に基づいて、尿素サイクルにおける

グルタミン酸の役割、ミトコンドリア酸化に関わるリン

ゴ酸・アスパラギン酸シャトル中のグルタミン酸・アス

パラギン酸トランスポーターなどについて概観した。ま

た、アミノ酸シグナリングへの細胞膨潤の影響とAMP-

dependent protein kinaseの関与についても報告した。

バイオマーカーを探る上で、正常な代謝を営んでいる

状態では、あまりにもスムースに反応が進み、どこが制御

のポイントかわかりにくい。その点、先天性代謝異常とい

う疾患ではそうした代謝の流れが異常な点でせき止めら

れ、アミノ酸代謝の欠陥と病態の発症という関連づけが

見事になされ、生体の潜在的な弱点を知ることができる。そ

の意味で、このアミノ酸代謝異常という現象は、本ワー

クショップの目的である正常人の安全性を議論する上で

も大変貴重なヒントを与えてくれる。そこで昨年に引き続

き、遠藤文夫博士により、そうした代謝異常症の例として

チロシン代謝異常に関する紹介がなされた。 hereditary

tyrosinemia 1は重度の肝臓・腎臓障害を起こすが、

fumarylacetoacetate hydrolase (FAH）遺伝子の欠損であ

る。 FAH－／ーの肝細胞では速やかなアポトーシスを起こす

が、これはチロシンの代謝中間体fumarylacetoacetateが

ミトコンドリアからのチトクロームC放出とカスパーゼの

活性化に関与するためであることが明らかにされた。

本セッションの最後として、アミノ酸代謝の臓器相関

性の議論について、 Brosnan博士による概観がなされた。

生体全体へのアミノ酸の供給という点で、臓器聞のアミ

ノ酸輸送は極めて重要かつ活発な過程である。これは主

に血禁中のアミノ酸プールが担い、赤血球の寄与は少な

い。また血中ペプチドの寄与はあまり大きくないと考え

られるが、まだよく分かつていない。アミノ酸は体内で

グリコーゲンやトリグリセリドのようないわゆる貯蔵型

がないため、食事からの摂取が過剰な場合は速やかに分

解を受ける。そのアミノ酸の分解は各臓器で、起こるが、

血中のアンモニアを上昇させないような仕方でなされ

る。肝臓では直ちに尿素に変換されるが、末梢組織では

アラニンやグルタミンの窒素の形で肝臓や小腸、腎臓に

運搬される。その他個々のアミノ酸としては、グルタミ

ン、アルギニン、メチオニンなどについて言及されたU

セッション3：アミノ酸の適正摂取と安全性の評価法に

関する新規なあるいは創造的な方法：ゲノムープ

ロテオームーメタポロームから：アミノ酸の流れに

対する種々のレベルでの研究から何が学べるか？

今回の特別の視点として、最近の爆発的な技術進歩で

ある一連の‘オミクス（－omics）＇技術が、本シンポジウム

の課題に対してどのような有用性を発揮し得るかについ

て議論した。残念ながら、アミノ酸代謝の領域において

はこれらの技術を実際に適用してデータを量産している

研究者はまだ少なく、具体的な議論に入るまでには少し

時間がかかりそうである。それでも、それぞれの技術に

ついての紹介、適用性の可能性などについて活発な討論

がなされた。まず、 DNAマイクロアレイ技術の適用例

が加藤久典博士によって紹介された。ジーンチップシス

テムを用いて食事タンパク質の遣いによる遺伝子発現プ

ロファイルを示した。タンパク質の違いによって数百個

の遺伝子群の発現の増加と減少が観察されたごその多く

は新たに同定されたものであった。また、前回木村らに

より報告された新知見であるラットでのシスチンの過剰

毒性の解釈にこの方法の適用が紹介されたじ次いで

German 博士により、 DNAマイクロアレイ技術の脂質研

究への適用例が紹介された。近年栄養学の進歩により、

代謝を変える食事をデザインすることは可能になった。

けれども一つの疾病のリスク低減は必ずしも健康全体を

向上させていない。ある代謝経路に対する有用な介在が、

他の経路に不都合な影響がないことを証明しなければな

らない。その意昧で一連の‘オミクス．技術は非常に有

望であるが、中でも実際に起こっている代謝を評価する

メタボロミクスが最適であろうと述べた。

プロテオミクスについては、 Deutz博士により血紫タ

ンパク質をモデルにして、その合成速度の解析への適用
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や翻訳後修飾を受ける微量タンパク質などの精搬な分離

同定が紹介された。すでに知り尽くされているかのよう

な血築タンパク質であるが、この技術の解析にかかると

いかに膨大な翻訳後修飾が隠されていたか、と実に印象

深い発表であった。次いで、高橋信弘博士はこのプロテ

オミクス技術の推進者の一人で、多次元クロマトと質量

分析計の組み合わせにより、数千個のタンパク質が一挙

に自動分析される様をダイナミックに紹介された。また、

この技術の細胞内機能解析の手段として、タンパク質の

大規模アッセイやタンパク質問志の相互作用に関する極

めて洗練された研究例を示された。最後に、メタボロミ

クスについて木村毅博士による紹介がなされた。アミノ

酸はまさに代謝物であり、その代謝中間体をもふくめた

メタボローム解析はアミノ酸摂取の適正・安全性の研究

に直接的関連性を持つものである。特に相互作用解析が、

どの代謝産物がアミノ酸の過剰摂取の影響の起因物質で

あるかを示すのに有効であることが紹介された。

セッション4：総合討論

以上のプレゼンテーションを踏まえて、まず司会の

Cynober博士から、具体的な討論の材料として「アルギ

ニンの一日摂取量20g/dayは安全かりという問いかけ

がなされ、以下、それを巡りつつ自由討論が展開された。

主なものを列挙してみる。

－まず、いかに動物試験で良質の基礎的データを得るか

にある。毒性学分野ではラットでの90日試験が標準で

ある。経験的に、発ガン性を除いて、この試験で毒性

学の上で必要な項目の情報は得られる。可能な限りの

高投与量の試験をする（Rodricks）。栄養素ではそのよ

うな大量投与は出来ない（Deutz）。

・アルギニンの投与は遊離型か塩酸塩か、どちらで行う

のか。アシドーシスの問題がある（Brosnan）。臨床経

験からはアルギニン20gでは神経障害が見られる。そ

れを避けるには血中アルギニン濃度の情報が有用であ

る（遠藤）。

・ヒトである量の使用実態があり、その量での臨床試験

で有害性がないとのデータがある場合、 FDAにさらな

る動物実験を要求する権限はないのでは（Bier）。

－長期摂取で起こりうる機能への影響、代謝上の変化は

見られるだろう。しかし、大きな問題はその変化の機

能的な意昧は何か、何を意味するか、だ（Young）。
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－分子生物学の立場からは、分子レベルの変化は捉える

ことは可能だ、けれども重要な点（keyissue）は有害

性を見つけることだ。そしてその有害性に結びつく分

子現象を同定することだ (Jefferson）。

－個体の行動（behavier）の変化はどうか（Cynober）。確

かに、機能面での重要な表現ではある（Young）。

－毒性学ではもっぱら正常人を対象としているが、健康

体でない病的状態での安全性というものも検討すべき

ではないか（Deutz）。リスク評価のプロセスの 4部で、

知何に対象を拡げるか、という問題だ。 Uncertainty

Factorsの問題でもある（Rodricks）。

－有害作用とは何かが大変興味がある。代謝上の変化と

いうのはその説明として有用ではあろう内動物（ラッ

ト）試験で、種々の器官についての完全な病理学的解

析や臨床検査を行ってみたい。これはヒトでは出来な

いことだ（Rodricks）。けれど、ラット試験で十分とい

うわけには行かなL、（Young）。

－免疫性についてはどうか（Cynober）。免疫性試験では

偽陰性（falsenegative）が大きな問題である（German）。

・動物試験では、 90日試験によって発ガン性以外のあら

ゆる兆候を拾えることが多くの証拠で示されている c

アミノ酸でラットがヒトと同じように代謝するかどう

かは十分知らない。比較してみると良い。その際、少

なくともヒトの低投与量での薬物動態学を見て、動物

試験で同レベルの投与量による試験で線形性を示す領

域での試験をすれば、高投与量での偽陽性（false

positive）の問題は避けられよう（Rodricks）。アミノ酸

の動物試験での大きな問題は、摂取量の限界の問題か

ら生体異物での毒性学試験のようには試験を組めない

ことだ（Bier）。

－例えば、投与6ヶ月後どうなっているかを見るのに、

DNAアレイ技術などで遺伝子の組織的な変動を調べ

ることの合理性はあるのだろうか（Cynober）。ロイシ

ンをラットに投与すると直ぐにある遺伝子の発現に影

響するがそれは束の間である。ロイシンの血中濃度は

30分も高いままであるが(Jefferson）。つまり、 short-

termからlong-termを必ずしも予測できないというこ

とになる（Cynober）。

・遺伝子多型（polymorphism）の問題はどうか（Cynober)o 

フェニルケトン尿症（PKU）のheterozygoteの発症率は

1/50、他の疾患のheterozygoteはさらに低いc しかし

無視は出来ない。注意書きをすべきであろう（遠藤）。
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表l The 2nd Workshop on the Assessment of Adequate Intake of Dieta叩 AminoAcids 

Program: 

First Day October 31, 2002 

1. Introduction and Goals of the Workshop 

Dr. V.R. Young (Massachusetts Institute of Technology, USA) 

Session 1 : Background and Concepts/Framework of Risk Assessment 

Session Co-chairs: V.R. Young and Dr. Y. Hayashi (NPO Communication Center for Food and Health Sciences, Japan) 

2. Overview and Summary of 1st Amino Acid Assessment Workshop (1st AAA W〕；Tokyo,June 2001 Dr. V.R. Young 

3. Overview of仕1eRisk Assessment 

。）Traditional concepts of risk assessment and their application to amino acids 
Dr. Y. Hayashi 

(ii) Approaches to risk assessment for macronu廿ientsand (in particular) amino acids 

Dr. J.V. Rodricks但NVIRONInternational Corporation, USA) 

(iii) A summary of session 1; Additional thoughts and major issues for research 

Dr. V.R. Young 

Session 2: Pharmacokinetics, Function and Metabolism of Amino Acids 

Session Chair: Dr. L.A. Cynober (Hoもel-DieuHospital, Paris 5 University, France) 

4. Pharmacokinetics of Amino Acids and Potential Relevance to Safety Assessment 

Dr. D.M. Bier (Baylor College of Medicine, USA) 

5. Biomarkers and Surrogate Markers for Evaluation of Amino Acid Intake Response and Safety Assessment: What can we 

learn and develop from knowledge about: 

(i) Amino acids as regulators of gene expression 

Dr. P. Fafourno阻 (INRAde Theix, France) 

(ii) Amino acids as regulators of gene expression at the level of mRNA translation 

Dr. L.S. Jefferson （官1ePennsylvania State University, USA) 

(iii) Amino acids as regulators of proteolysis 

Dr. M. Kadowaki (Niigata University, Japan) 

(iv) Amino acids as regulators and components of non-proteinogenic pathways 

Dr. A.]. Meijer (University of Amsterdam, Netherlands) 

(v) Lessons from inborn e汀orsof amino acid metabolism: Cell injury caused by an intermediate metabolite of the 

tyrosine catabolic pathway 

Dr. F. Endo (Kumamoto University, Japan) 

6. Inter-Organ Amino Acid Transport and its Regulation 

Dr.］工 Brosnan(Memorial University of Newfoundland, Canada) 

Second Day November 1, 2002 

Session 3: Opportunities for New and Creative Ways for Evaluating Amino Acid Adequacy and Safety: From Genome-

Proteome-Metabolome: What can be learned from studies at various levels of gene-amino acid (nutrient) pathways? 

Session Co-chair: Dr. V.R. Young and Dr. L.A. Cynober 

7. Genomics and Potential of Array Technology for Evaluation of Safety of Macronutrient (Amino Acid) Intake 

(i) Microarray analyses of effects of dietary proteins and single amino acid excess 

Dr. H. Kato （百ieUniversity of To耐久Japan)。i)Genomics and metabolomics, New markers for the interaction of diet and health: lessons from lipids 
Dr. J.B. German (University of California”Davis, USA) 

8. Proteomics: Potential Role for Assessment of Amino Acid Adequacy and Safety 

(i) Plasma protein proteomics Dr. N.E.P. Deutz (Maas凶chtUniversity, Netherlands) 

(ii) Advanced technology for the analysis of cellular function 

Dr. N. Takahashiσokyo University of Agriculture and Technology, Japan) 

9. Metabolomics and its Potential for Assessment of Adequacy of Amino Acid Intake and Safety 

Dr.T.K耐mra(Ajinomoto Co., Inc., Japan) 

Session 4: General Discussion 

Discussion Leaders: Dr. L.A. Cynober & Dr. V.R. Young 

Closing: Dr. V.R. Young 
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・アルギニンはインスリン分泌作用があるので、その点

でも代謝的影響を考慮すべきだ（M吋er）。臨床的には

アルギニンは静注で成長ホルモン分泌刺激として使わ

れている。食事中のアルギニンがホルモンバランス上

同様の作用があるかはわからない（Bier）。

・ダイエタリー・サプリメントの安全性評価では、使用

目的と使用する対象の明確化が必要である。例えば、

アルギニン20gというのは何の目的でどのような使用

者が想定されるのか（林）。米国では状況が違う。ダイ

エタリー・サプリメントは自由に市販されており、誰

の手にも入る状況にあるため、 Instituteof Medicine 

(IOM）は一般人へのUL設定を要請された（Rodricks）。

国連のFAOもULを注視するようになっている。その

点でこのワークショップのような会議は非常に有益で

ある（Weisell）。

4.まとめ

今回のワークショップの内容は、その詳細がJournalof 

NutritionのSupplementIssueとして本年6月に刊行され

ることになっている。また、本年10月には第3回のワー

クショップがフランス・ニース郊外にて開催される予定

である。（支援をしている国際アミノ酸科学協会の連絡

先：電話： 03-3537・7021、E-mail: esato@icaas-org.com) 
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略歴

門脇基ニ（かどわきもとに）農学博士

1975年

1979年

東京大学農学部卒業

東京大学大学院農学系研究科博士課程中退

1979年 東京大学農学部助手

1990年 米国ペンシルパニア州立大学医学部研究員

1993年 新潟大学農学部助教授

1998年 新潟大学農学部教授

日本栄養・食糧学会評議員、日本畜産学会評議員、

必須アミノ酸研究委員会委員（幹事）

林裕造（はやしゅうぞう）医学博士

1954年 東京医科歯科大学医学部卒業

1960年 東京医科歯科大学大学院医学研究科修了

1960年 塩野義製薬株式会社研究所主任研究員

1964年 米国ウィスコンシン州立大学医学部研究員

1972年 塩野義製薬株式会社研究所次長

1975年 （財）食品薬品安全センター秦野研究所試験部長

1980年 国立衛生試験所病理部長

1991年 国立衛生試験所安全性生物試験研究センター長

1995年 北里大学薬学部客員教授

2000年 （財）実験動物中央研究所学術顧問

中央環境審議会特別委員、日本薬理学会評議員、

日本病理学会評議員、 ILSI本部理事
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ワークショップ

「世界の茶晶種の成分と世界の茶事情J

73号で紹介したように茶葉分析プロジェクトが始動し

たが、 2月14日に「世界の0-CHAフォーラム2003Jが開

催されるに合わせて首題のワークショップを開催した。

静岡コンペンションセンターで3時一6時まで行なわれ、

200名近くの聴衆を集めた。その後の懇親会での交流も

深まり、 ILSIJapanが主導する茶プロジェクトの初回の

会合としての意義が深いワークショップであった。

招待した方々は、茶葉のサンプルを送付した方であり、

それぞれの国での茶事情および研究方向を話された。こ

のプロジェク卜 に期待を寄せられ、ILSIJapanに感謝し

ておられたことは言う までもない。

1. ILSI Japanと茶研究プロジェクト

(ILSI Japan事務局長福冨文武）

ILSI Japanは、健康 ・栄養 ・食品安全・環境に関係す

る諸問題を国際的な視野で科学的に解明し、その結果を

普及・啓発する事業を進めているが、 NPO法人として

認められ、産 ・官 ・学の連携を深めている。

今回の茶葉成分分析プロジェクトは、本部および17の

各支部からの支持を得てスター卜し、昨年末には世界の

地区から茶葉サンプルが集まって分析を開始している。

今回のワークショップでは、茶試料の採集・調整をし

て、試料を送って頂いた方々をお招きして、各地の茶産

業事情 ・研究を講演していただく 。このプロジェクトが

大きな成果を得る端緒となれば幸いである。

ILSI Japan Workshop 

“The Components of Tea Bushes in the World and 
the Condition of Tea Industry in the World" 

茶類研究部会

日野哲雄

2.世界の茶品種の分析フ。ロジ、ェクト進行状況

(ILSI]apan茶研究部会会長原征彦）

2001年秋に行なわれたこのフォーラムで、世界各地の

茶研究者に対して、茶新芽を統ーした条件で採取 ・処理

を行なって、標準分析法で成分分析を行なうプロジェク

トの意義を説明し、 賛同を得た。

Camelia sinnensisという茶樹の学名は共通であるが、

インド、アフリカでは紅茶に適したアッサム種が、中園、

日本ではシナ種という緑茶に適した茶樹が栽培され、中

国南部ではウーロン茶に適した茶樹が栽培されている。

近年、世界では緑茶・紅茶・ウーロン茶がそれぞれ健

康効果を持つことが見直され、家庭などで茶葉にお湯を

注いで飲む喫茶以外にボトル飲料として携帯されるな

ど、多様化している。それぞれの茶製品に適した茶菓を

選ぶのに共通した化学的な尺度で計り、比べてみよう と

いうのがこのプロジェクトの発端である。将来的にみれ

ば、発がん抑制作用が認められているエピガロカテキン

ガレートが多く含まれる茶葉から市場価値が高まる製品

が得られ、渋味の少ない緑茶にはこの茶葉が良いなどの

新製品が得られる可能性がある。

現在、茶カテキン類、カフェイン、アミノ酸類、ビタミン

C、ミネラルの分析に取り掛かったところである。一部の

データを紹介すると、南アフリカのサンプルにはエピガロ

カテキンガレートが日本の茶葉平均の倍近くあった分析

データが揃った時点で公表し、討論する機会を持ちたい

TETSUO HINO, Ph.D. 

Task Force on Tea, 

ILSI Japan 
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3.茶樹の化学分類学

テルペン，カフェイン，カテキンー

（しずおか産業創造機構西修了康）

西候先生は、香川大学で長く茶樹成分の分析研究を行

い、茶樹の化学分類学を創られた方である。 2000年9月に

はILSIJapanの『茶と健康J講演会で講演され、現在は

ILSI茶葉分析プロジェクトの指導者として活躍されている。

茶樹の化学的分類を行なうことにより、 1）紅茶，ウー

ロン茶，緑茶などに適した茶樹の解明、 2）機能性など有

用成分の生産のための情報整理、 3）茶樹伝播の歴史解明

を目指すこと、が期待できる。 ILSIJapanが行なう茶葉

分析プロジェクトもこの目的のためである。

紅茶に適したアッサム種の茶葉が長さ20cmと大きい

ものが多く、日本に多い緑茶・ウーロン茶に適した中国

種はlOcm程度で、ある。日本に現在最も多LE「やぶきた茶J

の原木や、鹿児島県にある高さ7m以上にも達するアッ

サム種の原木が写真で示された。

テルペン・インデックス（TI)は、茶葉中のリナロー

ル、リナロールオキサイド類、ゲラニオール総量に対す

るリナロール、リナロールオキサイド類の占める割合を

示す指標で、アッサム種は1.00に近く、中国種は低い。

カフェインおよび総カテキンは、アッサム種に多く含ま

れ、中国種、日本在来種の順に低くなっている。

個別カテキンを分析することにより、さらに細かく分

類することが可能で、ある。

4.アルゼンチンにおける茶産業

（アルゼンチン国立農業技術研究所HumbertoP. Fontana) 

首都ブエノスアイレスから1,200km北に離れたミシオ

ネ県にあるセロ・アヅル農業技術研究所で茶栽培、茶生

産技術の研究を行なっている。 1924年に初めてアルゼン

チンに茶樹が持ち込まれたが、最近10年聞に急速に技術

的向上が見られ、 6万トンの生産をあげている。その

80%を輸出していて、英国やチリに紅茶として輸出して

いる。国民一人当たりの茶の年間消費量は約500gである。

世界で一番南の生産地である南緯26～28度にあるミシオ

ネ県で大部分が生産されている。また、緑茶生産もみられ、

ブラジルやパラクゃアイに輸出している。茶摘みの機械化や加

工する技術も機械化が進み、品質の向上が図られている。
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5.南アフリカにおける茶生産の現状と将来

に向けての研究

（南アフリカ、プレトリア大学Dr.Zeno Apostolides) 

南アフリカでは1956年から茶栽培技術、品種改良の研

究が始まり、 1981年から実質的な茶生産が始まった。コー

ヒー栽培が疾病のため不成功に終わったためである。摘

茶機などの機械化が進んでいて、茶育種と収率向上によ

り、品質が急速に改善されている。ミデルコップ紅茶製

造工場のスライド説明があったが、細片となった茶葉が

幅広いベルトコンベアーに乗ってゆっくりと流れ、 28℃

の気温であると1～2時間で発酵が終わる。茶葉が緑か

ら黄色に変化し、褐色化するまでがよく説明されていた。

茶の新芽を芯から2枚目の葉を摘んで、分析し、品質の

検査をすること、新芽の色が緑色のものが良いことなどの

説明があった。プレトリア大学の研究室でも、カテキン類

はじめ各種の分析を行い、それらの結果と最終製品の品

質、特に市場での等級と価格との関連性を解析している。

南アフリカにおける茶についての将来の研究方向は、

早魅耐性や低カフェイン品種を作ること、収穫現場での

機械化等である。

6.北西インドにおける茶栽培

（インド、ヒマラヤ生物資源技術研究所S.D. Ravandrarath) 

研究所のあるカングラ渓谷は、インド北西部ヒマラヤ

山脈の丘陵地帯にあり、インド茶生産地の1つである。

170年前に中国より茶樹が持ち込まれ、高度800-

2,lOOmで多雨（年間1,700～3,200mm）のため、中国種の

栽培に適している。この地区は大地震でいったんダメー

ジを受けたが、再び茶産業を振興するために、 1983年に

研究所を設置し、品種改良、栽培技術の開発により、収

穫量は約3倍に上昇した。

この地域は緑茶の消費地であり、中央アジアへの輸出

もあって緑茶の生産が盛んである。摘茶は4～5月に良

質の葉として約35%が生産され、モンスーンの時期（6

～7月）に50%、秋の9～10月に15%が生産される。

施肥は2-3月に、 N:P:K(1:1:1)の割合で行な

うだけである。研究は茶樹の育種による改良（遺伝子組

換え技術も使L、）、栽培・収穫作業の機械化などである。



7. インドの茶産業

（インド、スアハウス Bharat Sarronwala) 

インドの茶産業はインド北東部アッサムで発見された

アッサム野生種から始まり、 1870～1880年にかけて中国

から種子が持ち込まれて、北東部、北西部、南部と栽培

地が拡がった。

北部は22～27度の緯度、南部は9-13度の緯度と、全

く異なった気象条件の地域に拡がったことは興味があ

り、幅の広い品質、風味に特長を持つ紅茶が生産される。

北部では上品な風昧を持つダージリン茶や、こくのある

アッサム茶が有名であり、南部では冴えた爽快昧のある

ニルギリス茶が生産される。緑茶は生産量の約1%を占

めるに過ぎなL、。インド全体の茶生産量は品種改良や栽

培技術の進歩により、 20年間に50%増加している。

南部で栽培されている茶種は、アッサム種30%、中国

種20%、雑種および混合種が50%である。

茶の研究機関は北部と南部にあり、品種改良、栽培技

術の研究の他に、残留農薬の基準や化学肥料の使用につ

いての基準を示して厳格に管理している。

8.台湾の茶生産と栽培種

（台湾、行政院農業委員会茶改良場林木連）

台湾における茶生産は1796年に中国大陸より茶樹がも

たらされ、生産技術の伝来と共に始まった。日本は1895年

から1945年の50年間に台湾の茶生産の発展に貢献した。

茶生産量は年間約2万トンであるが、輸入量が増加し

ているために伸び悩んでいる。約1.8万の農家が平均約1

ヘクタールの農地で栽培している。輸入茶は主としてベ

トナムから缶詰・ボトル茶の原料茶として1,700トンあ

り、輸出は日本に向けて2,600トン、中国向けに4,000-

5,000トンある。

このように、台湾は経済的な後退と他国との厳しい競争

の中で、茶樹の品種改良と新製品の開発に取り組んでいる。

その一例として、日本の大森先生の指導によるギャバ

ロン茶の生産がある。 ChinsinOolong種はr－アミノ酪酸
の元になる成分を多く含んでいて、ギャバロン茶に適し

ている。台湾のウーロン茶に最も適した栽培種は

Chinsin Dapanで、ある。その他に特徴ある品種として、

少数であるがTIESNo. 13, Four-season Spring, Dayeh 

Oolong, Chinsin Ganchuがある。

ワークショップ「世界の茶品種の成分と世界の茶事情j

略歴

日野哲雄（ひのてつお）農学博士

1946年 東京大学農学部農芸化学科卒業

1946年 味の素株式会社入社

1961年 農学博士号取得（東京大学）

1971～75年 昧の素株式会社東海工場長

1975-78年 味の素株式会社取締役

1975-85年 東洋製油株式会社取締役社長

1983-84年 日本油化学会副会長

1985-95年 東京農業大学非常勤講師

1988年以降 ILSIJapan油脂と栄養研究部会長情報部会長
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ライフサイエンス研究活動計画（2003年度）

ライフサイエンス研究活動は、会員自らが共同して問題解

決にあたるべきテーマを選択して研究部会を組織し、その研

究活動を推進し、適切な時期に研究成果を創出し発信する

もので、 IL.SIJapan事業の中心となる調査研究事業である。

研究活動の推進に際しては、 ①会員のメリットとなる

研究活動を展開する、 ②科学的に信頼性のある研究活動

を実施する、③政府や国際機関における政策決定に役立

つ情報を提供する、 ④オピニオンリーダーに適切な情報

を提供することが求められる。

このように、個々の調査研究事業は、会員が主体的に

研究チームを編制し、研究経費を分担し、研究事業の運

営が行われる。

ライフサイエンス研究委員会活動

1. 食品安全研究部会

部会組織及びメンバー

部会長：峯孝則（サントリー株式会社）

ライフサイエンス研究委員会

委員長倉沢埠伍

2002年度は、 7研究部会（食品安全研究部会、栄誌研

究部会、健康表示研究部会、バイオテクノロジー研究部

会、糖類研究部会、茶類研究部会、栄養強化食品研究部

会）で調査研究事業が展開された。

2003年度部会活動は、昨年末に活動計画案を会員に提

示し新規参加者も得て活動が継続される。また新たな事

業として食品機能性研究フ ォーラムの設立、リスクアナ

リシスの普及啓発事業、国際シンポジウム 「油脂でfiijる

健康」の開催が計画されている。本年度調査研究事業計

画は、 2月25日の通常総会で承認され、以下のライフサ

イエンス活動が実施に移されることになった。

サイエンス・アドバイザー：西島基弘（実践女子大学生活科学部教授）

1) 食品安全調査分科会

分科会長：渡辺寛（ネスレジャパンマニュファクチャリング（鮒）

副分科会長：岡村弘之（長谷川香料株））

メンバー：岩波健文（カルピス（樹）、加藤 高（高砂香料工業閥）、 加藤俊則（プロクター・アンド・ギャンブル・ファー・

イースト・インク）、坂間厚子（カルピス（槻）、 佐藤吉朗（明治乳業（繰））、 関谷史子（高砂香料工業側）、

高橋美峰（山崎製パン（株））、塚田陽康（（株）ロッテ）、 徳田 一（花王（株））、 宮崎 亮（ミヨシ油指（側）、望月

直樹（アサヒビール（株））、森田 修（花王（株））、山越純（キッコーマン（株））、脇森裕夫（日本モンサント（捌）、

唐沢昌彦（味の素倣））

Activities of Life Sciences Research Committee 

2003 
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SHOGO KURASAWA, Ph.D. 

Scientific Director 

ILSI Japan 
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2) アレルギ一分科会

分科会長：鈴木幸雄（三栄源エフエフアイ（株））

メンバー：金子哲夫（明治乳業（株））、高橋観二郎（ニチレイ（樹）、武元綾野（日本モンサン卜株））、塚田陽康（（株）ロッテ）、

藤居亙（サントリー（株））、森松文毅（日本ハム附）、加藤幾雄（株）ヤクルト本社）

3) オフフレーパ一分科会

分科会長：但馬良一（サントリー（株））

メンバー：遠藤光春（明治乳業（株））、大石理子（レンゴー（縁））、大谷丘士（レンゴー（株））、大橋秀夫（昭和産業（株））、佐藤吉朗

（明治乳業（鮒）、鈴木批幸（東京フードテクノ（株））、藤野奈津子（ネスレジャパンマニュファクチャリング憐））、

渡辺寛（ネスレジャパンマニュファクチャリング（株））

4) 微生物分科会

分科会長：高橋観二郎（株）ニチレイ）

メンバー：大塚祐一（キーコーヒ一樹）、佐脇徹也（サントリー（樹）、田中孝（明治乳業株））、徳田ー（花王（株））、後

藤慶一（三井農林（株）：オブザーパー）

2002年度活動の成果

食品安全研究部会の活動開始にあたり、 4月2日部会

全体会合をもち活動方針・計画を周知徹底した。これ以

降は各分科会で活動することとし、今年度活動総括と来

年度計画のための全体会合を11月19日に開催した。以

下は各分科会の活動実績。

1) 食品安全調査分科会

国内外の行政機関、研究機関、学会、国際機関等の情

報収集先計28機関を選び、分担を決めて’情報収集した。

収集した情報はアクリルアミド、カビ毒、 BSE関連など

計18報。メンバーに配信すると共に、 FAO/WHOから

出されたアクリルアミドのExecutiveSummaryを翻訳

し、 ILSIのホームページ（分科会）に掲載した。さらに

WHO IF AO専門家会合の最終報告書をメンバーで分担し

て翻訳した。（年内には翻訳文の校正を終了し、部会メ

ンバーに配布する予定。）

2) アレルギ一分科会

①ILSI本部から1996年に出版された“Allergenesityof 

Foods Produced by Genetic Modification”中の食物アレル

ゲン詳述の5-7章（69-149頁）を分担翻訳、さらに食物ア

レルゲン毎のサマリーテーブルを作成し会員の利用に供

した。②東大上野川教授に講演をお願いし、食品加工と

アレルゲン性の変化、食物負耐症について知見を深めた。

3) オフプレーパ一分科会

①カビ臭の知見についての勉強会、②防止策に関する各

社の現状意見交換、③3年間の活動グラウンドスケジュー

ル作成、④最新技術情報の共有化

4) 微生物分科会

①アンケート実施：食品安全研究部会参画企業全体に

対し、「真菌類Jおよび「新興危害微生物（含：芽胞菌）」

における問題点や現時点での対応策を調査。②アンケー

ト結果：問題微生物と商品形態及び技術的課題から解析

し、各種飲料等における酢酸耐性・耐熱性微生物による

品質劣化（異臭・カビ混濁等）に課題を絞り込んだU ま

ずはその原因菌である“Alicyclobacillus属”に的を絞って

調査研究をすることにした。

2003年度活動計画

1) 食品安全調査分科会

①02年同様情報収集と配信、②分科会のII.SIホームペー

ジを充実、③CODEX、CCFACの食品汚染物の最新ステッ

プ進行をフォロ一、④可能ならば特定テーマについてシ

ンポジウムかセミナー開催

2) アレルギ一分科会

①食物アレルギーに関する国内外情報収集、②翻訳を

基にした討議（アレルギ一物質を含む食品の検査方法、消

化管粘膜免疫及び食物アレルギーの専門家との人脈形成）

③バイオテクノロジー研究部会との連携

3) オフプレーパ一分科会

応急防止対策の策定：①マニュアル化、②ILSIホーム

ページに掲載、③食産センターとの協働、④分析のクロ

スチェッ夕、⑤対外発表（海外のILSIなど利用）

ILSI No.74 - 41 



ライフサイ工ンス研究活動計画（2003年度）

4) 微生物分科会

①商品価値の低下（異臭発生）をもたらす“Alicyclocbacillus

属”に関して、検査法も包含した体系的な生態学的情報

を収集・整理（文献・セミナ一等）する。②情報の発信

として、冊子（専門家向け、一般顧客向け）の出版、 ILSI

Japanホームページに掲載などを検討する。

2. 栄養研究部会

部会組織及びメンバー

部会長：桑田有（明治乳業（禄））

その他

・ILSIJapanの新規事業である「リスクアナリシス」活

動について、部会として支援0

・活動予算は部会内、分科会内でその都度措置する。

. 04年1月開催のILSI本部総会には部会の活動をパネ

ル紹介したい。

部会メンバー：江尻昌弘（カルピス倣））、海老沼春世（口シュ・ビタミン・ジャパン（株））、岡崎哲治（高砂香料工業側）、

小村啓悟（池田糖化工業株））、鐘ケ江亮太（キッコーマン（樹）、菖城寿史（サニーヘルス（株））、木綿良介

（不ニ製油（株））、蔵重淳（日研フード（株））、斎藤真人（明治乳業側）、柴田健次（日清ファルマ（株））、清水宗茂

（日本ハム株））、白石真人（株）ニチレイ）、竹内政保（日本食品化工倣））、竹下尚男（花王（株））、土田 博

（明治乳業株））、徳永隆久（明治製菓（株））、西端豊英（松谷化学工業（株））、庭野吉己（サニーヘルス株））、橋本

ゆき子（テεユポン（樹）、原田 等（サントリー（株））、浜野弘昭（ダニスコジャパン側）、平川正志（池田糖化

工業（鮒）、平原恒男（カルピス（株））、藤井康弘（大塚製薬（株））、町田千恵子（ネスレジ、ャパンマニュファクチャ

リング（鮒）、松本晃膜（ミヨシ油指株））、三原智（小川香料（株））、森将人（味の素（株））、矢野志津子（ネス

レジャパンマニュファクチャリング（樹）、米久保明得（明治乳業（株））、篠田一三（森永乳業株））、 Laurent

FINET（コロイドナチユレルジャパン（株））、末木一夫（ILSIJapan）、仁科倫（ILSIJapan）、日野哲雄（ILSI

Japan) 

2002年度活動の成果

①（食品の抗酸化機能とバイオマーカー」シンボジウ

ムを開催した。

②上記内容の新刊を作成し、配布した。

③TAKElOプロジェクトへの側面支援を行った。

④第4回「栄養とエイジングj国際会議の開催計画立案

に着手した。

3. 健康表示研究部会

部会組織及びメンバー

部会長：平原恒男（カルピス（株））

サイエンスアドバイザー：荒井綜ー（東京農業大学教授）

2003年度活動計画

①活動目標

・第4回「栄養とエイジングj国際会議の開催に向けて

の立案と準備

・ TAKElOプロジェクトの支援の継続

②活動スケジュール

理事会、総会で第4回国際会議開催の承認が得られ

次第、組織および財務実行委員会を組織して、スケジ

ュール、プログラム、スピーカ一、予算立て等の詳細

検討に向けて着手する。

③活動予算

国際会議の経費費用は前回並みを想定c

第1分科会：牛島太郎（アサヒビール（劇）、相葉慶治（アサヒビール（劇）、堤坂裕子（（樹伊藤園）、田中幸隆（花王（株））、原田
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等（サントリー（株））、白城聡（東京フードテクノ（株））、長瀬政雄（日清ファルマ（株））、和中康（日清製油株））、大

森丘（日本ハム（株））、西川博之（山之内製薬（株））、稲垣雅（日本シャクリー側）、※清水俊雄(ILSIJapan) 

第2分科会：安江正明（アサヒビール（株））、横田豊一（アサヒビール（鮒）、小山直人（味の素株））、宝城俊成（株）アルソア本社）、

堤坂裕子（（株）伊藤園）、時光一郎（花王（株））、北原幹郎（鐘淵化学工業（徐））、増山明弘（カルピス（株））、葛西浩一

（キッコーマン（株））、田口信夫（日清製油（株））、小野治三郎（日清製粉側）、村杉章（明治乳業株））、三島敏

（アピ（株））、※森永康（味の素側）

第3分科会：結城敏文（アサヒビール（縁））、増田 進（キッコーマン（鮒）、早川克志（（株）日清製粉グループ本社）、※松本晃眼

（ミヨシ油指倣））、窪田英俊（明治製菓（株））、佐古知行（（株）ヤクルト本社）、三島 敏（アピ株））平原恒男（カル

ピス（鮒）、運営委員会：平原恒男、森永 康、清水俊雄、松本晃暁、藤井高任、徳永隆久（※リーダー）

活動計画

2001年11月に実施した当部会活動に関するアンケー

トの結果、第4期として下記の3分科会による活動を、

2002年3月から2年間の予定で実施することとした。

①表示全般分科会

ヘルスクレーム（健康強調表示）の制度に関する内

外の動向調査と提言

②機能評価分科会

食品独自の効能評価方法の調査研究と提言

例：イ）食品の特徴である複合系を全体としてとら

える評価方法の調査研究・提案

ロ）「抗酸化jや「免疫」を例としてとりあげて、

「半健康Jを「健康」に戻すためのバイオマ

ーカーと、対応するヘルスクレームの調査

研究・提案

③ニュートリジェノミックス分科会

急速に進展する遺伝子関係の科学や技術を、食品機

能の研究開発に応用するための調査研究

例： DNAマイクロアレイ技術のバイオマーカーへ

の利用

4. バイオテクノロジー研究部会

部会組織及びメンバー

部会長：橋本昭栄（サントリー株））

副部会長：高野俊明（カルピス（株））

微生物分科会リーダー：佐々木隆（明治乳業（繰））

部会活動費を参加者負担とする必要性も訴えて、全会

員に案内したところ19社の参加を得て、 2001年5月から

活動を開始した。従って2003年度も2002年度の継続と

して活動を続行する。

予算案（概算）

収入 2002年度繰越金

2003年度活動参加費

(50,000円×18社）

支出活動費

分科会活動費

その明也

報告書

和文

800,000円

900,000円

1,700,000円

500,000円

100,000円

300,000円

英文（翻訳料含む） 500,000円

その他（旅費補助、振込手数料など）

300,000円

1,700,000円

積物分科会リーダー：笠井美恵子（デュポン（株））、中井秀一（日本モンサン卜（株））、町田千恵子（ネスレジャパンマニュ

ファクチャリング（株））、布藤聡（日本製鰍株））

サイエンスアドバイザー：新名惇彦（奈良先端技術大学院大学バイオサイ工ンス科教授）

部会メンバー：山下治之（旭電化工業）、大河原敏文（キッコーマン）、滝津宗禎（協和発酵工業）、鈴木幸雄（三栄源工フ

工フアイ）、川又伸治（高砂香料工業）、小川真智子（日本製粉）、山根精一郎（日本モンサント）、石井博子
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（長谷川香料）、井坂知美（P&Gファー・イース卜・インク）、梅木陽一郎（三菱化学フーズ）、高津善太

（森永乳業）、池郁治夫（ヤクルト本社）、安藤 進（山崎製パン）、吉田圭司郎（ロッテ）、保古尚宏（シン

ジエンタ）、北原文代（シンジエンタ）、切田雅信（アサヒビール）、折下巧（キリンビール）、高木忍

（ノボザイム）、唐津昌彦（味の素）、福津敦（デュポン）

オブザーバー：麓 哲夫（ダウケミカル）、在田典弘（アベンティス）、森田満樹（JFIC）、金子友紀（JFIC)

2002年度活動の成果

1) 普及活動とコーデックス対応

本部総会でポスター展示（1月）、シンポジウム開催（2

月、京都：オピニオンリーダ一向）、シンポジウム開催

(3月、東京：コーデックス関連）、コーデックスCTFBT

参加（3月、横浜）大阪府研修会で講演（3月、大阪）、

STAFF・ 食品科学広報センターシンポジウムで講演（8

月、東京、名古屋、神戸）、食品科学広報センターシン

ポジウムで講演（9月、札幌、岡山）、学術会議シンポジ

ウムで講演（10月、旭川｜）、化学団体で講演（11月、東京）

2）勉強会

アレルギー（1月、京都大小川先生）、微生物（2月、国

立感染研五十君先生）、 ILSI本部委員を囲む会（3月、

Ms. Mcintosh & Mr.百1omas）、ヨーロッパのバイオ食添

(6月、 Ms.Kirsten Staer）、環境安全性（7丹、生物資源

研田部井室長）、食品安全性申請手引き（9月、厚生労働

省担当専門官）、リスクコミュニケーション（11月、東大

安井先生）

2003年度活動計画

1) 活動目標：バイオテクノロジ一応用食品の安全性に

関する調査研究と、正しい知識の普及および行政等

への情報提供

今年度は、遺伝子組換え食品に関する新しい展開の年

となると予想。具体的にはコーデックスCTFBTの終結、

我が国におけるカルタヘナ議定書の批准、諸外国におけ

る表示制度の開始、 EUの新しい基準による安全性審査

の再開などがあり、消費者団体宗教団体などによる反対

運動の新展開が予想されている。一方、農産物の生産か

ら見れば、すでにダイズ、ワタなどは主要生産国の過半

5. 糖類研究部会

部会組織及びメンバー

部会長：足立莞（ニ葉栄養専門学校）

担当役員：木村修一理事長

が、またダイズでは世界の全作付け面積の46%が遺伝子

組換えとなっている。このような状況下で、わが国で、の

遺伝子組換え食品への認識にはまだ問題点也あり、手｜学

的な知識の普及が必要となる。

2003年のコーデックスでは生きた微生物を含む食品の

遺伝子組換えへの議論も終結すると考えられ、 ILSI部会

で策定した考え方のフォローも必要となる。

2) 活動スケジュール

普及活動とコーデックス対応：コーデックスCTFBT

参加（3月、横浜）、シンポジウム開催（適宜）

勉強会：アレルギ一、微生物、環境安全性、植物育種、

リスクサイエンス他

調査活動：各国の状況調査と「遺伝子組換え食品を理

解するJ99の更新、経済産業省プロジェクト

「バイオテクノロジーリスク評価」に参加

その他：本部総会でのポスターセッション発表、状況

分析と対応

3）部会予算：

収入経産省プロジェクト

出版物売上

支出出版＊

フ。ロジェクトタスク

350万円

40万円

150万円

70万円

（うちアレルギ一分科会に30万円）

ミニシンポ・ラウンドテーブル 80万円

勉強会 6回 35万円

事務局費 55万円

（＊遺伝子組換え食品を理解するIII：前回分改定とセ

ミナ一本を合わせたもの）

部会メンバー：白根洋一（塩水港精糖（株））、佐野 淳（カルピス（株））、庭野吉己（サニーヘルス（掛）、葛城寿史（サニーヘ
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ライフサイエンス研究活動計画（2003年度）

ルス（徐））、樫村淳（新三井製糖（側）、崎山淳子（ダニスコジ‘ャパン（縁））、夜久俊治（東和化成工業（株））、小津

修（日新製糖株））、井出留美（日本ケ口ッグ（株））、雛本恵子（日本コカ・コーラ株））、安東竜一（日本食品

加工（株））、枝川 滋（北海道糖業（株））、安藤進（山崎製パン（械）、鵜漂昌好（（槻ロッテ）、本井博文（日清製

粉グループ本社）、伊東語男（ILSIJapan顧問）、桐村二郎（ILSIJapan顧問）、木村美佳（ILSIJapan) 

2002年度活動の成果

①昨年度開催した国際シンポジウムの報告内容につい

て、 NutritionReviews誌、への掲載活動並びに日本語

版として栄養学レビュー（別冊）への出版活動を進

めた。

②GIに関する調査・研究活動を本格的に開始するに

先立ち、会員各社へのアンケート調査を実施した結

果、 GIの調査・研究活動に関して多くの会員企業が

関心を持っていることが明らかとなった。

③GIに関する勉強会の推進、ワシントンで開催された

Sugars and Health WorkshopやGIBrain Stormingへの

出席などを通して、次年度の主たる活動目標を「GI簡

易測定法確立のための調査・研究活動jに絞り込んだ。

6. 茶類研究部会

部会組織及びメンバー

部会長：原征彦（東京フードテクノ（株））

2003年度活動計画

①活動目標

・ GI簡易測定法確立のための調査・研究活動の推進

・GI啓発活動の推進（出版活動など）

－糖類と健康に関する動向調査の推進

②活動スケジュール

－「GI簡易測定法確立のための調査・研究委員会（仮称）」

の編成と調査活動の推進（年度内継続）

－出版活動の推進（1-6月）

・糖類と健康に関する動向調査（年度内継続）

その他

2002年度活動費の残額は次年度に繰越して使用したいハ

部会メンバー：大久保勉（太陽化学（株））、大塚祐一（キーコーヒー（株））、越智宏倫（日研フード倣））、角田隆巴（株）伊藤園）、

井上剛彦（雪印乳業株株））、稲垣宏之（森永製菓（株））、小野敬一（（槻コカ・コーラ アジア・パシフィック）、

幹渉（サントリー（株））、中井俊雄（三菱マテリアル（株））、増田秀樹（小川香料（株））、タ田光治（理研ビタ

ミン（株））、後惣一郎（日本リーバ株））、竹内重雄（ネスレジャパンマニュファクチャリング（株））、長南 治

（（株）ヤクルト本社）、柴田英之（附ヤクルト本社）、大石 進（花王（株））、日野哲雄(ILSIJapan) 

顧問：大森正司（大妻女子大学）、酉僚了康（（財）しずおか産業創造機構）

2002年度活動の成果

世界各茶産地の新芽茶葉化学成分分析プロジェクトに

係り、ILSibranchその他関係者に趣意書および関連資料、

器具等送付。すでに60余点のサンプル入手。

2003年活動計画

①活動目標：上記分析計画に関し，化学成分分析の実

施とより多様なサンプリングの推進。

②活動スケジュール： 2月 静岡茶フォーラムにて上記

プロジェクト経過発表、数名の各国協力者による茶産

地紹介、茶品種研究に携わる研究者による研究紹介。

5月 本邦新茶摘採、分析。世界の茶の採取継続。

データベース化本格化。

8月 講演会（案）データベース紹介、茶の機能性と

商品化、茶飲料業界の今後の方向性

11月 2004年静岡世界茶祭り（2004International 

Conference on C-Cha Culture and Sciences) 

へ向けての対応検討

③活動予算

2002年分本部予算は2003年2月までに消化。

2003年予算は本部と折衝、 500万円を予定。

その他

2003年予算獲得につき折衝を早めたい。
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ライフサイエンス研究活動計画（2003年度）

7. 栄養強化食品研究部会

部会組織及びメンバー

部会長；戸上貴司(ILSICHP Japan) 

部会メンバー；中村恵雄（エーザイ（株））、中台忠信（キッコーマン（株））、ジュネジャ・レカ・ラジュ（太陽化学側）、位田毅彦

（太陽化学（株））、坂口 膿（太陽化学（株））、原征彦（東京フードテクノ（株））、小野治三郎（日本製粉（株））、

浅井以和夫（三栄源工フエフアイ（樹）、安藤 進（山崎製パン（株））、中村一成（口シュ・ビタミン・ジャパン倣））

2002年度活動の成果

HSI CHP Japanでは、 ProjectIDEAの中でもアジアに

係るプロジェクトを推進してきた。

ベトナム： NaFeEDTA強化魚醤を使い2001年12月から

18ヶ月間の予定でハノイ近郊の2つのコミューンで14,000

人参加による実証介入試験が始まった。 6ヶ月経過での評

価が6月に、 12ヶ月経過の評価が12月に実施される。

2003年からナショナルフ。ロジェクトとして全国に導入する

ことが計画されている。このフ。ロジェクト実行の為にGAIN

(Global Alliance for Improving Nutrition）に基金の提供を

求める提案書を作成し、 12月に提出を予定している。

フィリピン：アジアの主食である米の鉄強化策を研究

してきている。部会では、コーティングによる鉄剤強化

技術を開発している。フィリピンのFNRI(Food and 

Nutrition Research Institute）と共同で開発された強化米

の保存試験を通じ、安定性を検討すべく評価法のプロト

コールを作成中である。 4種類の鉄強化技術を評価した

上で、有効な技術について実証試験に進む計画である。

アジア開発銀行（ADB-Asia Development Bank司）プロ

ジェクト： ADBでは微量栄養素欠乏症の改善の為、ア

ジア6ヶ国が独自の国策を立案し、その実施を支援する

プロジェクトを2001年に開始した。 IISICHPは、 ADB

を科学的立場から支援している。

2003年度活動計画

①活動目標

ベトナム：魚醤の鉄強化をナショナルプロジェクトとし

て実行する。その初年度2003年には3ヶ所でのパイロッ

トオベレーションを成功させる。その為には、魚醤の製

造・物流のみならず、市場での品質保証プログラム、住

民の健康調査、鉄強化の必要性の啓発活動を進める。

フィリピン： 6ヶ月の保存試験に入り開発された強化

技術の安定性を試験する。保存試験を通して2種類の強

化策について学童の給食プログラムの中で有効性の実証

試験を計画する。

ADBプロジェクト：プロジェクトの支援にとどまらず、

特にカンボジアの鉄欠乏症についてベトナムで蓄積した

技術をカンボジアの魚醤に応用することを計画する c

②活動スケジュール

ベトナム：上半期に3社の魚醤工場の選定と鉄強化の

プロセス改造を行う。製造のための法整備並びに品質保

証プログラムの開発を行う。下半期に最初の鉄強化魚醤

を上市する。

フィリピン：第2四半期に保存試験に入り、 4種類か

ら2種類の強化策を決定する。平行して介入実証試験の

準備に入り、 2004年第1四半期に介入試験に入る一介入

試験は最短6ヶ月必要と考える。

③活動予算

企業からの寄付、日本財団からの基金、 GAINからの

基金で次の予算を企画中。

（単位千円）

プロジェクト管理費

プロジェクト費用 ベトナム

フィリピン

5,000 

120,000 

5,000 

3,000 

133,000 

費
一備一予一
計

2003年度新規事業

1. 食品機能性研究フォーラムの設立

設立の目的

日本は世界に先駆けて食品機能性の科学を発展さ

せ特定保健用食品制度を創出し、国民の健康の維持

増進に貢献してきた。いまや機能性食品の科学は国

際的関心事となり、様々な地域で強調表示の制度化

が検討されるようになった。ここに至って機能性評

価方法の国際基準、強調表示の国際基準が強く求め

られる状況となっている。

IISI Japan は国際組織ILSIの一員として、国際的

なネットワークを活用し最先端の情報をキヤヅチで
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きる立場にあり、これらの目的に添った事業展開に

リーダーシップを発揮すべきであるとの食品機能性

科学タスクフォース（理事会諮問チーム）からの提

言を受け、食品機能性研究フォーラム（以下フォー

ラムと略称）をILSIJapanに設立する。

フォーラムの組織

フォーラムはこれに参加を希望するILSIJapan会

員と学術専門家で構成する。フォーラムに、食品機

能解析ゲノミクスセンターと機能性評価基準研究グ

ループ設置し、更にフォーラムの運営を推進するた

めの事務局を設置する。

フォーラムはILSIGlobal Project機能’性食品調整

委員会、 ILSI各支部および国内外関係機関と協調し

て事業を展開する。

フォーラムの事業

1. 食品機能解析ゲ、ノミクスセンターは、東京大学

大学院農学生命科学研究科に設置する ILSI

Japanの冠講座であり、最先端のニュートリゲノ

ミクスによる食品の機能性に関する評価研究お

よび安全性評価研究を実施する。冠講座では最

先端技術を活用するインフラが整備されており

これを活用することができ、また最先端技術を

活用する研究の指導教育を受けることができ

る。また、冠講座設置によリ公的研究費を申請

できる受け皿機関として今後研究費の拡大が望

める。冠講座の申請は、 2003年4月までに行い、

lOfl講座開設を目途とする。

2. 機能性評価基準グループは、食品機能解析ゲノ

ミクスセンターでの研究成果を基に、また各支

部等における研究成果を勘案し、また食品機能、

食品安全の研究者および関係行政担当部署との

協調を通して、国際的に整合性のとれた食品の

機能性および安全性の評価方法を確立する。

2008年に基準策定を終了する。

フォーラムの運営

年間5500万円（冠講座寄付金5000万円、フォーラ

ム運営経費500万円）の事業費をフォーラム参加会

員が拠出して運営する。本事業は、最短5年間は継

続する。

ライフサイエンス研究活動計画（2003年度）

2. リスクアナリシスの普及啓発

事業の目的

食品安全行政におけるリスクアナリシス導入の動

きが急である。 ILSIは古くからリスクサイエンス研

究所を設置してリスクサイエンスの研究を行い、団

連の機関と共同して国際的な視点、にたったリスクア

ナリシスの理論構築と普及啓発を実施してきている v

日本においても、食品製造者および食品安全行政

からリスクアナリシスの理解と運用が求められてお

り、これに応える事業を展開する必要があるU

事業計画

リスクアナリシスに関する産業界、官界、学界の

トレーニングニーズを把握し、適切なトレーニング

プログラムを設定してこれを実践する

事業予算

現在は特に設定せず、必要なトレーニング事業が

把握された時点で予算設定し、理事会の承認を得て

実施する。

3. 国際シンポジウム「油脂で車1］る健康」の開催

事業の背景

適切な量とバランスの油脂を食することにより、

生活習慣病の予防、人の健康維持に役立つことが明

らかとなってきた。国内外の脂質栄養に携わる著名

な研究者を招聴し、食生活の中で油脂をどのように

利用するか、科学的根拠に基づく最先端の話題を提

供することは意義深いものであるし

本シンポジウムの開催は、日本油化学会で発案さ

れたものであるが、関係科学の調査研究に実績のあ

るILSIJapanに共同開催の申し入れがあり、 IL':;I事

業としても適切なものであるので共催として開催す

るものである。

ILSI Japanにも油脂栄養研究部会による活動が実

施されていたが、現在休会中であるので元部会長の

日野哲雄氏が中心となって共同開催の準備がすすめ

られた。

事業計画及び事業予算

国際シンポジウム「油脂で創る健康」は、木村理

事長が大会組織委員長となり、 6月13、14日に昭和

大学上篠講堂で開催される。事業経費は、会議参加

費と協賛企業からの助成によって賄う計画である

が、参加費収入が予算を下まわった場合には相応の

負担がある。
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関連委員会活動

1. 国際協力委員会

委員会組織

委員長：末木一夫

副委員長：浜野弘昭（コーテξツクス分科会長）

委員メンバー：渡辺健介（サントリー）、松本達郎（ネスレジ‘ャパン）、沖山 敦（味の素）、岩田修ニ（サントリーフーズ）、

鈴木幸雄（三栄源工フ・工フ・アイ）、井坂智美（P&G）、雛本恵子（日本コカ・コーラ）

2002年度活動の成果

目標に対する達成度： 70%

出版： ILSI-EUモノグラフ翻訳版2種発刊

「栄養のヒト免役能に及ぼす影響J

「ADI一日摂取許容量」

会議開催： 4回（予定より2回少ない）

コーデックス：バイオテクノロジ一部会、食品添加物・

汚染物質部会、アジア調整

部会に出席(ILSIとして、国際協力委員会委員）

食晶表示部会（ILSIとして出席された清水氏か

ら報告を受ける）

一般原則部会、栄養・特殊用途食品部会（他団

体からの出席された岩田氏及び浜野氏から報告

を受ける）

2. 情報委員会

委員会組織

2003年度活動計画

①活動目標

＊コーデックスへの参加と提言及び関連情報の収集と

会員への報告

＊その他関連国際会議等への参加と情報収集及び報告

* ILSI-Japanホームページへの担当関連情報の掲載
＊他のILSI海外支部との共同プログラムの遂行

「第4回ILSIアジア食品安全と栄養会議jインドネシア

* ILSI-Japan内、各研究委員会及びタスクフォースチー
ムとの共同活動

第4回「栄養とヱイジング国際会議1 （東京）

油化学会・ ILSI共催シンポジウム「油脂で創る健康j

（東京）

「リスクコミュニケーションJ、「機能性食品の科学」

タスクフォース

②活動予算

50万円

委員長：日野哲雄、清水俊雄、武居綾子、大津満里子、倉沢環伍、福富文武

2003年度事業計画

1. イルシーILSIJapan誌発行

例年通り次の4回発行する予定。

2003年4月、 7月、 10月、 2004年1月

部数は600部程度にするが、今年から定期購読者を

増やし100～ 150名にしたいと考えている。そのた

めには幅広いPRや購読料の下げなども考える。

会員会社への部数を減らし、その分を定期購読者に

廻したい。

予算 50～60万円（今までの実績）
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2. ILSI Japanニューズレター発行

Hot Newsを随時発行。

予算 10万円

3. ホームページの充実

催物のお知らせを中心に一般の人も読めるものを随

時掲載する。

部会活動の成果、ホットイシューの科学的情報を適

宜掲載する。

予算 10万円

（以上）
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2003年度ILSIグローバル（本部）総会 報告

年会出席者

2003年度のILSIグローパル（本部）総会は、世界各地のILSI関係者ならびに招聴者およそ350名の参加者を得て、 2003

年1月15日から23日の問、米国フロリダ州マイアミ市のホテル・インターコンチネンタル・マイアミにおいて開催され

た。

日本からは、木村修一理事長をはじめ11名が参加し、各種の会議において日本からのインプット、コメントなどで貢

献した。

この総会の機会をとらえて、グローパル総会、北米支部総会、 HESI総会、グローパル支部会議、アジア支部会議、各

種のプロジェクト委員会、重要な課題に関する学術セッションも行なわれた。

以下にそれぞれの会議のハイライトを、参加者がまとめて報告する。

先ず、 1月17日からの年次大会に先立つて、 1月15日、

16日の2日聞をフルに使って、今後のILSIの戦略を検討

するためにILSI理事及び関係者による戦略会議が行われ

た。小生が出席したこのILSIBoard Retreatと、その後

大会中に行われた理事会(ILSIBoard of Trustees）及び総

会(ILSIAssembly of Members）の模様の概要を述べる。

1. ILSI Board Retreat 

戦略プランニング・コンサルタントで研修のプロであ

るMr.Fellonが進行役に招聴され、現在のILSIを『創業

者の社長が引退した企業』に例え、これからのミッショ

ンと組織運営について大変に活発な討議が行われた。

1日目は出席者を6～7人づっ6つの小グループに分け、

現在の課題や今後のあり方について突込んだ議論を行

い、各小グループの代表者が結果発表し、その各々につ

いて、また全員で討議するという形式で進行した。

Report from ILSI Annual Meeting 2003 

小生がかつて会社で受けた研修の雰囲気を久しぶりに

味わった。

2日目も新たに組換えた小グループで更に濃密な議論

を行って各々発表、全体討論へと続いた。

2日目の午後から全体討議の場でまとめに入った「以

上が経過である。

結果のポイントは次の知くである。組織構造はミッショ

ンに準ずるとの観点から、先ず長期ビジョンと中期の対

応すべき重要課題（CurrentCentral Challenge）が策定さ

れ、その後4つの戦略的重点項目（StrategicPriorities）が

選択され、それぞれの戦略項目に対する具体的目標

(Objectives）が策定され、それらに優先順位がつけられ

た。これらは“ILSIStrategic Map: 2003 2005, In The 

Context of Public Health・，として一表にまとめられている。

論議の中で多くの意見、提言が出されたが、二、三ピッ

クアップしてみる。先ずILSIGlobalが戦略ブρランニング

の対象の重要ポイントの一つであったが、 ILSIの組織そ

Participants of the Annual Meeting 
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のものが統一された概念によって形成されておらず、成

行きに従って発展してきた事が認識された。その中で

!LSI Globalと！LSIBoard of Trustees （理事会）の位置づけ

が今まで暖昧であったことが認識され、今後、明確化す

る必要性が共有化された。また、！LSIの最大の長所は、

多くの国々に於いて科学的評価が高いことであり、今後

も激変する情勢に如何に上手に対応してリ ーダーシップ

が発揮し続けられるかが大きな課題であるとの共通認識

が得られた。

インダストリ ー関係の理事から参加企業にとっての有

意義な活動の重要性が訴えられた反面、アカデミア関連

の理事からはもっと公的資金等導入すべきとの意見が出

された。

資金問題の重要性が共有化され、 今後活動を発展させ

るためには！LSIの有用性について内外の理解を広めると

共に資金集めのマーケティングの必要性が唱えられ、認

識された。

論議の中身とは別の面でソト生にとって印象深かったの

は、 一つは最後のまとめの段階で、主に巨大米の出席者達

は一つ一つの文章の言い廻し方から単語の意味に至るま

で各自が執拙にこだわり、最終の文言の決定に至るまで

相当の時間を費やしたことが挙げられる。これは厳しく

意見を交わしながら全員が納得出来る形をつくる とい

う、契約社会に生きる人達の持つ民主主義の考え方を垣

間見た気がした。

今一つは、 ！LSIAnnual Meeting／二出席していつも思L、

知らされることだが、英語の出来ない人聞は出席するこ

と自体、不適切だということである。特に今回のように

小グループ制での濃いやりとりの場面ではこのことを嫌

という程痛感した。小生の場合、 幸いに英語に関して

Native Speakerと全く同レベルの力を持つ昧の素杜の木

村部長の同伴を得たので何とか格好がついたが、今後よ

く考えるべき事柄と考えている。

2. ILSI Board of Trustees （理事会）

!LSI本部の人事の紹介が行われた。JimStanley会長が

辞任し、会長が交代した。

新メンバーは

President : Dr. GarγHenderson （元Kraft社）

Executive Director: Dr. Eileen Kennedy （元USDA)

Board Chair: Barbara Schneeman (UC Davis) 
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新旧本部会長と

（左）ゲリ－－へンダーソン新会長

（中）木村修一ILSIJapan理事長

（右）ジエームズスタンリ一前会長

新会長から前述のBoardRetreatの説明があり、今後の

方針のベースとする旨の明示があった。

また、これを機会に長く親しまれてきた！LSIロゴの新

しい図案が紹介され、承認された。

なお、 一連の報告の中で！LSIRF(Research Foundation) 

が大きな赤字を抱えていること、また！LSIの基金が減少し

つづけ、 2000万ドルレベルから1500万ドルレベルになって

L、ること等に関しては小生としても問題意識を持たざる

を得ない。JLSIのミッションは今後、益々重くなることは

間違いないにもかかわらず、このような財政上の縮小傾向

が出ていることは、例えば関連の深p；）イオテクノロジーで

いえばやはりShadowWork型の、活動より、科学：肢体.jI：の

新発見や新発明、あるいは画期的な新製品の開発などに

関心が相対的に重くなる方向に行くのだろうかこれらの

一連の報告を聞きながら一抹の寂しさを禁じえなかった

3. ILSI Assembly of Members 

先ず、 Mr.FellonによるBoardRetreat の報告があった

次いでFDADeputy CommissionerのLesterCrawford 

の講演があり、今後のFDAの方針を説明した

①バイオテオリムズ対応の輸入食品安全性対策、新規

要員を832人採用するが、うち700人強は食品の安

全性関係の仕事を行う。

②消費者に適切な情報提供のための健康表示に関する

ガイドラインを検討中とのこと。

③今年から真剣にCodex改革に取組む旨明示



④GMOについては安全性の実績あり、等々内容で

あった。

II.SIは科学を基盤に食品の安全性、有用性に係わる世界

レベルの非営利組織として、文字通り産学官連携で大きな

成果を挙げて来たが、 LEわばFounderであるDr.Malaspina 

が自ら創設したCHPの会長に去って2年、そしてまた現下

11.51という組織の存在は、奈良毒’性病理seminarに参

加したおり、かなり限定的な情報として知ったものです。

ついで、、わたくしどもが、 11.51/HESIのtoxicogenomics

subcommitteeに参加することに致しまして、 HESIとい

う組織を知りました。事程左様に、 11.51に対するわたく

しの認識は、はなはだ未熟な状態で、この2003年の年会

に参加したことになります。そして、この魅力的な非営

利科学活動団体の組織的な構造に関しては、このたび参

画した年会の最中も、また、この報告を認めております

現在も、正直中しまして、よく理解していない体たらく

である事、お許し願わねばなりません。

さて、初めて11.51の年会に参加致しました印象を率直

に記載しましょう。その活発で、真剣な議論と、産・

官・学の絶妙な意思疎通のありかたに驚きました。つま

り、翻って、日本には、このような意識や、活動が育っ

ていないことを痛感させられました。目的を達成する為

に、組織の枠を越えて、率直な意見交換と議論が、実際

に行われていることに、感動すら覚えたものです。

一方、前述のごとく、 11.51の組織は、初心者にとって、

とても穫雑な印象であり、理解を助ける為の工夫が必要

ではないかと思いました。しかし、 1月19日に行われた、

HESIのNewTrustees Orientationで、は、担当者（特に、

SandlarさんやHolsappleさん）の木目細かな心遣いが、

とても家庭的な印象で、初参加の緊張を和らげてくれた

のは、意外な側面でありました。このorientationで「プ

ロジェクトの継続可否および資源配分」に対するわたく

しの質問に、 Michigan大学のDr.J. L. Goodmanが「それ

が問題だ」と答えた率直さにも驚かされたものです。

製薬企業に所属する筆者にとって、今回のプログラム

で出色であるとd思ったのは、 ILSl/HESIの「Emerging

Computational Tools for Toxicology」と11.51/RSIの「New
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の財政上の動きなどを併せ考えるとIlSIは明らかに一つの

時代が終罵し、新しい時代を迎えつつあることを実感する。

その点で、今回のBoardRetreatは誠に時宜を得たものと考え

る。今後のこうした大きな展開の中で、 ll.51Japanが今ま

でに増して内外にその存在感を強めて行く方策を具体的な

仕事として是非検討し、実行して行くべき使命があること

を今回の出張を通じて改めて強く感じた次第であるc

Developments in Cancer Risk AssessmentJでありますυ

l Eずれも、これからの創薬を戦略的に展開する上で示峻に

富む問題提起でありました。すなわち、 computerの活用で、

基礎的な情報を創造的な材料とすること、また、化合物の

MOA (modes of action）を科学的に明らかにすることによっ

て、種差の難関を乗り越える手法の開発や、ヒトへの危険

度予測および安全性の理論構築に活用しようとするもので

した。これらの考察が、 11.51の中で組織的に行われ、産－

官・学の間で、透明性を強く意識しながら、その成果を共

通の情報として活用し、協力して、より高次の段階へ A歩づ

っ進めようとしていることに感心しましたc残念ながら、日本

国内では、相変らず効率の悪い投資と透明性の不良な’情報

や活動が多いということを改めて思い起こさせられましたA

ところで、筆者としては、毒性病理学会でお世話にな

った、伊東信行先生に会場でお目にかかれたことは嬉し

いことでしたし、参加した「MembershipDevelopment 

Committee」の座長が、｜日知のDr.Gary Williamsで、あっ

たことは、世の中狭いものだと感じ入った次第です。し

かし、日本からの参加者が、とても限られており、また、

少なかったことが気になりました。日本国際生命科学協

会の活動を工夫し、製薬業を含む幅広い参加企業を募り、

日本における透明性のある産・官・学の共同研究を支援

することができればと思いました。

また、個人的には、この度の11.51年会への参加によっ

て、大いに触発されましたし、サントリー（株）の田中さん

はじめ、お考えのしっかりした方々にお目にかかれたこ

とが、大きな収穫であったと思っております。

おわりに、日本国際生命科学協会の福富さん、 ICaRuS

の武居さんたちには、 11.51初心者のわたくしに、大変な

心遣いをさせてしまいました。ここに記して、御礼申し

上げます。

ILSI’No.74-51 
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ILSIグローパル総会（1月19日）

IlSIは、本年創立25年を迎えた。総会に先立ち、本部

理事及び各支部の事務局長が参加して次の時代に向けて

2日間にわたる戦略会議が行なわれて次のような提言が

まとめられた。

変化しつつある環境下において、主たる受益者に対し

てIlSIが関与し、影響を与えよう！そのためには、次の

ような事項が考慮されるべきである。

(1）世界共通の諸問題について科学におけるリーダーシ

ップを発揮する。

(2）世界中のILSI組織、研究所における共同事業を推進する。

(3) IlSI組織内の各層におけるリーダーシッフ。を強める。

(4）調査研究事業のためのファンドの確保に努め、かつ有

効に活用する。

IlSIにおける世代交代が進み始め、時代に相応した事

業とマネジメントが望まれる。

IlSIグローパル（本部）においては、新体制のマネジメ

ントが決まった。

理事長（非常勤）パーパラ ・シュニーマン

（カリフオルニア大学デイビス校栄養学部教授）

会長（常勤）ゲリ ー・へンダーソン

（前クラフ卜社科学担当役員）

事務局長（常勤）アイリ ーン・ケネディ

（前米国農務省栄養担当官）

支部調整担当（常勤）シェリル ・ロング （職員）

世界中に置かれた支部は、より一層の独立性が求めら

れる一方、支部問、特に各地域における支部の連携と協

調が要求される。

IlSIの世界的に共通のプロジェク卜として、当面は次

の4つの課題がある。

(1)肥満、過体重の予防

これについては、 WHOのパンパシフィック地域事務

所と共に、中南米をモデルとした肥満予防のためのメ

ガプロジェクトに取り組むこととなった。
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ILSIグロ－｝Uレ総会議長団

(2）食品安全とリスクアセスメント

特にリスクアセスメントの普及のために、WHOなら

びにFAOと共にリスクアセスメン卜・トレーニング

プログラムを開発中であり、その完成を待って、世界

中で教育訓練を推進する予定。

(3）機能性食品科学

機能性食品に関する認識と科学的なアプローチにおけ

る東西のギャ ップがみられる中で、科学的な評価につ

いてのコンセンサス作りが進められる。

(4) J'iイオテクノロジー

遺伝子組換え食品については社会的な議論を残してい

るが、 ILSIにおいては科学的な評価への情報提供とコ

ンセンサスっくりの機会を設置する

ILSIは、グローパルにはWHOやFAOといった国｜療機

関、 EUやASEANといった地域機関あるいは各国政府機

関において科学的なNPOとしての高い評価を得ている

日本においても、食品安全、 栄養、健康、食品機能に

おける科学的な課題の解明において、期待されるような

努力を続けたい。

(ILSI Japan事務局長福冨 文武）



1. グローバル支部会議（1月17日）

世界各地の支部代表による会議においては、支部共通

の課題と本部・支部問、支部聞におけるコミュニケーシ

ョンの改善、グローパルな課題への取り組みについての

協調、支援について討議された。

(ILSI Japan事務局長福冨文武）

2. ILSIアジア支部会議（1月19日）

アジアには、日本のほかに、韓国、インド、東南アジ

ア地域（かつて存在していたタイ支部、オーストラレー

国際機関協力委員会とその分科会であるILSI/FAOフ

レームワーク分科会、コーデックス対策分科会、国際食

品バイオテクノロジー委員会、糖質調整委員会、機能性

食品科学委員会、グリセミック・インデックス臨時委員

会、アクリルアミド臨時委員会が、それぞれ行なわれ、

科学的な取り組みのあり方、役割分担、共同研究の可能

性等が討論された。

1. 糖類調整委員会（1月18日）

ILSI International Sugars Coordinating Committee （糖

類調整委員会）は本部及び各支部代表など約30名の出席

を得て、 1月18日（土曜日） 16時から 17時30分の間

Intercontinental Miami HotelのWindsorRoomで開催さ

れ、主として「GlycemicIndex に関するWorkingGroup 

の提案jに関する討論が行われた。以下に本提案の背景、

内容及び討論における特記事項等について報告する。

( 1 ) Working Groupの提案の背景

・ ILSIメンバーの多くがGIをILSIが新規に取り組むべ

き課題であると考えていること。

－食品の血糖値応答を一定の標準法で測定して、糖尿

病・心臓病予防のためのマーカーとすることが提案され

2003年度ILSIグ口一｝＇＼）レ（本部）総会報告

シア支部と東南アジア支部が合体して1つとなった）の

各支部と中国事務所（会員を擁しないで事務局を設置し

ている）がある。

アジア共通の課題について協調する可能性が討議され

た。とりわけ、食品機能性についてのコンセンサスや科

学的な取り組みをいかに構築するか、本年ASEANが活

動を始動するに際して、この分野では先輩格の本協会の

指導性を期待する声が高い。

なお、本年9月23日～26日インドネシアのパリで第4回

ILSI食品安全・栄養会議を開催することが決められた。

(ILSIJapan事務局長福冨文武）

ているが、食品の血糖値応答に基づいて食品の摂取を

管理することに対しては未だかなりの議論が残っているc

．一部の国（スウェーデンや南アフリカ）では栄養表示

や健康表示にGIを応用することへの関心が高まっ

ているが、糖尿病の予防や食事指導に対してGIが

有効であるか否かは科学的な合意に達していないこ

．健康問題に携わっている専門家や消費者が疾病のリ

スク低減や健康状態の改善を目的としてGIを利用

することに関しては科学的な合意が欠けているr

・ ILSIがその特長を生かしてGIを取り巻く諸問題に取

り組むについてはどのようにすべきか？ 現状では

焦点が定まっていない。

(2) Working Group の提案内容

1）作業部会の立ち上げ

－従来からの科学的知見を整理し、合意に至ってい

る点、合意に至っていない点をそれぞれ明確にし、

ILSIならではの課題を提案するために作業部会を

立ち上げる。

－作業部会は、支部の意見を広く取り入れて選ばれ

た専門家と支部の代表によって構成される。メン

バーの選定に当たっては、地理的に広範であるこ

とやバランスのとれた視点に留意する。
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2）作業部会の作業予定

－基本的な論点を網羅する「背景報告書jを準備す

るため執筆者の選定を行う（2003年2月）。執筆者

は、適切な科学文献を集めてそれらを要約する。

．作業部会メンバーに対して作業部会への参画を要

請する（2003年3月）

. 2003年10月には、 2日間にわたる作業部会を開催

し、 ILSIとして取り組むべき課題を検討し戦略を

明確にする。メンバーには事前に「背景報告書j

を配布する。

3）作業部会の予算

. 5.5万ドルー8万ドルが必要である。

4）作業部会以後の取り組み予定

・ ILSIの課題を解決するため専門家会議を組織し結

論を導く 。

－データが不足している点についてはスポンサー研

究を推進する。

－情報公開のための国際会議を開催する。

(3）討論

－作業部会のメンバーには欧米のみならず日本や南ア

フリカなど広く選出すべきである。

・ ILSIが取り組むべき課題は、 Role of food in 

glucose controrの分野であり、「食事や食品が血糖

｛直制御に対してどのような役割を果たしているの

かjをGlycemicCarbohydrateの干見点から明らかにし

て行くことではないだろうか？ 従来、ややもすれ

ば医者や管理栄養士などが主体となってGIの健康

効果に関する議論を中心に取り扱われてきたが、食

品企業や食品工学からの視点も重要である。

・GIの問題は、単にSugars（糖類）の課題と して取り

組むのではなく、より広く Carbohydrateの問題とし

て広く取り組むべきである。

－医者、管理栄養士、食品企業、食品工学の専門家な

ど広範な人材を集め、多面的な取り組みが出来るの

がILSIならではの特長でないか？

・食品表示への応用は長期的な課題であるが、当面は、

科学的な調査に集中し、専門家のコンセンサスを取

りつけることに重点を置くべきである。

－実行予算の獲得が今後の重要課題である。NIHなど

を視野に入れて活動することも考慮すべきである。

54一一ILSINo.74 

以上がGIに関するWorkingGroupの提案に対する討論

の状況であったが、支部の活動状況として、中国でGI

に関するシンポジウムが開催され、好評であった旨の報

告がなされた。

最後に、本委員会の名称を、 ！LSIInternational Sugars 

Coordinating Committeeから！LSI International 

Carbohydrate Coordinating Committeeと改称すべきであ

るとの提案がなされ、これが承認され、閉会となった

(!LSI Japan糖類研究部会長足立発）

2. バイオテクノロジー食品委員会

（サントリー（船橋本昭栄）

食品バイオテクノロジ一委員会は20日17時30分～19

時30分に行われ、活動の報告があったc委員会の中心的

活動は開発途上国でのセミナー開催て＼委員会報告とし

ては東南アジアでの食品安全性について東南アジア支部

のBoonYee Yeong氏から南米で、の検出法についてブラ

ジル支部のYokoyama氏から報告があった3

（写真l)

（写真2)



タスクフォースとして

作物成分データベースの作成についてShillito氏から報

告があり、 2月には使えるようになると発表された。（写真

1）この件はポスターセッションの時から円、つ使えるのかJ

を議論して、答えは「SoonJで、 Soonの中身としてはじめ

ての答えであった。なお、 3月現在「使いやすくするため」

改良中である。出来上がればwww.cropcomposition.org

でデータが得られるようになる。

また、動物試験のガイドラインの構築について

Kurtyka氏から（写真2）、栄養成分改善食品の安全性に

ついてFuchs会長から、タンパク質の安全性について

Astwood氏から発表があった。

3. ポスター・セッション
（サントリ ー（船橋本昭栄）

ポスターセッションは19日夕方6時から行われた。

展示は本部25周年記念の展示と各支部の活動の展示と

同じ場所でテーマ別に

ポスター展示会場風景

バイオテクノロジーの展示

2003年度ILSIグ口一JI.ル（本吉町総会報告

ノfイオテクノロジー 4f牛

食品安全 7件

機能性食品 41'牛

栄養 8件

肥；荷 3件

リスクアセスメント 22件

その他 3件

が展示された。日本支部からはノfイオテクノロジー（ノ〈イオ

部会）と機能性食品（茶部会）に各l件の展示を行った茶部

会は現在進行中の各地の茶成分のデータベースのフJロジェク

トに関し展示し、成分などに着いて議論が行われた バイオ

部会は最近の活動の報告を展示した オピニオンリーダーへ

のシンポジウム・セミナーにはヨーロッノf支部から疑問も止され

たが、！LSIがノfイオ推進団体として消費者Aに働きかけている

とは取られていないというアンケート結果で理解してもらえた

なお、 2002年3月に行ったマッキントッ、ンュさんの講演の写真は

画面が日本語になっていることて、かなりの話題提供になった」

なお、支部の展示も含めロール紙での展示を行ってい

ないのは日本と韓国およびCHPだけであり、来年度は考

える必要があるかも知れないc

マラスピーナ前会長に説明する原部会長

ほとんどの展示はロール紙で行われていた
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ポスターセッションのすべて、および学術セッション

の要旨については、 ILSIのホームページで公開されてい

ILSI Center for Heath Promotion (ILSI CHP）の年次役

員会が1月17日（金）午後2～5時に行われた。 ILSICHP 

役員の一人として出席したので、年次役員会の中での活

動報告について簡単に報告する。

ILSI CHPは1999年にNPO法人として正式に認定され、

その目標は、重大な公衆衛生上の課題について、産－

学・官界を糾含し、科学的根拠に基づいて解決策を提案

し、実行することにある。

現在、主に次の3つのプロジェクトを実施している。

(1）プロジェク卜 PAN(Physical Activity 

and Nutrition ：身体活動と栄養）

－子供及びティーンエイジャーの肥満の診断、予防、

治療について、ヘルスケアプロパイダー（HCP）の

活動を効果的に行う教材や方法を開発、評価する研

究活動を行っている。 2002年には、子供の過体重の

評価や治療に関わるヘルスケアの専門家の為の訓練

法やその手段の実際の効果を評価する3つの研究を

始めた。 2003年までには、 25,000のヘルスケア専門

家からのデータの評価を行い、かつ専門家の再教育

法を研究機関と共同研究する予定である。

・TAKE 10 ! Rプログラムは、主として子供及びティーン

エイジャーの身体、活動を促進する活動であり、小学校

から中学校また幼稚園の幼児まで活動が広がってい

る。プログラムの認知度も高まり、 2002年には、 300

校以上で100,000人以上の生徒が参加するプログラム

になっている。また、これらのプログラムを科学的に支

援するために、大学や研究機関と行動変容研究、プ

ログラム導入に伴う効果の科学的実証を進めている0

・ILSISEAからは、シンガポールでの学童の身体活動

と栄養教育のプログラムに引き続いて、タイ政府と

共同で、学童の過体重と肥満予防の運動と栄養プロ

グラムを進めることが報告された。アジアの諸国で

は、学童の肥満が大きな公衆衛生上の問題になり始

めている。
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るので、ご覧いただきたい。

(http://www.ilsi.org/misc/posters/posterhome.pdf) 

・ ILSI Japanからは、 2つのプログラムの進捗状況が報

告された。高齢者のTAKElO! Rでは、秋田県の南外

村で東京都老人総合研究所と共に、 TAKElO! R冊子

を使った介入試験が進んでいる。職域でも運動と栄

養教育プログラムが、明治乳業（怖とサントリー怖にお

いて実施され、良い結果がでている。これらの活動

はPAI可フ。ロジェクトとして2003年に正式に報告されるじ

(2）プロジェクト IDEA(Iron Deficiency 

日iminationAction：鉄欠乏症撲滅活動）

1）中国ではキレート鉄を強化した醤油を使い、貴州で

10,000人以上の村民を対象とした介入試験が行わ

れ、 1年間経過後、貧血症の大幅な改善が確認され

た。例えば、 3～6歳の幼児の貧血擢患率は、 40%強

から10%以下に減少している。キレート鉄強化醤油

も村民から好意的に受け入れられ、商業化が政府か

ら認められた。 2002年末現在、既に11社において

キレート鉄強化の醤油が市場に導入されているつ

2）ベトナムでは、キレート鉄を強化した魚醤を使い、

紅川のデルタ地帯14,000人の住民を対象に、実証

試験が進んで、いる。 1年の継続テストが2002年12

月に終了し、分析が現在進行中であるが、女性の

貧血症擢患率が大幅に改善され、血中の貯蔵鉄も

場加したことが観測された。 2003年にキレート鉄

で強化された魚醤が商業化される見込みである。

3）インドで食用塩をヨードと鉄で2重に強化することが

検討されている。ハイドラバードの国立栄養研究所で

各種2重強化した食塩の安定性試験が進められてい

る。 2003年に安定性を確認後、次のステッフ。に移る勺

(3）プロジェクトWater（飲料水の品質）

1）世界的な飲料水の水質汚染を鑑みて、 IL51CHPで

は水の汚染とその品質改善をプロジェクトとして

取り上げるべきか検討中である c その1つの試みと



して、ベトナムのハノイ近郊で10ヵ所以上の水源

での水質の定点観測を始めた。 12ヵ月の観測が

2002年12月に終了し、次の活動計画を決定する。

本年の本部総会で、 Dr.E. Kennedyから提案があった

ように、過体重と肥満についてのメガ・プロジェクトが

提案され、この公衆衛生上の問題を世界規模で取り上げ

ることになると思われる。

Childhood Obesity 
(Organized by !LSI North America) 
Jan. 20, 8:30 am -12:00 pm 

New Developments in Cancer Risk Assessment 
(Organized by !LSI Risk Science Institute) 
Jan. 20, 8:30 am・12:00pm

Food, Genomics, and Human Genetics 
(Organized by !LSI North America) 
Jan. 21, 8:30 am -12:00 pm 

Toxicokinetics of Drugs and Chemicals in Children 
(Organized by !LSI Health and Environmental Sciences 
Institute) 
Jan. 21, 2:00 pm -5:30 pm 
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ILSI CHPでは、 PANプログラムを世界に先駆けて

1999年から始め、着実に成果を挙げつつありる。今後

ILSI全体としてメガ・プロジェクトを世界規筏で進めて

いくに当たり、特にCHPの目標である科学に基づいた解

決策の提案とその実行という活動は、社会貢献というこ

とで大いに貢献できるものと思う。

(ILSIJapan副理事長戸上貴司）

Emerging Computational Tools for Toxicology 
(Organized by ILSI Health and Environmental Sciences 
Institute) 
Jan. 20, 2:00 pm -5:30 pm 

The Impact of Small Changes in Physical Activity Behavior 
on Health Outcomes 
(Organized by !LSI Center for Health Promotion) 
Jan. 20, 2:00 pm -5:30 pm 

Challenges in Developing DRls for Energy and 
Macronutrients 
(Organized by !LSI North America) 
Jan. 22, 8:30 am -12:00 pm 

FNSC Hot Topics 
(Organized by !LSI North America) 
Jan. 22, 1:30 pm -5:00 pm 

＠発ガンリスクアセスメントにおける新展開（NEWDEVELOPMENTS IN CANCER RISK ASSESSMENT) 

毒性学の古典的なテキストである“Casare仕e& Doull’s 

Toxicology・，の著者で、毒性学の権威であるカンサス大学

メデイカル・センターのDr.John Doullを座長に迎え、 RSI

サイエンティフィック・セッションは“NewDevelopments in 

Cancer Risk Assessment （発ガンリスクアセスメントにおけ

る新展開）”と題して開催された。

1. 米国環境保護庁（EPA）発ガンリスクアセ

スメント・ガイドライン

William H. Farland, Ph.D. 

(0血ceof Research and Development, US 

Environmental Protection Agency) 

1986年に米国 EPAが発行した“ Guidelinesfor 

Carcinogenic Risk Assessment （発ガンリスクアセスメン

ト・ガイドライン）”の改定について、 EPAのDr.Farland 

より最新の状況が紹介された。 EPAは、ガイドラインを

最新の科学を反映する柔軟性のある文書と位置付けてお

り、 1986年に最初のガイドラインを発行して以来、常に

見直しを検討してきている。発ガンプロセスと細胞レベ

ルにおける疾病のメカニズムに関する理解が著しく進歩

したことを受け、 1996年に発ガンリスクアセスメント・

ガイドライン改定案が示された。この改定案はその後、

EPAのScienceAdvisory Board (SAB）の複数にわたる審

議及びパブリック・コメントを経て、更に改定が加えら

れ、間もなく 2003年改定案として公表され、再度；＼ブリ

ック・コメントにかかる予定である。既に数年間にわた

り検討が加えられてきていることから、 EPAは今回のパ

ブリック・コメントの焦点として以下の点を挙げているν
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・“defaultassumption”の性格と使用

．“hazard descriptors＇，の定義と適用

・発ガンメカニズムの確立（例としては、ライフステー

ジの違いによって感受性が変化する可能性のよう

に、特に子供への適用の妥当性）

－非線形用量相闘を示す発ガン物質に対する“default”

低用量外挿アプローチ

2003年改定案は、ヒトの健康の保護に関与している他

の行政官庁でもパブリック・コメントと同時に検討され

る予定である。 EPAはコメント受領後、コメントを反映さ

せた最終ガイドラインを2003年中に発行する予定である。

また、 EPAは、ガイドライン改定案と共に、

“Supplemental Guidance for Assessing Cancer 

Susceptibility from Early Life Exposure to Carcinogens 

（発ガン物質への年少時暴露による発ガン感受性評価の

ための補足ガイダンス）”という補足文書を発行し、コメ

ントを求める予定である。

（追記：ガイドライン2003年改訂案は2003年3月3日に

EPAより公表され、 5月1日までパブリック・コメントに

供されている。ガイドライン改定案、補足文書共にEPA

のインターネット・サイト

(http://cfpub.epa.gov/ncea/c釦i/recordisply.cfm?deid=55445)

でダウンロード可能である。）

2. 実験動物の腫蕩性反応をヒ卜におけるリ

スクアセスメントヘ外挿することの妥当性

と適応性を確立するためのフレームワーク

Samuel M. Cohen MD Ph.D. 

(University of Nebraska Medical Center) 

化学物質が実験動物に腫療を発生させるメカニズムの

解明は、実験動物における腫濠性反応をヒトに対するリ

スクアセスメントに外挿することの妥当性を判断する上で

重要な要素である。腫蕩発生のメカニズムに関するデー

タを分析するためのフレームワークは、米国EPA及び

IPCS (International Program for Chemical Safety）が最近

発行した文書の中で取り上げている。米国EPAとカナダ

保健省から資金を得てILSI-RSIが実施したプロジェク

トの成果を紹介したこの講演の中で、Dr.Cohenは、メカ

ニズム・データ分析のフレームワークにおいて、関連す
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るデータ及び情報を質的及び定量的に評価することが重

要であると強調した。メカニズム・データ分析のフレー

ムワークには、以下のステップが含まれているむ

(1）実験動物におけるメカニズムの重要な段階を確認する

(2）実験動物におけるメカニズムの重要な段階とヒトの

システムからの同等な情報とを横並びに比較し、

「一致jするかどうかを検討する

(3）メカニズム分析のデータと情報に感受性と暴露に関

する相対的な情報を加え、実験動物における腫蕩反

応をヒトに対する発ガンアセスメントへ外挿するこ

とが妥当かどうか、データの重要性の遣いを考慮、に

入れて判断する（weight-of-evidencejudgments) 

Dr. Cohenは幾つかの化合物に関する具体的なデータ

をフレームワークに当てはめ、ヒトのシステムでは実験

動物と同じメカニズムが起こりえないことから、外挿す

ることが適切でないと判断されるケース、同じメカニズ

ムは起こりうるが、暴露量の違いから発ガンには至らな

いと判断されるケース、そして、ヒトにおいても同じメ

カニズムが起こり、暴露量からも発ガン作用を誘発する

ケース等の実例を示した。動物実験データを用いて、化

学物質のヒトにおける発ガンリスクアセスメントを行う

上で、メカニズムに関するデータは今後益々重要視され

ると考えられるが、データの取り扱いについてコンセン

サスを得ることは非常に重要でおあり、 ILSI-RSIのプロジェ

クトが開発したフレームワークがメカニズム・データを分

析するステッフ。の標準化に大きく寄与すると考えられるu

3. PPARαアゴニストに起因するげ‘っ歯類

における腫蕩の科学的知見及びヒトに外

挿することの妥当性に関する最新の見解

Ruth A. Roberts, Ph.D. 

(AventisPharma, Centre de Recherche) 

Dr. Cohenの講演の中でも例として取り上げられたベ

ルオキシゾーム・プロリフィレーター（PPs）について、

その肝腫湯誘発のメカニズムとげっ菌類のデータをヒト

に外挿することの妥当性について、最新の科学的知見が

AventisPharmaのDr.Robertsより紹介された 2

PPsには、 ppによって活性化される受容体（PPARa）を

活性化する非遺伝子障害性のげっ菌類肝発ガン物質であ

る多種多様な化学物質群が含まれている。これらの化学



物質には、心臓疾患のリスクのある患者に投与する

benzafibrateやgemfibrozilとL、った医薬品、農薬、また、

可塑剤として使用されている工業用化学品のdi-(2” 

ethylhexyl) phthalate (DEHP）等が含まれている。

げっ歯類において、 PPsによって肝腫蕩が誘発される

ことは明らかである。しかし、非遺伝子障害性発ガン物

質に対しては著しい種差が存在し、げっ歯類で観察され

たPPsによる有害作用は、ヒト及びモルモットでは誘発

されないことが科学的に証明されている。ヒト肝培養細

胞を用いた試験では、 PPsl二対する反応として、ペルオ

キシゾーム増殖または§フェーズの誘発が起こらなかっ

た。また、このinvitro試験の結果を受けて実施された

ppである医薬品fibrateを投与した壱、者における臨床試験

の結果、有害作用が起きないことが確認されている。更

に、 DEHPの暴露を受けた労働者においてもガン発症率

の増加は認められなかった。これらのことから、肝肥大

や肝腫療といったPPsの有害作用に対し、ヒトには耐性

があることが明らかである。

げっ歯類におけるPPsによる有害作用は、 PPARαを介

して誘発される。しかし、ヒトにおいては、 PPsによっ

て誘発されるペルオキシゾーム増殖や腫蕩発生は起こら

ない。げっ歯類におけるPPsの有害作用はPPARaを介し

て発現することから、 PPARαの量的な差がヒトにおいて

同様な有害作用が認めらない理由として考えられる。
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ヒトにおいても、血清中のコレステロールや脂質の恒

常性を制御する酵素発現の変化というPPsに対する反応

は認められる。ヒトの肝にも機能性のPPARa1ま存在する

が、ラットやマウスに比べ、 PPARαの発現は10分のl以

下である。つまり、ヒトにおけるPPARaの発現量は、血

中の脂質を抑える医薬品の効果をもたらすには十分であ

るが、ラットやマウスで観察された有害作用を誘発する

ほどの量ではないと考えられる。

更に、最新の研究の結果から、げっ菌類においてPPs

に反応することが判明している遺伝子のプロモーター領

域のDNA配列にヒトのDNA配列との遣いあり、この遣

いがヒトにおいてペルオキシゾーム増殖や腫場発生が起

こらないことと関連していることが示唆されている乙少

なくとも、げっ歯類のペルオキシゾーム増殖のマーカー

であるー遺伝子にとって、配列の差は活性化を阻む要素

になっている。

以上のように、 PPsの例からも、実験動物に認められ

た腫蕩性反応に基づき化学物質のヒ卜における発ガンリ

スクアセスメントを行う上で、腫1喜発生のメカニズムに

関連するデータ及び情報を質的及び定量的に評価するこ

とが重要であることが示されたc

(ILSIJapanサイエンティフィック・アドノtイザー

武居縄子）

＠身体活動の行動変容が健康に及ぼす影響について

(THE IMPACT OF SMALL CHANGES IN PHYSICAL ACTIVITY BEHAVIOR ON HEAL TH 

OUTCOMES) 

本セッションは、 Dr.John Petersの議長の下で、 4名の

演者により進められた。以下に各演者の要旨をまとめる。

1. 肥満の拡大：身体活動による予防と治療

Dr. John M. Jakicic, Ph.D. (Univ. of Pittsburgh) 

米国では、 65%の人々が過体重であり、そのうち肥満

(BMI > 30）の人々が30%である。過体重はエネルギー
の摂取が消費より多くなっていることに起因しているの

だから、身体活動による体重管理が最も重要である。短

期的な（12週）介入試験では食事と運動を組み合わせた

介入が最も効果があることを示している。長期的な（18

ヵ月）の体重減少を目標とする研究では、週に150分以

上の継続運動が必要であることを示している。 1995年に

CDC及び、AmericanCollage of Sports Medicineでらは「米国

人は少なくとも毎日30分間、中位の強度の身体活動をす

ることが望ましLリとしている。しかし体重管理のため

には、 2002年にInstituteof Medicineが「少なくとも毎日

60分の中位の強度の身体活動」を推奨している。これは

18ヵ月の介入試験でも示されている。身体活動は体重増

加とも相関関係があると言われているが、どの位の身体

活動が最適であるかについては、まだ確立されていない

食事と身体活動をあらかじめ決めたプログラムで行うグ

ループとライフスタイルの中に組み入れたグルーフで比
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較を行うと、両グループ共、体重減少と長期の継続効果

(68週）が見られた。ライフスタイル・グループは毎日の

生活の中に30分間継続的にほぼ毎日身体活動を行い、そ

のような身体活動を行うよう行動変容することの重要性

が教示された。要は、身体活動をしたくないパリヤーを

認め、行動を変えることが重要である。

2. 糖尿病と高血圧のための運動：運動は循

環器系健康にとって有効なライフルタイ

ル療法になり得るか

Dr. KenγJ. Stewart 

(John Hopkins Bayview Medical Center) 

E型糖尿病及び高血圧は、循環器系の健康に特に脅威

であり、循環器系の疾病の危険を大きくする循環器の構

造や機能の異常を引き起こす。身体活動の研究は、グリ

セミック・コントロール及び血圧降下に焦点を当ててい

ることが多いが、糖尿病及び高血圧に起因する循環器系

疾患に対する身体活動の効果については良く認知されて

いない。演者は、これまでの研究結果を調査し、運動ト

レーニングがH型糖尿病及び高血圧症の患者の、循環器

系健康の改善に役立つことを示し、運動処方筆の為のガ

イドラインを提供している。詳細については、 JAMA,

October 2, 2002,Vol. 288, No. 13, p. 1622～1631を参照さ

れたい。

3. 身体活動とうつ病の治療：最近の知見と

方向

Dr. Andrea L. Dunn, Ph.D. （百1eCooper Insti削除）

先進国ではうつ病は、早産や身体障害で、蒙った打撃の

中で、心臓疾患に次ぐ大きな問題である。薬剤治療や心

理治療（psychotherapeutic）は進歩してきてLミる。しかし、

多数の人々は治療を求めなかったり、あるいは有効な治

療を受けていない。これは、多分に精神的障害に伴う恥

辱感や保険制度の不備によるものである。身体活動はう

つ病の治療に大きな役割を担うことができる。数多くの

疫学上あるいは介入試験が、身体活動がうつ症状を改善

できることを示しているにもかかわらず、身体活動は有
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効な治療法としてまだ受け入れられていなl、c 演者はこ
れまでの文献を調査し、うつ病の判定、効果的な治療標

準に合致する身体活動について議論し、最新のうつ病の

研究を紹介している。詳細については、 Controlled

Clinical Trials 2002, Vol. 23, p. 584～603を参照されたいu

4. 社会変化と健康増進：どこから始まるか？

Dr.John C. Peters, Ph.D. 

（官1eProcter and Gamble Company) 

肥満は、種々の環境因子一一例えば、高カロリー食品、

広告宣伝活動、座位でのライフスタイルーーが関係して

いる。しかし、これらの因子はもっと基本的な社会的、

経済的な変化によって起こっている現象と考えられる e

この問題を解決するには、 2つの同時平行のアプローチが

必要である。 1つは、包括的な社会の変化を起こすキャ

ンペーンであり、より健康なライフスタイルを目指すこ

とである。それには、確固とした政治的政策を示し、健

康なライフルタイルに移る社会的、経済的インセンティ

ブを示す必要がある。この変化には時間がかかる。そこ

で2番目の短期的アプローチとして、現在の環境の中で

体重を積極的に管理する道具を提供する必要がある日こ

の道具は、億単で達成できる解決法でなければならず、

結果として身体活動と食生活を通じてエネルギー・ノtラ

ンスを必要なレベルに保つ必要がある。肥満を解消する

ためのエネルギー・ギャップを推定してみると、各種の

データからこれまでの体重増は、年に1.8～2.0ポンドで

あったと思われる。これは、平均的な人で、 1日15kcal

のエネルギー蓄積となり、 90%のアメリカ人では1日

50kcalとなる。エネルギー効率を50%とすれば、これま

での過体重は1日にlOOkcalを身体活動なり食生活によっ

て減じることにより解消できることになる。これは、 1

日に1マイル余分に歩くなり、食事をやや少なくするこ

とにより達成できるc 我々は、現在の環境の中で肥満の

危険性を認識し、毎日の行動を少し変えることがいかに

重要かを啓発し続けなければならないじ 1日100kcal減は

達成可能なライフスタイルの改革であるc

(ILSIJapan副理事長戸上貴司）
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．エネルギーおよび栄養素のORI改訂に向けて

(CHALLENGES IN DEVELOPING DRls FOR ENERGY AND MACRONUTRIENTS) 

このセッションでは栄養素として認識されてきた、糖

質、タンパク質、アミノ酸、脂質の新しい機能について

の発表がなされた。特に糖質においては食物繊維、脂質

においては不飽和多価脂肪酸の機能について興味ある発

表がなされた。

1. 炭水化物と食物繊維

Dr. Joanne R. Iλ1pton (Texas A&M University) 

炭水化物のRDA（一日最小必要量）は130gI day I 

2,000Kcalで130gは一日の必要カロリーの25%量にあたる。

通常摂取する一日の全カロリーのうち、炭水化物から

は45-65%、脂質からは20～35%、タンパク質からは

10～ 35%で炭水化物が45%以下なら脂質を取り過ぎ、

また食物繊維が不足している。 65%以上なら脂質、タン

パク質が不足した食物摂取形態である。

米国でのエネルギー摂取は炭水化物から45%、タンパ

ク質から35%、脂質から20%である。

砂糖は脳機能を維持するために必要であるが全カロリー

の25%以上を砂糖から摂取すべきではなく、砂糖の取り

過ぎ、はCaの吸収阻害につながる。砂糖の摂取は全エネ

ルギーの5～10%位が理想的である。

グリセミック・インテ守ツクス（50g摂取して、 2時間後の

グルコース量を測定ドついても興味ある報告がなされた。

それぞれの食材のグリセミック・インデックス

人参1.31 ジャガイモ1.21 砂糖0.92 パン1.00

ピザ0.85 リンゴ0.52 フルクトース0.32

食物繊維

米国では食物繊維に関する明確な定義は成されていな

いが、 DietaryFiberとFunctionalFiber l二分けて議論が成

された。

Dietary Fiberの定義：

植物由来、素材の中に他の栄養素を含む、植物・食物

繊維。

胃、腸の健康維持、腸のガン予防。

Functional Fiberの定義：

分離、分画、合成された食物繊維、動物由来でもよい、

生理作用を持つ、健康維持に明確な機能を有する。

糖吸収阻害、インスリン補助機能。

米国アイオア州で21,930名によるヒト介入試験が行わ

れ、食物繊維摂取は一日14g/1,000Kcal以上が必要で、あ

ることがわかった。

2. 脂肪酸、脂肪、コレステロール

Dr. Penny Kris-Etherton 

(The Pennsylvania State University) 

講演内容は

1）飽和脂肪酸の効能

2）廿s-1不飽和脂肪酸の効能

3) n-6多価不飽和脂肪酸の効能

4) n-3多価不飽和脂肪酸の効能

5）コレステロールの効能

飽和脂肪酸。 trs-1不飽和脂肪酸の機能、効能はよく解

析されていない。特に、 n-6、n-3多価不飽和脂肪酸の機

能と一日摂取量が研究されリノレイン酸（n-6）は最小必

要量は男子17g／日、女子12g／日、妊婦13g／目、 n-3多価

不飽和脂肪酸は細胞膜構造維持に重要な生理作用を示

し、男子l.6g／日、女子1.lg／日が必要である c n-3多

価不飽和脂肪酸欠損した食品を摂取し続けると、多くの

疾患を招く。特に、皮膚病、心臓疾患の原因となるι

脂肪、脂肪酸の理想的なバランス

1～3才 4～ 18才 成人

脂肪 30～40% 25～35% 20-35% 

n・6 5～ 10% 5～ 10% 5-10% 

n-3 0.6～ 1.2% 0.6～ 1.2% 0.6-1.2% 

興味ある報告として米国と日本の推奨される脂肪摂取バ

ランスが異なることが示された。米国では一日のアラキドン

サン必要摂取量は1.2～ l.6g／日、 DHA+EPAの必要摂取量

はアラキドン酸摂取量の10%が推奨されているが日本では

アラキドン酸摂取量とDHA+EPAの摂取するバランスが2/1

であることが推奨され、各民族聞の歴史的な食生活スタイ

ルの遣いが、このような結果につながっているように感じた。

（サントリー（株） 田中隆治）
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＠食品、栄養および安全性委員会によるホットトピックス（FNSCHOT TOPICS) 

プレゼ、ンテーションは以下の5テーマが報告された。

4.のバイオ・テロなどは、さすが最近の米国の国情を物

語る演題だと感心した。アクリルアミドについては特に

詳しく報告したい。紙面の制約上2と4は割愛した。

プレゼ、ンテーション内容：

1. 食品細菌の薬剤耐性

2. 疫学データ／信頼限界

3. アレルギー：ヒトへの応答閲値

4. 農業バイオ・テロ：恐怖と分析への挑戦

5. 食品中のアクリルアミド

1. 食品細菌の薬剤耐性

Dr. T. J. Barret 

(Centers for Disease Control and Prevention) 

カンピロパクターやサルモネラによる感染は元来自己

治癒できていたが、近年これらによる感染が脅威となっ

ている。米国では毎年推定140万症例の内16,400人が入

院、内約600人が死亡している。食品細菌の薬剤耐性は

抗生物質の乱用が原因である。食品細菌の薬剤耐性は過

去10年間で増えてきており、多剤耐性菌の増加はこのこ

とを説明している。農業分野における抗生物質の使用は

結果的にみて、食品の供給を通じてヒトに伝播し得る薬

剤耐性菌を増やしそして広げることになっている。

2 アレルギー：ヒ卜への応答闇値

Dr. S. L. Taylor (University of Nebraska) 

アレルギーを引き起こす食品の90%は、ピーナッツ、

ナッツ類、ミルク、卵、大豆、魚介類、小麦である。残

りの10%は数百種の食品である。食品への介入試験の結

果、アナフィラキシー症状を引き起こした食品で32死亡

例の内、 63%(20例）がピーナッツ、 31%(10例）がナッツ

類、 3%(1例）がミルク、そして同じく 3%が魚であった。

FDAが調べた1988～2001年の問、食品のアレルゲンによ

る回収件数は年々増加しており、 2001年度は100件近く

にまで達した。アレルギーを引き起こすのに闇値が存在

するのかどうか評価が行われてきている。第1回の闘値

会議が99年9月に開催されその結果がJ.Allergy Clin. 

Immunol., 109: 24-30(20位）に掲載された。最低発現量は、

ピーナッツで、0.25mgタンパク、卵で0.13mgタンパク、牛

62一一ILSINo.74 

乳で、0.6mgタンパクであった。会議の結論として「アレル

ギ一発現の闇値は存在するJというものであった。

第2回会合が昨年5月に開催されたが、この時の目的はア

レルギー食品の関値摂取量を決定するための合意できるプ

ロトコールを開発することであった。今後の進展が待たれるの

3. 食品中のアクリルアミド

Dr. D.R. Lineback (Joint Institute for Food Safety 

and Applied Nutrition, University of Maryland) 

2002年4月スウェーデン政府は、数種の異なる食品中に

発ガン性のあるアクリルアミドが広範囲な量（30未満～約

2,300ppb）で含まれていることを報じた。この報道は全

世界に衝撃を与えると共に緊急の研究課題となった。メ

リーランド大学、食品安全・応用栄養共同研究施設のDr.

Linebackが各国で、の研究状況について講演したぐ

・アクリルアミドは年間40万トン以上生産されその95%

以上がポリアクリルアミドの原料である。アクリルア

ミドは反応性が高く、特にたんぱく質と反応しやすいu

・スウェーデンでの研究：フライにしたハンパーグ－パ

テ（油不使用）ではアクリルアミドは加熱で増加するの

ポテトフライ（油不使用）のアクリルアミドはそのパテ

よりも 10～100倍高濃度である。マイクロウェーブで

調理されたものはフライされたものと同じかそれより

も高いという結果を得た。スウェーデン国立食品庁は、

新しい分析法（LC-MS-MS）を確立し（Tarekeet al., J. 

Agr.Food.Chem., 50: 4998-5006 (2002））食品中のアクリ

ルアミドレベルを広範囲に調査することを開始したこ

•WHOから昨年、報告書が刊行されたが、この中に食

品中のアクリルアミドの含有量が掲載されているし

・ショウガ風昧クッキー中のアクリルアミド：ドイツ・バ

イエルン健康省ではポテトチップスやフレンチフライ中

のアクリルアミドの7倍近くを検出した。オランダでは

17試料で260～1,410ppb、平均939ppbを検出したι

・食品中の含有レベル：同じ食品群のなかでも含有量の

バラツキがある。ポテトチップスにおいても高いもの

とf丘いものがある。

・フレンチフライポテトを調理する時の加熱温度とアク

リルアミドの生成量との関係を調べた結果、 120℃ま

ではほとんど生成しなL、。 120～160℃が変曲点域で漸



近線的に増加、 160℃を超えるとほぼ直線的に増加す

る（実験データ）。

・アクリルアミドの生成メカニズム：トリグリセライド

が分解し7クロレインを経由してアクリル酸が生成、これが

アンモニアと反応して生成するという仮説。今一つの

仮説は、アスパラギンとグルコースが加熱下で反応し

生成する、というもの。プロクター＆ギャンブル社は、

ポテトデンプンとデキストロースそれにアスパラギン

が存在した場合、特に高濃度のアクリルアミドが生成

することを見出した。食品中のアスパラギンは数種類

調べた限り、ポテトの含有量が高い。カナダにおいて

もアクリルアミドの生成はアスパラギンがグルコース

と加熱された場合に生成することを報じている。

・スイスの二重ダイエットスタディによる食事からの暴

露比率はコーヒー36%、夕食22%、昼食21%、スナッ

ク13%、朝食8%、であった0

・アクリルアミドの毒性：国際ガン研究機関 (IARC）は、

恐らくヒトに対して発ガン作用があるとする 2Aに分

類している。他に急性の神経毒性がある。アクリルア

ミドはグリシドアミドに代謝され、 DNA付加物を形成

する。アッセイ範囲内で遺伝毒性を示した。

•FAO/WHOの専門家会議： ヒトが食事から摂取する

アクリルアミドの量をlug/kg体重と推定した。神経障

害に対するNOAELを0.5mg/kg体重とした。暴露量は

合理的に達成できる低い量であると総括的に勧告した0

・優先度の高い情報： 食品中のアクリルアミドの広範

囲な含有量調査、生成メカニズム、生物学的利用能・

暴露・毒性・ヒト発ガン性、低減策

•FDAの実施計画： 食品中のアクリルアミド測定から

摂取暴露評価、迅速スクリーニング法の開発、食品中

のアクリルアミドのリスク評価と毒性研究、生成メカ

ニズムの解明と低減策、リスクについて製造者と消費

者に情報提供と啓発、

・アクリルアミドに関する食品でのワークショップ：作

業グループのミッションは、①生成メカニズム、②分

析法、③暴露とバイオマーカ一、④毒性と代謝運命、

⑤リスクコミュニケーション

・アクリルアミドの共同研究活動：米国とヨーロッノfで

はいくつかの機関が共同で上記5つのミッションを分

担して今後活動を進める。ちなみに ILSINorth 

AmericaおよびILSIEuropeで、は毒性を担当、更にILSI

Europeは生物学的利用能も担当する。

2003年度ILSIグ口－）＼｝レ（本部）総会報告

•WHO/FAOのアクリルアミドに関するウェブサイト：

Acrylamide Infonetを立ち上げている 3

http:/ /www.acrylamide-food.org 

（筆者の感想）

今回のホットトピックスにアクリルアミドが盛り込まれてい

ることを事前のプログラムで、知っていたので、この講演には

多大の関心を持って拝聴した。昨年のWHOレポートや

P&G社が解明した生成メカニズムのーつ、あるいは我が国

での食品中の含有量調査データなどは、これまで日本にい

ても入手できた情報である。しかし、現実に最新情報の講

演を聴き、それに携わる研究者から動向をヒアリングでき

るのは、やはり会議にでてみないと日本にいてはこのよう

な情報には接しにく L、。この講演が行われる前日、翌日の

昼食時にアクリルアミドのミーティングを開催するので関心

のあるメンバーは集まるよう張り紙が出された。 ILSIJapan

からは福冨事務局長と筆者が参加したしミーティングには

米国、ヨーロッパ、東南アジア、日本など20名弱が集まったJ

この研究の推進者と思われるメリーランド大学のDr.

Linebackが食品中のアクリルアミドに関する毒性と代謝

運命のワークショップ計画について説明した。

研究の優先度とこれらの研究計画をしている欧米の機

関は次のようである。

1. 代謝と動力学： NCTR、FDA/CDC/NIEHS

2. 遺伝毒’性：NCTR、英国FSA、スウェーデンNFA

3. 生殖毒性及び発達毒性： FDA？、 NIEHS?

4. 発ガン性： NTP、NCTR

5. 神経毒性： NIH、NTP、EM、英国FSA

6. 疫学研究： NIOSH/NIEHS、FDA/CDC/NIEHS、

独BfR、英国FSA

これらの研究にはILSINorth Americaや！LSIEuropeも

参加し、研究費助成や委託研究なども含めて国と共同で

進めるようである。我が国では最近食品中の含有量調査

結果が公表された段階だが、米国ではこのような組織的

な大掛かりな毒性研究を計画しているのを聞き、我が固

との取り組み状況の違いを感じた。それと共に、欧米の

行政や研究機関と！LSIとの共同研究推進体制をこのラン

チミーテイングで垣間見たが、これも我が国の場合とは

大いに異なる体制であることを痛感した次第である。

（サントリー（株） 峯孝則）

ILSI No.74ーの
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2002年度ILSIPANプロジ‘ェク卜報告会

くはじめに＞

米国の！LSICenter for Health Promotionで進められて

いる肥満と生活習慣病を予防するためのPANProgram 

(Physical Activity and Nutrition：身体活動と栄養教育の

促進）に連動して、日本でもProjectPANが2001年の初め

から始まった。日本では、成人 ・高齢者を対象に2つの

プロジェクトが進行中である。lつは、「生活習慣病の予

防を目的とした職域保健指導プグラムの開発jであり、

他のIつは「高齢者のためのTAKE10 ！申冊子の開発と南

外村における実証研究Jである。

両プロジェク卜共、順調に進行しており、 2003年3月

5日に2002年度の活動の進捗状況がプロジェクトの支援

企業および参加企業の出席者に報告された。そのProject

PANの報告会の概要を、開発 ・研究を指導して頂いてい

る先生方に、以下にまとめていただいた。

Project PAN 

Progress Meeting, 2002 
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ILSI CHP Japan 

戸上貴司

TAKASHI TOGAMI 

ILSI CHP Japan 
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日時：平成15年3月5日（水） 14: 00～17: 00 

会場：文京シビックホール

参加者： 41名

フ。ログラム：

14: 00～14: 05 開会の挨拶

14: 05-14: 10 PANプロジェクトについて

・向高齢者を対象とした活動

14: 10～14: 30 

14: 30～14: 50 

14: 50～ 15: 10 

1. 生活習慣病予防を目的とした

職域保健指導プログラムの開発

一平成14年度における進捗状況－

2. 6ヶ月間の介入効果に関する報告

(1）職域栄養介入プログラムの

食生活行動への効果

(2）職域運動介入プログラムの

運動行動への効果

2002年度ILSIPANブロジ、エクト報告会

ILSI Japan/ILSI CHP Japan 

木村修一

ILSI CHP Japan/ILSI Japan 

戸上貴司

（財）明治生命厚生事業団 体力医学研究所

荒尾孝

日本女子大学家政学部

丸山千寿子

（財）明治生命厚生事業団 体力医学研究所

種目行男

15: 10～ 15: 30 (3）職域介入プログラムの生活習慣病 （財）明治生命厚生事業団 体力医学研究所

15: 30～ 15: 50 

15: 50～ 16: 10 

リスクファクターの改善効果

(4）職域保健指導プログラムの

医療経済的効果

3. 生活習慣病予防を目的とした

職域保健指導プログラムの開発

荒尾孝

独協医科大学 公衆衛生学講座

武藤孝司

（財）明治生命厚生事業団 体力医学研究所

荒尾孝

一次期 ILSIPANプロジェクト研究の概要一

・高齢者を対象とした活動

16: 20～16: 35 

16:35～16:55 

16:55～ 17:00 

TAKE 101@ 食品科学広報センター

～高齢者のための健康づくり教材開発～舟木亜紀子

自立した地域在宅高齢者の健康の 東京都老人総合研究所地域保健研究グループ

維持増進のための運動と栄養に関する 熊谷修

複合介入プログラムの開発

-TAKE 10！＠ブpログラム（試案）を活用した介入の評価一

閉会の挨拶 ILSI CHP Japan/ILSI Japan 

戸上貴司

ILSI No.74ーの
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向高齢者を対象とした活動

1.生活習慣病予防を目的とした職域保健指導フログラムの開発

一平成14年度における進捗状況ー

（財）明治生命厚生事業団 体力医学研究所

研究総括者

平成13年4月にスター卜 した！LSIPANプロジェクト研

究の進捗状況については、昨年の2月に第1回の中間報

告を行い、当初の予定通りプログラム介入を開始したこ

とを報告した。今回は、 その後の研究の進捗状況につい

て報告する。

平成13年11月以来実施してきたベースライン調査を

すべての研究協力事業所（5箇所）で終了した後（平成14

年3月）、二つの異なるプログラムを用いて介入を順次開

始した。用いたプログラムは、本研究班で開発したプロ

グラムと従来職域で実施されている方法に準じたもので

あり、前者のプログラムを用いた対象者を介入群、後者

を対照群として設定した。介入期間はいずれの群とも6

ヶ月間とし、その問介入群は1回／月の頻度で運動および

栄養の専門家による個別相談（10分／1回） を実施した。

また、 3ヶ月経過時点で中間評価（血液、体力、血圧、体

重）とその結果説明を行った。一方、対照群は、 ベース

ライン調査結果に基づく運動と栄養に関するプログラム

を提供し、その後の介入期間中は自己管理とした。

6ヶ月間の介入期間にプログラム継続が困難になった

ものは介入群では5名であり、そのうち3名は転勤によ

り、 2名が自ら継続不可を申し出たものであった。対照

群では全体で4名であり、そのうち3名が転勤、 1名が死

亡によるものであった。また、介入群の6ヶ月間の介入

期間における個別相談への平均参加率は97.1%であっ

た。介入終了時点（平成14年5月～10月）で、両群ともに

ベースラインと同様な測定と調査を実施した。本研究に

おいては、 1）転勤・死亡 ・脱落者（介入群5名、対照群4

66一一ILSINo.74 

荒尾孝

名）、 2）医療管理下にある者（対照群2名）、 3）全ての項

目において採択基準に該当しなかった者（介入群お名、

対照群12名）、 4）服薬をしていた者（介入群 ；血！Ell名、

脂質9名、糖質1名、肝機能l名、肥満l名，対照i作： IIll

圧8名、脂質4名、糖質2名、肥満2名）、5）データに欠績

が生じた者（対照群4名）を除いた残りの対象者を解析対

象者とした。なお、 1）ー3）の該当者は全ての項円の解

析から除外し、4）と5）については該当する項「｜でさら

に除外した。本プログラムの6ヶ月間の介入効果につい

ては、以下の4つのテーマに分けて検討した

1.職域栄養介入フ。ログラムの食生活行動への効果

（栄養班：丸山千寿子）

2.職域運動介入プログラムの運動行動への効果

（運動班：種目行男）

3.職域介入プログラムの生活習慣病リスクフ 7クター

への効果（総括者．荒尼孝）

4.戦域介入プログラムの医療経済的評価

（医学班武藤孝司）

介入効果の検討については、まず、介入群と対照併の

それぞれの介入前後の変動について対応のある1検定を

行った。さらに、各群の前後差（介入後1ι介入前値）を
目的変数とし、介入方法（介入群、対照群）を説明変数、

年齢と介入前値を共変量と した分散共分散分析を実施し

た。また、経済的評価においては、リスクファクターに

対する本プログラムによる改善効果と介入実施に関わる

費用との関係について費用対効果分析により検討した
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2. 6ヵ月間の介入効果に関する報告

( 1) 職域栄養介入プログラムの食生活行動への効果

日本女子大学家政学部食物学科

丸山千寿子（写真）、守安愛

家政学院大学家政学部家政学科

［目的］

生活習慣病の予防と早期治療のためには中高年齢者

に対する健康診断の推進と健診結果に基づく「望まし

L、生活習慣の実践」のための保健指導が重要な課題で

ある。そこで今回、日常生活における食生活の改善及

び身体活動量の増加、これによる生活習慣病の危険因

子の改善と長期定着を目標として職域支援を加えた栄

養と運動の自己決定型プログラムを開発した。ここで

は栄養介入プログラムの有効性について検討を行った。

［方法］

プログラム開始時の参加者176人のうち、前述（荒

尾）の除外基準1)2)3)5）に加えて要治療域の異常値

HbAlc7.0%以上、TC300mg/dl以上、 TG500mg/dl以上

を示した者9人、途中月医薬状況変更者4人、栄養介入

プログラムに賛同しなかった1人を除く 127人を、従来

型保健指導法による介入を行う対照群（従来指導群）

56人（55.0±4.7歳）と、介入群71人（53.5土3.4歳）とし

て解析した。プログラムの評価のうち目標の実施状況

は実施できた日数／全体の介入日数を目標実施率とし

て算出した。介入効果は食生活行動ステージ、食に関

する自己効力感、習慣的食品群別摂取量について検討

した。

松月弘恵

［結果］

目標にプラス項目およびマイナス項目を毎回の相談

時に両方設定した者は54.9%、期間中に一度でもフラ

ス項目、マイナス項目のいずれかを設定した者は

23.9%、プラス項目のみの設定は11.3%、マイナス項目

の設定は9.9%であったち選択項目数はフラス項目

2.7± 1.7、マイナス項目は2.0±1.6、合計4.7±2.3項目

が選択された。「全プラス項目jの実施率は約51.8%、

「全マイナス項目jは56.9%で、各項目聞に有意差はな

かった。

従来指導群では、食生活行動ステージ得点に変化が見

られなかったが、介入群では3.2±1.5から4.3士1.1へ改

善した（p< 0.001）。食に関する自己効力感の有怠な変化

は見られなかった。食品群別摂取量は従来指導群ではフ

ラス項目の野菜ジュースが増加したが、マイナス項目の

果物ジュースも増加した。介入群ではフラス項凶の納亙、

野菜ジュースが増加し、マイナス項目のバター、芋類、

肉、揚げ物が減少した。

［結論］

食行動のアセスメント、目標設定、行動のセルフモ

ニタリング技法を利用し、行動変容の技術や知識、ス

トレス対処法に関して栄養カウンセリングを行い、戦

場と家族サポートを期待した「プラス 1マイナス1プロ

グラムJは、従来型保健指導と比べて食生活習慣改善

による生活習慣病の是正に有効であることが示された

!LSI No.74 - 67 
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(2) 職域運動介入プログラムの運動行動への効果

（財）明治生命厚生事業団 体力医学研究所

種目行男

［はじめに］

循環器疾患と運動・身体活動との関係については、

身体活動量の多い者ほど鹿血性心疾患の発症や死亡の

相対危険度が低くなることが、既に多くの疫学研究か

ら明らかになっている。また、脳血管疾患に関する報

告は虚血性心疾患ほど多くはないが、いくつかの研究

で運動の効果が認められている。循環器疾患の最大の

危険因子である高血圧症およびその他の危険因子であ

る肥満や糖尿病についても、身体活動との聞に同様の

関係が認められている。このように、生活習慣病に対

する運動の予防効果を立証する報告は多い。そこで、

我々は職場での健康診断の結果、事後指導が必要とさ

れる中高年労働者に対して、運動と食生活の改善によ

って生活習慣病の予防を目的とした保健指導を行いそ

の効果を検討した。

｛方法］

対象者は食品製造業に勤務する男性（年齢53.5±4.9

歳）で1年以内の健康診断で「要観察、要指導」の判定

を受け、産業医が研究へ参加可能と判断した者145名

（介入群78名、対照群67名）であった。介入効果の評

価指標は、信念として①運動不足感と②運動自己効力

感（運動を実践する上での自信度）、および行動として

③運動習慣（1ヵ月に1回以上実施した運動種目の数）

と④運動行動ステージ（無関心期、関心期、準備期、

実行期、継続期）であった。

68- ILSI No.74 

［結果1

1. ベースライン調査

運動不足感を得点化（最大4点，高得点者ほと運動

不足を感じていない）した結果、介入群の手均値は

1.97点、対照群は2.21点で群聞に差はなかった運動

自己効力感（最大39点，高得点者ほど運動実践の向

信が強い）の平均得点は介入群24.6点、対~~rn下 24 . 0

点で群聞には差はみられなかった運動習↑白の実施

種目数は介入群1.32、対照群1.51でl河苦手間に糸はな

かった。運動行動ステージを得点化（最大5点，高得

点者ほど運動の習慣化が進行）した結果、介入昔干の

平均値は2.88点、対照群は2.82点で群聞に孝はみら

れなかった。

2. 介入効果

介入の結果、運動不足感スコアーは介入群におい

て有意に改善したが、対照群で、は変わらなかった

運動自己効力感スコアーは両群ともに布怠な変化が

みられなかった。運動習慣の実施穐回数は介入併に

おいて有意に増加したが、対照群で、は変わらなかっ

た。運動行動ステージは介入群において布怠に己主義：

したが、対照群では変化なかった

介入効果には各対象者の年齢や介入前の運動行動

水準が反映される可能性がある そこで、介入前後

の変化量について年齢と初期値を調整した｜：て・1Jtllff’

を比較検討した結果、ほぼすべての項目において介

入前後の変化量に群間差が認められ、介入1伴で明ら

かに大きな改善が認められた
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(3) 職域介入プログラムの生活習慣病

リスクファクターへの効果

（財）明治生命厚生事業団体力医学研究所研究総括者

［目的｝

本研究班で開発した職域介入（運動・栄養）プログラム

を用いた6ヶ月間の介入が生活習慣病のリスクファクタ－Iこ

対して知何なる改善効果をもたらすかを明らかにする。

［方法］

介入効果の評価指標としては、 1）生理・形態学的指

標として体重、血圧（収縮期血圧、拡張期血圧）、推定

最大酸素摂取量、 2）血液生化学指標として総コレステ

ロール（下Chol.)、LDL-Chol.、.HDL-Chol.、中性脂肪、

血糖、 HbAlc、インスリン、 GOT、GPT、y-GPTを用

いた。介入効果の検討は、解析対象者全員および異常

値を有するものについてそれぞれ実施した。解析方法

は、まず、介入群と対照群のそれぞれの介入前後の変

動について対応のあるt検定を行った。さらに、各群

の前後差（介入後値ー介入前値）を目的変数とし、介入

方法（介入群、対照群）を説明変数、年齢と介入前値

を共変量とした分散共分散分析を実施した。

［結果1

1. 生理・形態学的指標に対する効果：全解析対象者

での結果は以下のとおりであった。体重は対照群

(P<0.05）および介入群（P<0.01）ともに介入後に

有意な減少を示し、その変化量は介入群が有意

(P<0.01）に大きかった。収縮期血圧は対照群では

有意な変化は見られなかったが、介入群では有意

(P<0.01）な低下が認められ、両群聞での変化量に

も有意（P<0.05）差が認められた。拡張期血圧にお

いても対照群では有意な変化は見られなかったが、

介入群では有意（P<0.01）な低下が認められた。し

かし、両群間での変化量には有意な差が認められ

なかった。推定最大酸素摂取量は対照群では有意

荒尾孝

な変化は見られなかったが、介入群では有意（P<

0.01）な向上が認められ、両群聞の変化量にも有意

(P<0.01)な差が認められた。異常値を省する対象

者における結果は、全解析対象者の場合とほぼ同

様な結果であったが、両群間での変化量に有意な

差が認められたのは体重（P<0.01）のみであったと

2. 血液生化学指標に対する効果：全解析対象者での

結果は以下のとおりであった。介入前後で有意な

変化が認められた項目は下Chol.、LDL-Chol.、GOT、

GPTであった。 T-Chol.は対照群で与は有意な変化が

なく、介入群では有意（P<0.01）に低下し、両群聞

にも差が認められる傾向（P<0.07）にあった】 LDL-

Chol.Iま対照群で、は有意（P<0.05）に増加したのに

対して、介入群では有意（P<0.01）に減少し、両群

聞にも有意な差（P<0.01）が認められたc GOTで

は対照群では有意な変化がなく、介入群では有意

(P< 0.01）に低下したが、両群聞には有意な差が認

められなかった。 GPTでは対照群では有意な変化

がなく、介入群では有意（P<0.01）に低下し、両群

聞にも有意な差（P<0.01）が認められた。その他の

項目においては両群とも介入による有意な変化は

認められなかった。また、異常値を有する対象者に

おける結果は、全解析対象者の場合とほぼ同様な

結果であったが、両群問での変化量に有意な差が

認められたのはT-Chol.、LDL-Chol.、GPTであったっ

［結論］

本研究班で開発した職域介入（運動・栄養）プログラ

ムを用いた6ヶ月間の保健指導は、従来の保健指導法

に比べて、生活習慣病のリスクファクターに対してよ

り大きな改善をもたらす。

ILSI No.74-69 
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(4) 職域保健指導プログラムの医療経済的効果

［目的］

本研究班で開発した職域介入（運動 ・栄養）プログラ

ムの医療経済的評価を行う こと。

［方法1

1. 研究デザイン

費用効果分析、費用効用分析、費用便益分析とい

う経済的評価の3方法のうち、費用効果分析を行っ

た。介入群としては、今回新たに開発したプログラ

ムを受けた者とし、比較対照群としては、ほぼ従来

の保健指導を受けた者とした。

2. 対象

対象者は前報と同じ。介入群および比較対照群に

ついて全員を対象とした場合と、 異常値を示した者

のみを対象とした場合について解析した。

3. 指標

効果の指標としては、介入実施6カ丹後の血液生

化学検査、血圧、体重を用いた。

4. 評価の立場

評価の立場としては、事業主の立場で行った。従

って、従業員がプログラムに参加した時間に相当す

る時聞は費用に含めなかった。今回の分析では、費

用としては介入群および比較対照群に対して実施し

た指導に関する費用のみとした。

濁協医科大学公衆衛生学講座

武藤孝司

［結果1

1. 全員を対象とした場合

・ LDLコ レステロール lmg低下に要する費用（64~ 円）

は総コレステロールlmg低下に要する費用 （802円）

に比べて低かった0

・収縮期血圧lmmHg低下｛こ要する貨同（3223円）は拡

張期血圧lmmHg低下に要する費用 （4835円）に比べ

てf丘かった 0

・体重lkg低下に要する費用は6447円であった

2. 異常者のみを対象とした場合

・ LDLコレステロールlmg低下に著書する費用（645円）

は総コレステロールlmg低下に要する費用 （879円）

に比べて低かったc

－収縮期血圧lmmHg低下に要する費用 （3223P！）は拡

張期血圧lmmHg低下に要する費問 （4835p I)に比べ

て低かった。

・体重lkg低下に要する費用は5372円であった

［考察｝

費用効果分析結果からは、ハイリスク・ストラテジー

とポピュレーション ・スタラテジーの効果に関して大

きな差はないと思われたt

3. 生活習慣病予防を目的とした職域保健指導プログラムの開発

一次期ILSIPANプロジェクト研究の概要一
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研究総括者

荒尾孝



!LSI PANプロジェクト研究班の平成15年度における

活動予定は以下のとおりである。

1) 簡易版「職域保健指導プログラム」の開発

平成14年度の研究結果（6ヶ月介入効果）を踏まえ、

企業の健康管理スタッフで実施できる内容に改変し

た簡易版プログラムを作成する。企業における健康

管理スタッフとしては保健師1名、運動指導者l名、

栄養指導者1名を想定する。なお、運動指導者およ

び栄養指導者が確保できていない場合は、派遣スタ

ッフとしてマンパワーを確保するものとする。

2) 介入用の資料およびマニュアルの作成

平成14年度に実施した介入で作成した各種評価、

指導に関する資料やツールを現場スタッフ用に作成

する。また、介入・評価の方法についてのマニュア

ルを作成し、現場スタッフの指導教材とする。

3) 簡易版フ。ログラムを用いた介入とその効果検証

作成した簡易版保健指導プログラムと資料および

マニュアルを用いた介入を企業健康管理スタッフに

より実施する。企業健康管理スタ ップに対し、事前

にプログラムの説明と介入の方法についての研修を

行う。介入期間は6ヶ月間とし、介入前後に効果判

高齢者を対象とした活動

2002年度ILSIPANブロジ、工クト報告会

定のための測定と調査を研究班で実施する 今後、

この介入研究に参加協力していただける企業および

事業所を募集する。

4) 介入終了1年後における効果継続性の検証

平成14年度に実施した介入の効果継続性を検証す

るために、介入終了l年後に介入終了時と同じl人！？予

の測定と調査を実施する c 実施時期は平成154'-5JI 

から10月までの予定である。

5) 平成14年度の研究結果の発表

平成14年度の研究結果（6ヶ月介入効果）について

は、平成15年度の国内外での学会で順次発表する予

定である。現在のところ、食生活および運動の行動

変容に対する介入効果については、日本健康教育学

会（沖縄、 6月27、28日）、リスクファクターに対す

る効果については日本体力医学会（静岡、 9月19～

21日）でそれぞれ発表の予定である なお、食＇t.7，』

行動およびリスクファクターの一部については｜｜本

病態栄養学会（京都、 1月）にて発表した また、論

文についても7月ころをめどに外同雑誌および国内

雑誌に投稿予定であるc

1. TAKE 10 ! R ～高齢者のための健康づくり教材開発～

［目的］

高齢者が社会でいきいきと暮らしていけるように支

援することを目的とし、高齢者のための、科学的根拠

に基づいた運動および栄養の包括的教育パッケージを

開発し、普及する。

［開発の経緯］

食品科学広報センターをコーディネーターと し、栄

養学、スポーツ医学、老年学など、各分野の専門家に

食品科学広報センタ

舟木亜紀子

よる開発チームを結成。開発の予備調査として、高齢

者向けの栄養・運動指導を行っている保健所、スホー

ツクラブ等への取材を行い、また、高齢tiを対象にし

た、運動・食生活に対する意識調査、実態調育を実胞

した。これらをもとに試作品を作成し、さらに、高齢

者モニターによる、デザイン、使い勝T、継続nJ能a性

などの評価を参考に、修正・改良を加えた なお、開

発の各段階において、 TAIくE10＇R顧問団およびコ ンサ

ルタントの先生方より全体的なアドバイスをff-iいてい

ILSI No.74-71 
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る（TAKE10！R冊子裏表紙に記載）。

[TAI包 10！Rフ。ログラムの特徴］

高齢者が、一人で無理なくできる運動と、実行しや

すい具体的な食生活アドバイスを組み合わせて1日分

のプログラムとし、これを7日分掲載した。壁掛けカ

レンダー型になっており、 1日分の運動・栄養プログ

ラムを見開きで見ることができる。また、記録カレン

ダーを活用することで、意識の向上や自己管理の継続

を目指す。

［冊子の構成1

TAKElO！とは 使い方、運動の注意点など

(p2～） 

1週間分の [1日分：運動3種類＋栄養情報］×7円分

フ。ログラム

(p5～） 

運動の 1日分では物足りないJiのための、

組み合わせ例 運動の組み合わせ例

(p19・20)

チェック表・ 食生活チェック表／記録カレンダー

記録カレンダー

(p21 . 22) 

付属情報 舌体操／歯のはなし／食品保存／

(p23～） サプリメント

［配布状況1

2002.9.25毎日新聞にてTAKElOIプログラムを紹

介、購入希望者を募ったところ、約3,450名から希望

があり、約4,090部の購入があったu 2003年2n現在、

無料提供も含めて、 6,500耐を配布した。

2. 自立した地域在宅高齢者の健康の維持増進のための

運動と栄養に関する複合介入プログラムの開発

-TAKE 10！＠フ。ログラム（試案）を活用した介入の評価一

熊谷
吉田
修 （写真）、鈴木

英世、岩佐

東京都老人総合研究所

隆雄、古名丈人、杉浦美穂

、藤原佳典、新開省二

ILSI CHP Japan/ILSI Japan 

高梨久美子、戸上貴司、木村修一

［背景］

地域高齢者の大規模縦断研究は、血清アルブミン値

が低いこと、ならびに最大歩行速度の遅いことが生活

機能障害を引き起こし、余命を短縮させることを示し

ている。老化に伴う身体栄養状態と筋力の低下を予防

するための手段の開発を急がなければならない。

［目的］

自立した地域在宅高齢者の大規棋集団を対象として

行う運動と栄養の複合プログラム「TAKE10 ! Rプログ

ラム（試案）Jを活用した介入の効果を評価する。

72一一ILSINo.74 

｛対象］

秋田県南外村に在住する 65歳以上の高齢者全員

1,418名（男性589名、女性829名）である

［調査方法］

介入前後の総合健康調査は医学調査と留め置き而抜

聞き取り調査で構成した。ベースライン調宜は、 2002

年7月に行った。介入期聞は2002年9月から2003年6円

の約1年間である。介入効果の指標変数として、 10食

品群の食品摂取頻度、健康度自己評価、仰うつ度

(GDS）、運動・スポーツ習慣、余暇活動、血消ア）t..ブ



ミン、総コレステロール、 HDLコレステール、ヘモ

グロビン、通常・最大歩行速度、閉眼片足立ちなどを

とりあげ調査した。介入後の総合健康調査は、 2003年

7月に行う計画である。

［介入方法］

「TAKE10 ! Rフ。ログラム（試案）Jを自治体が行う住

民サービス事業に加え、高齢者の健康推進事業として

展開した。介入効果は、老人クラブ学習会とTAKE

10 ! Rボランティア学習会の参加集団を集中介入群と

し、性、年齢、老研式活動能力指標水準をマッチング

させた非集中介入群を3倍値で設定し指標変数の変化

の差異を比較し評価する計画である。

［ベースライン調査結果］

ベースラインの医学調査には、男性446名、女性

622名、計1068名が参加した。参加率は、 75.3%であ

くおわりに＞

荒尾孝先生を中心とした職域保健指導プログラムの開

発では、職域における運動介入と栄養介入を組み合わせ

たユニークな個人ベースのプログラムが開発され、 5ヶ所

の研究協力事業所で介入研究が実施された。中間報告で

は食生活行動および運動行動また生活習慣病リスクファ

クターにも顕著な改善が認められたとのことで、誠に喜

ばしい限りである。また、高齢者の為に開発された

TAKE 10！＠冊子は、全国紙にも紹介され、 8,000部の印

刷が行われ、無料提供も含めると6,500部が配布された。

熊谷修先生の指導の下に1,400人の高齢者を対象とした

南外村での介入研究も順調に進んで、おり、これも勇気付

けられる進捗である。

2002年度！LSIPANブロジ工ク卜報告会

った。留め置き面接聞き取り調査には、男性549名、

女性778名、計1327名が参加した（参加率93.6%）。

TAI包 10!Rを活用した介入プログラムは、老人クラブ

学習会、地域巡回健康学習会、ならびにTAKE10！＠ボ

ランティア学習会などで行い、実施回数は34回、延べ

参加人数は1423名に達した。予備分析として、体力指

標である最大歩行速度の関連要因を分散共分散分析法

（共変量：性、年齢、老研式活動能力指標uこより解析
した。その結果、健康度自己評価（→健康である）、定

期的な運動スポーツ習慣（→あるにおよび体の痛み

（→なL、）と最大歩行速度の聞に有意な正の関係が認め

られた。因果の特定は慎重にしなければならないが、

高齢期の体力の客観指標と定期的な運動スポーツ習慣

ならびに主観的健康感とは密接に関係していることが

示された。

これらの活動の詳細に渡る報告については、今後、学

会報告また論文で行われることになると思われるcまた、

ILSI Japanで、今秋に開催を検討している第4回「栄建とエ

イジング」国際会議で報告いただくことも計画しているν

2003年度以降は、これら開発され、実証されたプログ

ラムをより実用的また洗練されたものに発展させるこ

と、またこれらプログラムを数多くの職域で、そして高

齢者のコミュニティーで導入、実施する支援をしていき

たい。
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「油脂で創る健康」シンポジウムの聴きどころ

「油脂で創る健康Jシンポジウムの聴きどころ

6月13、14日 於：昭和大学上峰講堂（品川区旗の台）

伝統的な地中海食や日本食が肥満を起こしにくい原因

の一つは、構成する油脂の質と量にあると言われている。

油脂は食品をおいしく食べられるという第一次機能と、

エネルギー源であるという第二次機能のほかに、様々な

生理機能、すなわち第三次機能を持つことが明らかにな

ってきた。今回、日本油化学会とILSIJapan共催で、この

シンポジウムを開催する意味は、この方面の最新研究の

発表と共に、栄養を指導する方々にわかりやすく解説す

ることにある。産・官・学の連繋によるビジネスの開発

が叫ばれている昨今、人と人との触れ合いから進展する

という端緒をこのシンポジウムが作ることを期待してや

まない。

＜第一日＞

第一日目は、 2つのテーマについて、 10人の研究者

（国外から3名）により、それぞれの先端研究の発表が行

なわれる。海外講演者は英語によるが、 OHPなどによ

るわかりやすい解説をお願いしである。

1.脂溶性抗酸化物質のフロンティア

基調講演は、午前中に4題の発表が行なわれた後、ラ

ンチョン・セミナーの形で時聞をかけて、 ドイツ・エル

ランゲン大学でコエンザイムQioを追求し、その効用を

研究されているホッペ先生により行なわれる。コエンザ

Introducing Key Points of Symposium on 

Nutritional Frontier of Oils & Fats for Human Health 

74一一ILSINo.74 

前－油脂の栄養研究部会長

日野哲雄

イムQioは身体のあらゆる細胞にも存在し、補酵素とし

て抗酸化反応にかかわっているが、どのようにして健康

に関与しているかを最近の研究により紹介する。今回は

皮膚のさまざまな疾病予防や、肌を整える効用を説明さ

れる予定。

ビタミンE研究の最前線を、エーザイ輔の阿部陪一氏

が、カロテノイドについてはアスパキサンチンを中心に

最新の研究をサントリー怖の幹渉氏が講演される c

コエンザイムQioの魅力と題して、東大院工の山本順

寛先生が解説される。先生は、抗酸化物質の比較研究を

二木鋭雄先生の教室で行なっているうちに、コエンザイ

ムQ10という未だ世に広く知られていない物質に巡り合

い、その魅力にとりつかれ、研究を続けられた体験を熱

弁される。

京都府立医大の内藤裕二先生は、永く臨床医として生

活習慣病の治療に当たられた方で、抗酸化物質をどのよ

うに投与して予防や治療に役立てたかという実績と、将

来展望を話される。

2.疾病予防に役立つ指質の機能と展望

基調講演としてオーストラリア王立メルボルン大学の

シンクレア先生により、 n-3系脂肪酸が健康に役立つ例

を講演される。すなわち受胎ネズミにn-3リッチな食餌

を与えて、胎児にn-3脂肪酸を抱負に供給すると、成長

してから血圧が上昇せず、正常な血液組成を保つという

実験を報告する。

TETSUO HINO, Ph.D. 

Ex-Chairman of 

Task Force on Nutrition of Oils and Fats 

ILSI Japan 



アーチャーダニエル社研究所のフリ ッキンガ一氏はジ

グリセリド含有の油脂がヒトの健康を保つ効果を疫学研

究を中心に説明される。

日清オイリオ（掬の青山敏明氏は、中鎖脂肪酸含有油脂

の特徴と生理機能を、日本油脂（械の日比野英彦氏はホス

ファチジルセリンの開発とその生理機能を講演される。

九州大学の池田郁男先生は、永く脂質栄養を研究されて

L、るが、今回は植物ステロールが血中コレステロールを

低下させるなどの生理機能を持つ研究報告をされる。

懇親会は講演終了後、別室の食堂で行なわれる。

＜第二日＞

第二日は、脂質栄養と健康管理を中心として、 3題の

基調講演と3名の方々の実用面からの報告とパネル討論

が行われる。また、 一日目の午後から展示されているポ

スターについての討論も行なわれる。

基調講演は熊本県立大学菅野道庚先生による脂質栄

養の新しい展開から始まる。菅野先生は、九州大学で広

く世界に視野を広げて脂質栄養を研究され、その成果を

わかりやすく発表してこられた方で、これからの新しい

展開を説明される。

女子栄養大学の長谷川恭子先生は、早くから地中海食

と日本食の特徴と脂質の関連を研究され、今回は日本人

の食生活と脂質と題して講演される。若年層がややもす

ると脂質摂取の質的バランスを崩す傾向を批判されると

思われる。

ランチョン・セミナーとして、永く薬剤師の育成と栄

養士の教育に力を尽くされてきた東京薬科大学菊川清

見先生から、栄養士のしごと、薬剤師のしごとを食生活

で創る健康の視点、からお話いただく。

畳食後、ポスターセッションが行なわれる。

3.健康管理のための油指の摂取と利用法

まず、兵庫大学の辻先生から、戦後の脂質栄養の変遷

と題して、脂質の質と量が徐々に欧米型に近づいている

こと、脂質摂取量の基準などについて推奨量が説明され

る。富山医科薬科大学の浜崎先生は、脂肪酸摂取バラン

スについてリノ ール酸摂取が日本人には多過ぎるのでは

ないかと提唱される。心身障害福祉協会の阿部智仁氏は、

乳幼児から脂質栄養について充分注意を行なうことの必

「油脂で倉jる健康jシンポジウムの聴きどころ

要性を説明され、成人してからの疾病予防につながるこ

とを述べられる。

最後にまとめとして、第二日に登壇された6名の先生

方が一堂に会して、日本人の脂質摂取についての討論が、

帝京大学島崎先生の司会により行なわれる。もちろん、

フロアからの質問も加えて、油脂で章ljる健康を巡るディ

スカッションが行なわれる。

＜本シンポジウムのプログラムについては本誌79頁を

ご参照下さい。＞

ぅ。“Z；・u
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・会報・

I .特定非営利活動法人日本国際生命科学協会平成15年度総

会議事録

1. 日時

2.場所

3. 出席者数

平成15年2月25日（火） 10:00-12:20 

東京芸術劇場5F大会議室

正会員総数80名、出席正会員57名（うち書面表決正会員29名）、欠席23名

出席役員8名（理事6名、監事2名）

4. 定足数確認と開会宣言

福冨事務局長より、現在の正会員総数80名、出席正会員28名、書面表決正会員29名（定款第28条により出

席したものとみなされる）、合計57名が出席しており、定款第26条の定足数に達しており、本総会は成立する

ことが報告され、本年度ILSI本部総会において新任されたGaryHenderson本部会長からのメールによるメッ

セージ（祝辞）の紹介に引き続き、開会が宣言された。

5. 議長選任

福冨事務局長より、定款に基づき総会の議長は正会員から選任することとなっており、議長候補として森永

乳業（株）の田村吉隆氏を推薦したい旨を表明、満場拍手をもって同氏を議長に選任した。田村吉隆氏議長席

に着席。

6. 議事録署名人選出

議長より、議案審議に入る前に2名の議事録署名人の選出をお願いすることとなっているが、推薦文は立候

補者は挙手願うよう求めた結果挙手無く、昭和産業（株）高久肇氏及び（鮒ニチレイの村上英彦氏のお二方にお

願いしたいが異議ないかを諮ったところ、満場一致でこれを承認した。

7. 審議事項

第1号議案平成14年度事業報告承認の件

第2号議案平成14年度収支決算報告承認の件

第3号議案平成15年度事業計画（案）承認の件

第4号議案平成15年度収支予算（案）承認の件

8. 審議の経過の概要及び議決の結果

第1号議案平成14年度事業報告承認の件

議長の指名により、福冨文武事務局長から新会員の紹介に引き続き、議案1資料「平成14年度事業報告書jに基

づき事業報告を行い、議長これに対する質疑及び意見を求めたが特に無く、直ちに採決に入り、満場拍手をも

って本件を可決承認した。

第2号議案平成14年度収支決算報告承認の件

議長が福冨事務局長に報告を求めたのに対し、事務局長が石原隆経理担当マネジャーから報告させることとし、

石原マネジャーから議案2資料「平成14年度特定非営利活動に係わる事業会計収支計算書、同貸借対照表、同

財産目録、及び収益事業損益計算書Jと説明資料に基づき、収支決算報告を行い、官公署へ提出する収支計算
書については、事業収支項目の一部を合併表示することとなる旨を説明、引き続き議長が監査報告を求め、山

口忠重監事が監事2名を代表して監査報告を行い、議長これらに対する質疑及び意見を求めたが特に無く、採

決を行った結果、満場拍手をもって本件を可決承認した。

第3号議案平成15年度事業計画（案）承認の件

議長より、事業計画案審議に先立ち、木村修一理事長から本年度の本協会のビジョンについてお話頂く旨を告

げ、木村理事長から「機能性食品科学J「リスクアナリシス」の2大新規プロジェクトの展開とグローバルな活動へ
の積極的な参画等を通じて、本年度をNPO法人としての本協会飛躍の年にしたい旨のビジョンが披露された。

引き続き議長の指名により福冨事務局長が議案3資料「平成15年度事業計画・案」に基づいて平成15年度事業

計画案の内容を説明。更に、ライフサイエンス研究委員会の倉沢委員長が調査研究事業について2002年度の

実績を踏まえた2003年度の計画の大綱と新規プロジェクトとして「機能性食品科学J及び「リスクアナリシスJ
の2犬プロジェクト及び「油脂で創る健康J国際シンポジウムの開催に取り組むことを説明、 7つの研究部会か
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らは、食品安全部会（峯部会長）、栄養研究部会（末木部会長代理）、健康表示部会（倉沢氏が代行）、バイオテ

クノロジ一部会（橋本部会長）、糖類部会（倉沢氏が代行）、茶類部会（原部会長）、栄養強化部会（戸上部会長の

メッセージを倉沢氏が代読）がそれぞれの計画を発表。なお、倉沢委員長から新規プロジェクトの「機能性食

品科学jについては東京大学でILSIJapanの「冠講座jを開設する計画があること、田中理事からはその経過と

意義について説明が行われた。以上に対して、議長から質疑、意見を求めたが特に無く、採決の結果、満場拍

手をもって本案を可決承認した。

第4号議案平成15年度収支予算（案）承認の件

議長より議案説明を求め、福冨事務局長が戸上財務担当副理事長からのメッセージ「ILSIJapanの財務基盤に

ついて」を代読したのに引き続き、石原経理担当マネジャーが議案4資料「平成15年度収支予算書（案）Jに基づ

いて予算案の内容を説明。

議長これに対して質疑、意見を求めたが特に無く、採決を行った結果、満場拍手をもって本案を可決承認した

9. 報告事項

議長の指名により、福冨事務局長から下記について報告を行った。

(1）定款変更認証取得について

昨年9月の臨時総会の決議に基づく定款変更について認証申請を行った結果、本年1月10日付けをもって

東京都知事の認証を受け、 1月27日変更登記を完了。

(2）本部総会からの報告

本年1月15日から23日の間ILSI本部総会が開催され、日本支部から10名、世界から350名が参加二本部は

25周年を迎え、世代突代が進んでいる。総会に先立つ2日間に理事と事務局長による戦略会議が持たれ、

次の時代に向けての戦略がまとめられた。また、 ILSIのグローパルな協調により取り組むべき4大プロジ

ェクトとして、①肥満、過体重の予防、②食品安全とリスクアセスメント、③機能性食品科学、④バイオ

テクノロジー が掲げられた。

1) 国際毒性病理学会の開催

来年2月に神戸で開催され、 ILSIJapanは従来からその共催者となっている。詳細は追ってご案内する？

2) 団体正会員の副代表者決定の要請

団体正会員の代表者を評議員として登録（内規に基づく）しているが、最近代理出席が増えており、

どの範囲で代理を認めるかの基準設定が難しい。正会員自身で副代表者を定め登録願いたいJ

10. 閉会宣言

議長より、これをもって全ての議事を終了したので本総会を閉会する旨を宣言した。

D.会員の異動（敬称略）

入

入会年月日 社 名

2003.1.21 オムロン（株）

ヘルスケアビジネスカンノtニー

2003.2.13 シンジエンタシード（株）

2003.3.12 （楠田中食品興業所

A. 
~ 

マーケティング部

小川浩司

営業・開発本部長

谷川敬次郎

研究開発部課長

林伸明

代 表
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評議員の交代

交代年月日 社 名 新 ｜日

2003.2.13 キーコーヒー（株） 研究所長 代表取締役社長

橋田欣弥 柴田 f首

2003.2.24 高砂香料工業（紛 総合研究所 環境・安全法規監査室

アロマサイエンス＆ 加藤 高

テクノロジー研究所

松崎敏明

2003.3.6 雪印乳業（紛 取締役 商品安全監査室長

川成虞美 井戸田正

m. ILSI Japanの主な勤き (2002年12月～2003年2月）

※特記ない場合の会場はILSIJapan会議室

12月 2日 機能性食品科学フ。ロジ、エクト懇談会

12月 3日 国際協力委員会

健康表示研究部会

12月 6日 バイオテクノロジー研究部会

12月 9日 国際標準システム検討委員会（福冨事務局長）

12月10日 運営委員会

機能性食品科学プロジェクト懇談会

12月11日 健康表示研究部会表示全般分科会

12月12日 脂類研究部会

平成14年度第4岡理事会

12月18日 編集部会

栄養研究部会

12月26日 リスクアナリシスプロジェクト打合せ会

12月27日 仕事納め

平成15年（2003年）

1月 6日 仕事始め

1月 8日

1月10日

東京大学農学部阿部啓子教授を訪問打合せ

ILSI本部総会出席者打合せ

バイオテクノロジー研究部会微生物分科会

1月15・16日 LSI本部役員戦略会議

1月17日 編集部会

1月17～22日 ILSI本部総会及び学術セッション

1月22日 健康表示研究部会第2分科会
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1月27日 バイオテクノロジー研究部会植物分科会

1月29日 監事監査

健康表示研究部会第3分科会

2月 3日 リスクアナリシス研究会

2月 4日 平成15年度第1回運営委員会

健康表示研究部会運営委員会

2月 5日 C吋ex検討会議

健康表示研究部会表示全般分科会

栄養学レビュー編集会議

2月 6日 栄養研究部会

2月 7日 結類研究部会

2月12日 国際協力委員会

食品安全研究部会・食品産業センター合同会議

2月13日 平成15年度第1回理事会

2月14日 「世界の茶成分」ワークショッブ

2月18日 日経BP中野記者来訪

2月19日 編集部会

健康志向食品調査委員会

2月25日 平成15年度通常総会

講演会「食品の概能性研究の新戦時j

2月27日 食品安全研究部会食品安全調査分科会

IV. ILSIカレンダー

ILSI東南アジア支部創立10周年記念総会

2003年4月28～30日

セントーサ島（シンガポール）

「油脂で創る健康J
JOCS-ILSI Japan Joint Symposium 2003 

2003年6月13日（金）・ 14日（土）

東京、品川区旗の台（昭和大学上修講堂）

フ。ロク守ラム

よ且且」且~且i企よ
9: 50 開会の挨拶（組織委員長：木村修一氏）

会報

於： JA会館

於：食糧会館

於：食品産業センター

於：食品産業センター

於：静岡グランシップ

於：；食品産業センター

於：東京芸術劇場 rs階）
於：同上

10: 00～ 12: 00 シンポジウム［1］脂溶性抗酸化物質のフロンティア 座長：山本順寛氏

内藤裕二氏

1.阿部陪一氏（エーザイ（株）） ビタミンE研究の最前線

2.幹 渉氏（サントリー（株））

3.山本順寛氏（東京大学工学部）

4.内藤裕二氏（京都府立医科大学）

カロテノイドの最近の話題

コエンザイムQの魅力

生活習慣病に対する抗酸化療法
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会報

12: 00～ 13: 30 

Plenary Lecture （ランチョン形式） 座長：二木鋭雄氏

Prof. Udo Hoppe (University ofErlangen-Nuremberg, Germany) 

“Coenzyme Q叩andthe Skin 

14: 00～15: 00 

PlenarγLecture 座長：木村修一氏

Prof. Andrew J. Sinclair (Royal Melbourne Institute of Technology University, Australia) 

“ω・3Fa向rAcids in the Perinatal Period and Blood Pressure" 

15 : 30～ 17: 30 シンポジウム［2］疾病予防に役立つ脂質の機能と展望 座長：鈴木」昭氏

松本晃暁氏

1. Dr. Brent Flickinger (James R Randall Research Center, Archer Daniels Midland Company, U.S.A.) 

“Viewing Dietary Fat in a New Light: Diacylglycerol Oil as a Tool for Health" 

2.青山敏明氏（日清オイリオグループ（株）） 中鎖脂肪酸結合油脂の特徴と生理機能

3. 日比野英彦氏（日本油脂（株）） ホスファチジルセリンの開発とその生理機能

4.池田郁男氏（九州大学農学部） 油脂食品に含まれるステロールとその機能

18 : 00-20 : 00 懇親会（無料）

2旦i」且14且iよよ
10: 00～ 11: 00 

Plenary Lecture 座長：日野哲雄氏

菅野道虞氏（熊本県立大学） 脂質栄養の新しい展開－Overview

11 : 00-12: 00 

Plenary Lecture 座長：佐藤和恵氏

長谷川恭子氏（女子栄養大学） 健康管理と脂質一日本人の食生活と脂質

12: 00-13 : 30 ランチョン・セミナ一 座長：戸谷洋一郎氏

菊川清見氏（東京薬科大学） 栄養士のしごと、薬剤師のしごと一食生活で創る健康の視点から

13 : 30～ 14: 30 座長：青山敏明氏

竹下尚男氏

ポスターセッション（討論）

14 : 30～ 16: 30 

シンポジウム［3］健康管理のための油脂の摂取と利用法 座長・司会：島崎弘幸氏

1.辻悦子氏（兵庫大学） 戦後の脂質栄養の変遷脂質摂取量と栄養所要量における推奨摂取量

2.浜崎智仁氏（富山医科薬科大学） リノール酸摂取の削減一一日本脂質栄養学会の提言

3.阿部敏明氏（特殊法人心身障害者福祉協会） 乳幼児の脂質栄養と現状

総合討論

出席：菅野道慶、長谷川恭子、菊川清見、辻悦子、浜崎智仁、阿部敏明氏

16: 40 開会の挨拶（実行委員：前田裕一氏）

参加費：日本油化学会（個人） : 18,000円

協賛学会会員（個人） : 20,000円

JOCS, ILSIJapan法人会員： 20,000円

一般（法人所属）

一般（over65) 

学生：

（但し、二日目のみの参加を希望する協賛学会会員、学生など5,000円）
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第4回ILSIアジア食品安全・栄養会議

2003年9月23-26日（予定）

パリ島（インドネシア）

詳細は検討中

第4回「栄養と工イジング」国際会議

2003年11月19、20日

東京、港区芝（建築会館ホール）

v.発刊のお知らせ

栄養学レビュー（NutritionReviews日本語版）
第ll巷第2号（2002/WINTER)

総 説：菜食への移行 鉄と亜鉛は大丈夫か

遺伝子組換え作物一一ヒトの栄養改善のための利用の可能性

糖質と満腹

機能性食品としてのオリーブ油一一疫学的および栄養学的アフ。ローチ

報 告：幼少時のビタミンDの補給は1型糖尿病の予防となるか

細胞内亜鉛輸送体

ビタミンB12欠乏， TNF－αおよび上皮増殖因子ー一一ビタミンB12の新規機能か

会報

遺伝性ヘモクロマトーシスにおける“貧血性”腸細胞一一ー腸での鉄吸収調節機構の分子レベルでの新知見

脂肪細胞におけるグルココルチコイドは内臓肥満を促進する

IL12Bは食事介入による1型糖尿病予防の強力な遺伝的標的か

日本の動向：新しい動脈硬化性疾患診療ガイドライン

定価：本体2,205円（税込）（本体： 2,100円送料： 210円／冊）

出版元（建吊社τEL:03”3944・2611）に直接ご注文下さい。（会員：毎号配布）
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百.ILSIJapan出版物

わ定期刊行物

誌名 内容・特集

食品とライフサイエンス ILSI Japan機関誌

No. 1～No.30 （内容・在庫等については事務局にお問い合わせ下さい）

ILSI・イルシー ILSI Japan機関誌

No. 31～No.59 （内容・在庫等については事務局にお問い合わせ下さい）

No. 60 第9回「おいしさの科学」フォーラム、 Codex残留農薬部会、

微生物にかかわるリスクアセスメン卜、

食品微生物への組換えDNA技術の応用を考える（5)

No. 61 第3回「栄養とエイジングJ国際会議報告、第10回「おいしさの科学J

フォーラム、栄養と健康増進に係わるILSIの世界的視野での活動、

ILSIブラジル国際機能性食品セミナー

No. 62 本部総会報告、アジア・パシフィック地域におけるILSI、

EDC講演会、機能性食品セミナー

No.63 新時代に向けてのILSI、健康日本21、砂糖研究会研究報告、

FAQ/WHOシンポジウム「バイオテクノ口ジーと食品の安全性」

No. 64 食品機能論から機能性食品科学へ、ブ口ジ工クトPAN始動、食事摂取

基準への歩み、 FAO/WHO合同食品規格委員会・第28回コーデックス

食晶表示部会報告、コーデックス・バイオテクノロジー応用食品（CTFBT)

ワーキンググループ会議報告、機能性食品の健康表示

No. 65 「健康日本21J計画と栄養学・食品科学研究に求められること、

第11回「おいしさの科学Jフォーラム、「茶と健康Jセミナ一、

シリーズ安全性評価 l「日本における農薬の安全性評価（1) J 

「GLP制度J、コーデ‘ックス・バイオテクノロジ一応用食品（CTFBT)

ワーキンググループ会議報告、機能性食品の考え方と進展・

フランスと日本の比較、第3回アジア食品安全・栄養会議報告

No. 66 21世紀を迎えてILSIJapanの役割と展望、食と免疫、新しい保健

能性食品制度の概要、ベトナムにおける鉄欠乏症撲滅活動、

ワークショップ「プロジ‘ェク卜“Take10！”j、シリーズ安全性評価

ト2「日本における食品添加物の安全性評価」「透明性の確保」

No. 67 私の医学研究とILSI、オリゴ糖の機能性と食品への応用、遺伝子組換え

農産物（GMO）検知技術の現状、中国のORI、フランスにおける食品安

全への取り組み、シリーズ安全性評価卜3「日本における農薬の安全性

評価（2)J「動物実験データのヒ卜への外挿」、サッカリン、その発癌性

をめぐって、プロジェク卜 PAN、ベトナムにおける鉄欠乏症撲滅活動（2）、

A SEAN諸国の栄養・健康表示、 HESI、ILSISEA、今Codexでは（VI）、

「糖質と健康jシンポジウム

No. 68 20周年特集、狂牛病と口蹄疫、なぜ今、脂肪酸栄養か？、シリース安

全性評価卜4「日本における一般化学品の安全性評価」「InVitro試験J、

コーデックスと健康強調表示、健康増進へのアミノ酸の生理的役割、

Risk Science Institute 

No. 69 健康と科学、 21世紀の健康科学一要素還元主義を超えて一、

「糖質（GlycemicCarbohydrate）と健康Jシンポジウム報告、

アミノ酸とペプチドの生理機能、シリーズ安全性評価ト5

「日本におけるダイオキシン類の安全性評価J

「化学物質の体内動態に関するデータJ、ヨーロッパにおける食品安全、

HESI事務局長来日、第2回ILSI機能性食品国際シンポジウム
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発行年月 備考

1981.11～ 
1992. 3. 

1992. 6～ 
1999. 6. 

1999. 9. 

1999.12. 

2000. 3. 

2000. 6. 

2000. 9. 

2000.12. 

2001. 4. 

2001. 7. 

2001.11. 

2002. 1. 



No. 70 1健康科学とそのあるべき姿、キノコが産生する生体機能調節物質、 I 2002. 4. 

シリーズ「ヘルスクレームの科学的根拠」酸乳由来プペチドの血圧降下作用、

シリーズ安全性評価ト6「消費者と食品の安全性評価j、PASSCLAIM、

ライフサイエンス活動計画（2002年度）、「機能性食品の科学をどのように

発展させるかJ
No. 71 I食品の機能表示について、脂溶性ビタミンの生理機能、シリーズ「ヘルl2002. 7. 

スクレームの科学的根拠jフラク卜オリゴ糖の生理機能、 2002年コーデ

ックス食品表示部会報告、 ILSISEA肥満に関するシンポジウム・ワーク

ショップ、 ILSISEAの科学活動

No. 72 I自主管理を中心とした化学物質総合管理、水溶性ビタミンの生理機能、 I2002. 10. 
シリーズ「ヘルスクレームの科学的根拠j大豆タンパクのコレステロー

Jレ低減効果、 OECDにおける子宮肥大試験バリデーション、リスクアセ

スメン卜への新たな取組み、シリーズ安全性評価II・1「遺伝子組換え食

品の安全性評価」「予防原則の適用Jシンポジウム「身体活動の増進と
ヘルス・プロモーションJ、新しい欧州食品安全機関、 BSE周辺をめぐ
る世界の動向

No. 73 I食の安全に今後もねばり強く取り組む、 ILSIJapan の新たな飛躍を期待12003. 1. 
して、ミネラルの生理機能（1）ーカルシウムを中心に一、シリーズ「ヘルス

クレームの科学的根拠J-4一難消化性デキス卜リンの糖代謝および脂質
代謝へ及ぼす影響、欧州連合の機能性食品評価プロジェクト：PASSCLAIM

シリース安全性評価11-2「食品の微生物学的リスクアナリシスJ、安全性評
価ミニ講座（7）「定量的リスクアセスメントj、遺伝子組換え食品に対する

ヨーロッパで、の動き一酵素業界からの見方一、今Codexでは（VII）、 ILSI

Japanシンポジウム「食品の抗酸化機能とバイオマーカ－J、今ILSIでは
「ILSINorth America & ILSI Europe主催Sugarsand Health Workshopに
参加して」、「第3回FOSIE全体会議j、フラッシュ・リポート「第1回リスク

アナリシス・ワークショッブー食の安全のためのリスクアセスメント

一我が固におけるトレーニング・ニーズj「茶葉分析プロジェクト始動J、
【資料】韓国における健康機能食品に関する法律

No. 74 I リスクコミュニケーションについて、シリーズ［ヘルスクレームの科学的 i 2003. 4. 
根拠J-5ーヘルスクレームの科学的評価に必要な基礎理論、シリーズ
「ニュー卜リゲノミクスの食品機能への応用J-1ーニュートリゲノミクス
への期待、シリーズ安全性評価11-3「機能性食品の安全性J、安全性評価
ミニ講座（8）一一ヒトにおける疫学データの安全性評価への活用、ワーク

ショップ報告「食品アミノ酸の適正摂取の評価に関する第2回ワークショッ

プ」、ワークショップ「世界の茶品種の成分と世界の茶事情j、ライフサイ

エンス研究活動計画（2003年度）、 2003年度ILSIグローパル（本部）総会

報告、「油脂で創る健康」シンポジウムの聴きどころ

会報

栄養学レビュー Nutrition Reviews日本語版 ｜ ｜建南杜

（第1巻～第8巻までの内容については事務局にお問い合わせ下さい） I 1992.10～ 
I 2000. 8. 

第9巻第1号｜茶と健康、高齢者の慢性疾患におけるエネルギーの代謝適応、栄養と｜ 2000.11. 

感染症、日本の動向：新しい肥満の判定と肥満症の判断基準

第9巻第2号｜エネルギー代謝調節と加齢一最近の研究成果とその意義、体重と生存12001. 2. 
率の関係に友ぼす年齢の影響、ビタミンEと記憶一一ービタミンEは血管

保護をしているか、低脂肪・高糖質食と動脈硬化のリスク、トランス

脂肪駿と血祭リボタンパク質、日本の新しい高血圧治療ガイドライン

第9巻第3号｜人乳中のミネラルおよび微量元素の調節一外因性および内因性要因、 I 2001. 5. 
小児期の骨の健康状態に及ぼすカルシウムの役割、レプチンと骨一脳は

骨の生態学を支配するか、ノックアウト遺伝子がレチノイドの代謝にお

ける細胞内レチノール結合タンパク質の機能を確証する、ビタミンEと

高リスク患者の心臓病予防、特殊栄養補充法の証拠データベース、栄養

の視点、からみた五訂食品成分表
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会報

第9巻第4号｜ビタミンAとHIV感染、母乳単独栄養、セレンの動態および必要量を I 2001. 8. 

検証する新たな試み、リボタンパクリバーゼ遺伝子多型と性特異的な

虚血性脳血管疾患の危険性、アフリカ系米国人の肥満と死亡率、食事

推奨量一30年の歴史、食品強調表示に対する国際的な取り組みの現状、

食行動の仕組みと晴好性とのかかわり

第10鵠 1号｜肉の摂取と大腸癌一疫学結果の再検証、糖原病におけるミトコンドリ l 2001.10. 

ア遺伝子発現一一栄養の影響、植物ステロール類とそれらの誘導体、果

物・野菜類の摂取と心臓発作の危険性、可溶性食物繊維およひ．不溶性食

物繊維を多く含む食事は2型糖原病患者の血糖統制を改善し、高脂血症

を低減する、食物繊維と大腸癌一一適切な助言はなにか、保健機能食品

制度と問題点

第10巻第2号｜食物繊維と体重管理、鉄と大腸癌のリスクヒトにおける研究、苦昧のl 2002. 2. 

科学と複雑さ、勝癌と糖原病、過酸化脂質の臨床的意義

第10巻第3号｜胎児形成不全と葉酸代謝、食物のエネルギー密度と体重調節、銅のホメオスl 2002. 5. 

タシス、アルコール摂取と死亡率、日本の動向：高血圧治療ガイドライン

第10巻第4号｜母体栄養と新生児生存、骨のリモデリングの瞬間一骨に影響を及ぼす栄養 l 2002. 8. 

素の介入効果について、野菜、果物の摂取と結腸直腸癌リスクの関係

一何を信じるべきか、アメリカ心臓病協会の2000年版：食生活指針ー

要約レポート、糖尿病のガイドライン

第11巻第1号｜高比重リボタンパク質ーアルコール，エス卜口ゲン，植物工ストロゲン 1 2002.10. 

の影響、米国における食品強化の歴史と将来一一公衆衛生の展望、 E鉛お
よび鉄欠乏症を撲滅するための栄養強化戦略、 E鉛栄養とHIV感染、 ABC

一一ーステロールの吸収と排池の調節にかかわる新しいトランスポータ一、

肥満症の診断と治療

第11糊 2号｜菜食への移行一鉄とE鉛は大丈夫か、遺伝子組換え作物ーヒトの栄l 2003. 2. 

養改善のための可能性、糖質と満腹、ビタミン812欠乏、 TNF－αおよび

上皮増殖因子一一ビタミン812の新規機能力、、脂肪細胞におけるグルコ

コルチコイドは内臓肥満を促進する、新しい動脈硬化性疾患診療ガイド

ライン

。栄養・工イジング・運動
詰名等 発行年月 備考

国際会議講演録 栄養と工イジング（第1回「栄養とヱイジング」国際会議講演録） 1993.11. 建用社

国際会議講演録 高齢化と栄養（第2回「栄養と工イジング」国際会議講演録） 1996. 4. 建南社

国際会議講演録 長寿と食生活（第3回「栄養と工イジンク」国際会議講演録） 2000. 5. 建用社

栄養学レビ‘ュー特別号 ケロッグ栄養学シンポジウム「微量栄養素J一現代生活における役割一 1996. 4. 建吊社

栄養学レビ‘ュー特別号 「運動と栄養」一健康増進と競技力向上のために一 1997. 2. 建吊社

栄養学レビュー特別号 ネスレ栄養学会議「ライフステージと栄養」 1997.10. 建吊社

ワーキング・グループ報告 日本人の栄養 1991. 1. 

ILSI Japan Report Series 食品の抗酸化機能とバイオマーカー 2002. 9. 

ILSIヨーロッパモノデラフシリーズ 栄養のヒト免疫能に友ぼす影響（翻訳） 2002. 7. 

その他 最新栄養学（第5版～第8版） （“Present Knowledge in Nutrition”邦訳） 建南社

その他 世界の食事指針の動向 1997. 4. 建吊社

その他 晶齢者とビタミン（講演録翻訳） 2000. 6. 
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C 機能性食品
誌名等 発行年月 備考

研究部会報告書 日本における機能性食品の現状と課題 1998. 7. 

研究部会報告書 上記英訳“TheStatus quo of Functional Foods and the Subjects to be Discussed” 1998. 6. 

研究部会報告書 機能性食品の健康表示一科学的根拠と制度に関する提言一 1999.12. 

研究部会報告書 上記英訳“HealthClaim on Functional Foods" 2000. 8. 

ILSI Japan RepoはSeries 日本における機能性食品科学 2001. 8. 

ILSI Japan Repo吋Series 上記英訳“FunctionalFood Science in Japan” 2001.11. 

C油脂の栄養
誌名等 発行年月 備考

ワーキング・グループ報告 油脂の栄養と健康 1991. 9. 

研究部会報告書 パーム油の栄養と健康（「ILSI・イルシ－J別冊 I) 1994.12. 

研究部会報告書 魚介類脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシ－J別冊11) 1995. 6. 

研究部会報告書 畜産脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシー」別冊IV) 1!;!95.12. 

研究部会報告書 魚の油ーその栄養と健康一 1997. 9. 

ILSIヨーロッパモノグラフシリーズ 油脂の栄養と健康（付：脂肪代替食品の開発）（翻訳） 1999.12. 

。パイオテクノロジー
誌名等 発行年月 備考

バイオ食品一社会的受容に向けて
国際会議講演録

（バイオテクノロジ一応用食品国際シンポジウム講演録）
1994. 4目 建吊社

研究部会報告書 バイオ食品の社会的受容の達成を目指して 1995. 6. 

研究部会報告書 遺伝子組換え食品を理解する 1999. 7. 

研究部会報告書 遺伝子組換え食品O&A 1999. 7. 

ILSI Japan RepoはSeries 生きた微生物を含む食品への遺伝子組換え技術の応用を巡って 2001. 4. 

その他 バイオテクノロジーと食品（IFBC報告書翻訳） 1991.12. 建吊社

その他 FAO/WHOレポート「バイオ食品の安全性J（第 1回専門家会議翻訳） 1992. 5. 建吊社

食品に用いられる生きた遺伝子組換え微生物の安全性評価
その他

（ワークショップのコンセンサス・ガイドライン翻訳）
2000.11 

。砂糖
誌名等 発行年月 備考

ワーキング・グループ報告 砂糖と健康 1990. 9. 

ILSI砂糖モノダラフシリーズ 糖と栄養・健康一新しい知見の評価（翻訳） 1998. 3. 

ILSI砂糖モノクラフシリーズ 甘昧一生物学的、行動学的、社会的観点（翻訳） 1998. 3. 

ILSI砂糖モノグラフシリース う触予防戦略（翻訳） 1998. 3. 

ILSI砂糖モノグラフシリーズ 栄養疫学一可能性と限界（翻訳） 1998. 3. 

そのイ也 糖類の栄養・健康上の諸問題 1999. 3. 
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む安全性
誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録 安全性評価国際シンポジウム 1984.11. 

研究委員会報告書
加工食品の保存性と日付表示一加工食品を上手においしく食べる話一

（「ILSI・イルシ－J別冊Ill)
1995. 5. 

その他 ビタミンおよびミネラル類のリスクアセスメン卜（翻訳） 2001. 5. 

ILSIヨーロッパモノダラフシリーズ ADI、許容一日摂取量（翻訳） 2002.12. 

。その他

その他 訳翻康健介』lv 

等
一
コ

名
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否
両
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ア

発行年月｜ 備考

2001. 8. 

四．新着図書・資料のご案内

ILSI本部・各支部ならびに関連団体が最近発行した書籍および資料（事務局にて保管）をご紹介する。

『アジアにおIオる過体重と肥満予防と管理のための戦略』

Forging旦伊ctivcStrategics for Prevention and Management of Overweight and Obesity in Asia.・Research,

Education and Partnerships 

(Proceedings of the Symposium and Workshop organized by /LSI South-East Asia Region) 

84頁、 BlackwellSynergy (2002) 

2002年4月にシンガポールにおいて行われたILSIならびにASEANによる肥満予防と管理、特に研究、教育および連

携についての講演録。

『アレルゲンの闇値を求めるととは可能か？』

Can We Determine a Threshold Level for Allergenic Foods by Statistical Analysis of Published Data in the 

Literature? 

Reprint from Allergy, Vol. 57, No. 8 (2002) 

6頁、 BlackwellMunksgaard 

ILSI Europe食物アレルギー・タスクフォースによる調査研究結果のまとめ。収集し得た文献から、統計処理により、

食品中のアレルゲンの闘値を得るために精度を高める推測モデルを試みた。

『禽扇の接触する物質の醸露』

Exposure｝示。mFood Contact Materials 

(ILSI Europe Report Series) 

23頁、 ILSIEurope刊（2003)

ECでは、容器等、食品が接触する物質からの溶出物質についての規制のための検討が進められているυ

欧州人がこれらの物質にどれだけの曝露をしているか、食品摂取デー夕、容器の使用実態、溶出データ等からリス
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クアセスメントを行う作業が、 ILSIおよびEUによって進められた。 2001年10月、イタリアのイスプラデのワークショ

ップにおける討論の内容をまとめた。

『免痘毒性とリスクアセスメント』

Development Immunotoxicology and Risk Assessment 

Human & Experimental Toxicology, Vol. 21, No. 9・10(2002) 

104頁、 AldenPress 

2001年6月にILSIHESIが主催した免疫毒性とリスクアセスメント・ワークショップの講演録。

,," .... z ;,,o 
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次号予告（2003年7月発行予定）

「ニュートリゲノミクスの食品機能への応用Jシリーズ第2回を、東京大学大学院阿部啓子先生に実施例を含めて

執筆していただきます。

11月に行なわれる第4回「栄養とエイジング」国際会議のプログラムを紹介するほか、飲料水の安全性評価、

Codex バイオ部会・表示部会の報告などを掲載する予定です。

編集後記

日本では春の盛りを迎えますが、イラクでの戦闘が世界経済にどの程度影響を及ぼすかが心配されるこの頃ですむ

巻頭言として、「リスクコミュニケーションについて」を農林水産省消費者政策官岡島淳子にご執筆頂きました

が、日本でこれから進められます食品安全行政の方向に関するわかりやすい解説と食育の必要性について、ご紹

介いただきました。

「ヘルスクレームの科学的根拠」シリーズでは、中間的なまとめとして、「ヘルスクレームの科学的評価に必要な

基礎理論jについて独立行政法人国立健康・栄養研究所佐々木敏先生にご執筆いただきました。

また、「機能性食品科学へのチャレンジ」と題してニュートリゲノミクス分野でのILSIJapanの新しい取り組みに

ついてもご紹介しました。本誌でも今号から新しく「ニュートリゲノミクスの食品機能への応用jシリーズを立ち

上げましたので、併せてご期待ください。

さらに、国際アミノ酸科学協会からは、前回にひきつづき、アミノ酸国際シンポジウムの報告をお寄せいただき

ました。

その他、本部総会報告、ライフサイエンス研究活動計画をはじめ、各報告が盛り込まれて、本号も豊富な内容と

することができました。

<T. H.> 
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